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　1995 年の阪神・淡路大震災を機に設立された歴史資料ネットワー

クを皮切りに、全国各地で 20以上の資料ネットが立ち上がり、互い

に協力しつつ、災害から歴史資料を保全し、災害の記録を保存する活

動に取り組んでいます。2014 年 7月には国立文化財機構内に「文化

財防災ネットワーク推進本部」が設置され、歴史・文化遺産の防災に

向けた全国的な連携体制づくりの強化が進められています。また、資

料ネットの取り組みを支援し、地域社会における歴史文化の継承と創

成に向け、人間文化研究機構では 2017 年度より「歴史文化資料保全

の大学・共同利用機関ネットワーク事業」を開始しました。本事業では、

各地の大学を軸にした資料ネット相互のネットワークを構築し、災害

時における相互支援体制や資料の保存研究・活用に向けた体制作りを

目指します。

　2015 年 2月、阪神・淡路大震災と歴史資料ネットワークの活動開

始20年の節目に、神戸で開催された第1回集会では、「『地域歴史遺産』

の保全・継承に向けての神戸宣言」が採択されました。東日本大震災

5年の節目にあたる 2016 年 3月には、被災地の一つである福島で第

2回集会が開催され、被災地で取り組まれてきた活動から得られた経

験を共有し、大規模災害に対する日常的な備えのあり方を展望しまし

た。2016 年 12 月には愛媛において第 3回集会が開催され、昭和南

海地震 70年にあたり、保全資料の活用を通して、災害に強い地域社

会をいかに形成するかについて考えました。さらに 2017 年 1 月に

は岡山で第 4回集会が開催され、災害「前」の日常時の多様で豊か

開  催  趣  旨



4

な実践を共有し、地域歴史遺産の「減災」をはかることが議論されま

した。

　そしてこのたびの第 5回集会は、2018 年 11 月に新潟で開催する

はこびとなりました。2018 年は、4月の島根県西部地震、6月の大

阪北部地震、さらにその後、上記の地震被災地を含む各地で甚大な被

害を生じさせた7月の西日本豪雨と、立て続けに災害が発生しました。

この状況の中で、資料保全活動は複合災害・広域災害にどのように対

処するか、という問題を考えることが喫緊の課題となっています。

今回の集会ではこの課題について、2004 年の中越地震以降今日まで

資料保全活動が続けられてきた新潟で、これまでの各地での経験をふ

まえつつ、2018 年に発生した災害に直面した各ネットの具体的な経

験と実践を受けとめ、研究交流を深めることを目的としたいと考えま

す。

　ぜひ全国から多くの関係者にお集まりいただき、議論と交流を深め

ていきたいと考えています。
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新潟歴史資料救済ネットワーク（新潟資料ネット）は

2004 年 10 月 23 日におこった新潟県中越地震のあとの

11 月にできました。中越地震のレスキューにはじまり、

2007 年 7 月 16 日中越沖地震でも活動しました。中越地

震のとき長岡市山古志地域から民具や歴史資料を救済しま

したが、その取り組みはまだ続いています。民具の目録作

成作業は 2019 年度に終わるという話を聞いていますので、15年間かかっており

ます。

今年 6月に西日本を中心に豪雨災害が発生し、広域の災害となりました。広島、

岡山、愛媛では資料救済に取り組まれ、それに対する支援も行われました。今回の

交流集会は、広域災害とその取り組み・支援で企画を考え、実現をしたわけであり

ます。企画テーマの議論をした後の 9月には北海道胆振東部地震が起きました。

この地震が冬であればどうなっていたのかという思いから、複合災害という問題も

追加いたしました。

今日皆さんは新潟駅から越後線で来られ、多くの方は新潟大学前駅で降りられた

と思いますが、隣駅の内野駅のすぐそばには西川と新川という川があります。

西川は信濃川西川といい、もとは信濃川の本流のひとつでした。信濃川東川が現

在の信濃川です。西川は越後一宮の弥彦神社が掌握していて、その流域は弥彦荘と

いわれました。長岡から信濃川河口まで海にそそぐ川はなく、木簡で有名な八幡林

官衙遺跡付近を流れる島崎川は西川の上流域にあたります。西川の河口は沼垂柵に

つながります。

新川は近世にできた分水路で、西川と立体交差しています。1833 年の庄内沖地

震では津波が新川河口から入り込み、内野駅付近をはるかに越えて、西川をも越え、

海から約 2.5 km も内陸に到達しました。内野駅をすぐ降りれば災害の場所がわか

る。そういう場所近くの新潟大学に交流集会の場所を設定しましたので、明日は交

流集会が始まる 10時半までにそのあたりをみていただければと思います。

20 m ある砂丘上が新潟大学で、絶対災害にはあわないところで、一番安全な場

開 会 挨 拶

第 5 回全国史料ネット研究交流集会実行委員会委員長

矢田　俊文
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所で様々な報告や議論をしようと思いますので、2日間ご協力よろしくお願いいた

します。
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主催者の一員として開会にあたりまして一言ご挨拶を申

し上げます。

この度、皆様には第五回の全国史料ネット研究交流集会

にお集まりいただきまして、誠にありがとうございます。

まずは実行委員会を主導していただき、会場をご提供いた

だきました矢田俊文先生始め新潟大学の皆さまに厚く御礼

を申し上げます。

この研究交流集会は、今年発生した様々な災害を前提に、複合災害・広域災害に

際しての資料保全活動の在り方について展望するということを目的として企画され

ております。2018 年は皆様も実感しておられると思いますけれども、本当に災害

が多い年であったと思います。とりわけ西日本に災害が多かったように思います。

大阪北部の地震、西日本の豪雨、それから北海道での地震もございました。私たち

が災害と共に生きるしかない、そういう社会にいるということを、改めて実感した

次第であります。

そのような中で、とくに西日本豪雨の被害に際しまして、愛媛大学・広島大学・

岡山大学をはじめとする多くの大学の皆さまのご協力の下で、多くの資料が救われ

たものと承知しております。

私共人間文化研究機構でも、国立歴史民俗博物館の天野特任准教授が西日本の被

災地に入って活動するなど、お手伝いをさせていただきました。現地での様々な活

動に協力していただきました皆様に厚く敬意を表すると共に、こうした大学など研

究機関の協力、連携した活動によって多くの歴史資料が救われるということにつき

まして、私共機構としても、それを力強く支援していきたいと願っております。

人間文化研究機構は、今年 1月に東北大学・神戸大学との連携協定を結ばせて

いただきまして、「歴史文化資料保全の大学・共同利用機関ネットワーク事業」を

本格的に始動いたしました。昨年度は準備研究をして各地の状況をお伺いしたとい

うことでありますが、今年度から本格的に研究を行っております。東北大学・神戸

大学との連携も幸い順調に進んでいることと承知しております。各地の資料ネット

開 会 挨 拶

大学共同利用機関法人　人間文化研究機構理事

佐藤　　信
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の皆様とのネットワークもこれから広げまして、全国的に災害時の資料保全、それ

だけではなく災害前から地域の歴史文化の振興に広く取り組みたいと考えており 

ます。

今年度は、鹿児島大学と機構とで協定を結ばせていただき、9月末には共催で南

九州・沖縄を対象としたシンポジウム「鹿児島の歴史再発見―新しい地域文化像を

求めて」を、市民向けに開催させていただきました。この時はちょうど台風がやっ

てくるということで、会場に警報が鳴るというような、文字通り臨場感あふれる中

で、災害についての有益なシンポジウムが開かれました。鹿児島での歴史文化資料

保全の事例の報告や、宮崎や沖縄の課題を共有することができまして、お陰様で鹿

児島地域の皆様に歴史文化資料・防災の意義を知っていただけたのではないかと思

います。

鹿児島大学の学長や幹部の方々も最初から最後までずっと議論に参加いただきま

したし、大学が地域社会と連携して生きていくという方向性が見えてきたように

思っております。

また、これは大事なことだと思いますが、このシンポジウムをきっかけに鹿児島

資料ネットが正式に立ち上がったということでございます。歴史文化資料保全の

ネットワーク事業がこういう形でお手伝いできれば大変ありがたいと思っておりま

す。

今日、人文学や歴史学は、変わらず厳しい状況の下に置かれていると思っており

ます。その中で、地域の歴史や文化をふまえ、それを支え発展させていくことが、

災害の中で生きている私達が新しい社会を目指していく上で大事であり、そのため

には皆様の活動がとても貴重なものと考えおります。そしてこの活動は、資料のレ

スキューや地域の再生だけではなくて、歴史学自身の研究、あるいは教育の深化・

前進に結びつくものであろうと、私は信じております。

　人間文化研究機構では、皆様の精力的な活動をお手伝い、支援するという取り

組みを進めているところでありまして、詳しくは私共の国立歴史民俗博物館の天野

特任准教授からご紹介することになるかと思います。今後とも、それぞれの地域の

歴史文化資料の保全をめざして、調査・研究やその成果の発信・活用に向けた取り

組みに協力させていただきたいと思っております。

こうした活動をこれからさらに広めて、地域の歴史文化の理解を進め、地域を守

り発展させるうえで、今回の交流集会が大変有益な会になることを期待しておりま

す。今後ともどうぞよろしくお願い致します。
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はじめに

本日は、4つの視点から話し

たいと思います。1つ目は、歴

史学などの人文社会系の研究者

は、災害発生時に理系の研究者と同じように直ちに現場

に赴いて調査をする必要があるということ。2つ目は、

資料を丸ごと救出・保全することが重要で、個々人の専

門性を活かした取り組みはその後に考えるべきであると

いうこと。3つ目は、広域災害・複合災害への取り組み

と研究を積み重ねる必要があるということ。4つ目は、

資料ネットの取り組みとは何なのかを 18世紀前半の災

害史研究の視点から考えること、以上です。

さて、2018 年の主な災害として、1月に草津白根山

の噴火があり、大雪・豪雪があり、4月に島根県西部地

震、6月に大阪北部地震がありました。西日本を中心と

した豪雨災害が 6月にあり、広島県・岡山県をはじめ

とした広範囲の被害が発生しました。夏は猛暑があり、

そして台風 21号の被害があり、9月 6日には北海道胆

振東部地震がありました。

西日本豪雨は広域災害として近い将来発生すると予測

されている南海トラフ地震の予行演習を思わせるような

災害で、そこでの災害対応の経験の積み重ねが重要と

なってくると思われます。また、9月 6日の北海道地震

は、もしこれが降雪期の 12 月・1月の震災であれば、

雪の中での避難という問題が起こります。複合災害の問

題を考えておかないといけません。

1　現場で考える

地震と台風を例にとれば、災害史の研究対象には、地

震・台風→津波・土砂崩れ・家屋倒壊等・水害・高潮・

大風・塩害→被災者→避難・人命救助→飢人→救済（御

救米・御救金等）→供養→復興→災害記念碑があります。

少し言葉をかえれば、現代の災害でも同じ説明、同じ流

れになろうかと思います。自らの取り組み・業務・調査・

研究はどの部分を行っているのかを理解しておくことが

重要であると思います。

発災後直ちに災害現場に行った事例として、2007 年

7 月 16 日の中越沖地震があります。2016 年 4 月 14、

16 日の熊本地震、同じく 2016 年 10 月 21 日の鳥取県

中部地震は発生後しばらくしてから行きました。2016

年 12 月 22 日には新潟県糸魚川市で大規模火災があり、

その年のうちに現場に行きました。

まず、早く現場に行って何をしたのか、何を見たのか

という話をしたいと思います。中越沖地震の例をあげま

基調講演

災害史研究と複合広域災害・資料保全

新潟大学名誉教授 /元新潟歴史資料救済ネットワーク事務局長

矢田　俊文

写真 1　2007 年 7月 19日柏崎の道路　波打つ歩道
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すと、柏崎市の県道で波打つ歩道を見ました（写真 1）。

車道部分は真っ先に舗装されますが、歩道は後回しに

なっていて、被害の状況や地盤の特徴を知ることができ

ました。

近世の地震の史料に「平潰れ」という言葉がでてきま

す。「提灯潰れ」ともいい、提灯のようにぺたっと潰れ

ることをいいます。文献に文字で表現された被害を現場

で見るということが重要です。この写真（写真 2）は蔵

の平潰れを写したものです。実は現場に入った際、蔵の

平潰れとは意識しないで、非常に早く片付けられた倒壊

家屋と思いこみ、写真撮影しただけで素通りしてしまっ

たのですが、のちになって平潰れと考えたほうがいいの

ではないかと思うようになりました。蔵は火事には強い

のですが、地震には弱く、上から押しつぶされる。こう

いう状況を平潰れというのではないかと思います。

次に 2016 年 12 月 22 日の糸魚川大火では、どのよ

うな災害か見極めるという点が重要と考え、現地踏査を

しました。糸魚川駅から歩いてすぐ近くの飲食店の出火

からはじまった火事が、フェーン現象による南風の影響

で、糸魚川のいちばんの中心地が全焼してしまいました

（写真 3）。普通の火事ならば 2、3軒の類焼で終わるも

のが、町全部がやられるという状況が起こってしまいま

した。

次に鳥取県中部地震の被災地鳥取県倉吉市です。倉吉

市内を一望できる高台（市役所）からみると、2016 年

11 月 16 日にはブルーシートが掛けられた家が見受け

られました（写真 5）。おそらく瓦を漆喰で固めていな

い家屋なのではないかと思いました。倉吉市には白壁土

蔵群のある伝統的建造物群保存地区があります。報道で

は被害のあったところの映像を集中的に流すため、

2016 年 11 月 16 日の白壁土蔵群の被害は甚大ではな

いかと思いましたが、実際に現場に行ってみるとほとん

ど大丈夫であることがわかり（写真 4）、さらには伝統

的建造物群保存地区ではブルーシートは掛けられていな

写真 2　2007 年 7月 19日　柏崎の中心地「平潰れ」

写真 3　2016 年 2月 22日　糸魚川大火（12月 28日撮影） 写真 5　鳥取県中部地震（倉吉市街地）（11月 16日撮影）

写真 4　鳥取県倉吉市白壁土蔵群（2016 年 11 月 19日撮影）



14

いこともわかりました。伝統的建造物群保存地区内の旧

国立第三銀行倉吉支店（協同組合倉吉大店会）でも地震

で壁が落ちるなどの被害がありましたが、2018 年に再

び訪れたときは修復されて営業をはじめていました。

2016 年には伝統的建造物群保存地区でたまたま調査を

やっているところを見たのですが（写真 4）、ブルーシー

トは掛けられていませんでした。伝統的建造物群保存地

区の家屋の屋根は漆喰できちんと固められていて、新し

い家屋のほうが屋根の被害が大きいのではないかと思い

ました。聞き取りは一軒だけですので、正しいかどうか

わかりませんけれども。

倉吉市役所は丹下健三が設計した庁舎で、庁舎の掲示

板に 2016 年 11 月 4日付『市報くらよし』が貼ってあ

りました。「古文書などを処分する前にご一報ください」

という文章があり、「被災した建物の片づけや取り壊し

の際に所蔵する古文書や民俗資料があれば処分せず、事

前に文化財課までご連絡下さい」という記事が掲載され

ていました。地震後約 2週間でのお知らせです。

2019 年 3月には倉吉市総務部防災安全課編集による

『鳥取県中部地震震災記念誌』が発行されました（写真

6）。記念誌の文化財関係の項を探しますと、1つ目が指

定文化財、2つ目が伝統的建造物群保存地区、3つ目が

被災歴史資料の救済と保全状況という項目があります。

文化財レスキュー活動の報告が掲載されていました。震

災記録誌に歴史資料の保全が載っているというのはあま

り見たことがないのですが、これは震災記録誌の最近の

傾向ではないかと思います。

2　まるごとの史料の保全

次は「まるごとの史料の保全」です。史料を保全する

時は、蔵などの歴史資料保管庫の史料を丸ごと保全する

ことが重要であるということを申しあげたい。蔵であれ

ば、蔵の中にはさまざまなものがあります。工芸品・文

書・書籍・書画などの歴史資料が保管され、蔵の外にも

蔵の防火用具・照明器具といった付属物があります。蔵

を保全するさい、蔵における歴史資料や付属物の配置を

直ちに図化し、陶磁器・漆器・文書・書籍・軸物・屏風

など、専門ごとの作業ではなく、まるごと保全する。そ

のあとで必要があれば専門ごとの調査を行うことが重要

であると思われます。

次の例は避難所資料の場合です。避難所資料とは避難

所で掲示されたポスターや回覧物などです。これらは公

文書として保存の義務がありませんので、避難所が閉鎖

されると廃棄される対象です。そこでなんとか保存をし

たいということになるわけです。

長岡市立中央図書館文書資料室は、2004 年中越地震

と 2011 年東日本大震災の避難所資料の保全を行いまし

た。長岡市立中央図書館文書資料室と連携して作った

2011 年避難所資料の資料集があります（写真 7左）。

福島県南相馬市から長岡市へ避難されたみなさんの避難

所で保全された史料や新潟県中越地震避難所での史料の

一部を紹介しています。長岡市の危機管理防災本部から

避難所センター長に宛てた FAX 送信票は、南相馬市の

状況について添付の用紙を掲示してほしいという内容で、

避難所に掲示されたものです。また南相馬市の避難者か

らの礼状もあります。

この史料集には避難所となった体育館や避難所本部の

平面図を掲載しています（写真7右）。避難所担当となっ

た職員の方が作図したもので、どこに何を置き、どのよ

うに運営したのかかが図示されています。掲示物や物品

の保全とともに、あの時どうしたかという記憶をどこか写真 6　『鳥取県中部地震震災記録誌』　2018 年 3月発行
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で記録しておかないとならないものだと思っています。

ともかく、まるごと保全するということは自治体や博

物館等々の連携なしにはできないわけです。特に保管場

所の問題がありますので、この点はまるごと資料を保全

しないといけないからといって、個人が勝手にできるわ

けではありませんので、やはり自治体・博物館等々との

連携が必要になります。新潟県の資料保全は各機関がゆ

るやかなネットワークを形成しています。そのなかでも

新潟県立歴史博物館が中心的役割を担っています。

3　 災害史研究と広域災害・複合災害への 

取り組み

災害史研究もまるごとの資料保全と同じように、災害

全体を把握した上で、個別の課題に取り組むことが重要

です。地震・台風が起きれば、津波・土砂崩れ・家屋倒

壊等・水害・高潮・大風・塩害があり、被災者が発生し、

避難・人命救助が必要となり、飢人が出て、救済の取り

組みが行われる。最後は供養があり、復興があり、記念

碑が建てられる。全体を把握することなく、水害とか高

潮など個別の事象の研究から始めるのはどうかと思われ

ます。たとえば寛保の水害です。台風による水害である

のに、台風の問題を考えないで、水害の話だけをしても

訳がわからない。また台風ですから移動をするので、あ

る地域だけが被害を受けたわけではなく、台風が通過し

た地域に被害が発生するのです。すべての地域を研究す

べきだということではありませんが、台風であることを

意識して研究するとしないとでは大分違うのではないか

と思います。また、地震や台風といった事象を研究する

場合、計器観測以前の研究では、理系の研究者と人文系

の研究者の役割分担はないと考えるべきです。理系の研

究者の江戸時代の地震や台風の研究で私が納得できるよ

うな研究はこれまでありません。

広域災害・複合災害という問題を考えた時に、今年は

西日本豪雨によって災害が広域にわたりました。近い将

来起きると予測されている南海トラフの地震は静岡県か

ら九州まで広範囲に被害を与える可能性があるわけです

が、県ごとに、自治体ごとに解決すればいい話ではない、

その対応ではすまされないということを今年の西日本豪

雨による災害は示していると思います。また、複合災害

ですが、北海道胆振東部地震と同じような地震が雪の時

期に起これば、雪とも戦わなければいけないわけです。

過去に地震・台風により被害が広域になった災害はあり

ますし、降雪時に起こった地震もあったわけで、その時

写真 7　『震災避難所の史料　新潟県中越地震・東日本大震災』　2013 年 3月発行
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のこと、何が起き、何が必要だったか、何をしたのか等

をしっかり理解しておく必要があろうと思います。資料

保全の方法も災害ごとに異なるということも考えなけれ

ばならないでしょう。広域災害、複合災害の資料保全の

方法は既に経験は積んでいると思いますし、今年も貴重

な経験がご報告されると思いますけれども、その経験を

蓄積して研究を行う必要があろうと思います。

もうすこし具体的にみていきましょう。広域災害によ

る遠隔地の被災地の支援の経験でいうと、2011 年の東

日本大震災や 2018 年西日本豪雨などでの蓄積がありま

す。遠隔地から避難されてきた方の避難所資料の保全の

経験の蓄積では、長岡市立中央図書館文書資料室の活動

などがあげられます。それと避難民の研究と資料の掘り

起こしということでいうと、1923 年の大正関東大震災

も避難民の研究が少しずつですけれども、進んでおりま

す。まもなく大正関東大震災 100 周年を迎えますので、

もう少し精力的に取り組む必要があるのではないかと思

います。

複合災害の研究として事例を 3つあげてみたいと思

います。

1つは安政江戸地震とその翌年におきた台風です。私

は地震と台風の研究が 2つともできるのは歴史学しか

ないと思います。地震学研究者が台風の研究もやってい

るということを聞いたことがありません。台風の研究者

の方とはお付き合いがないのですが、台風の研究者が地

震の研究をやっているということも聞いたことがありま

せん。江戸時代の御用留を調べて行くと、安政江戸地震

の被害等を記録した記事のすぐ後に台風の被害記事が出

てきます。ですから地震も台風も歴史学の研究であろう

と思います。

明和津軽地震については、白石睦弥さんの研究があり

ます（「一七六六年、明和津軽地震被害の拡大要因」『地

域社会研究』2号、2009 年、「明和津軽地震と雪」『あ

おもり歴史トリビア』94 号、2014 年）。白石さんは、

年末から降り続いた雪が屋根に降り積もって、その重み

で家屋倒壊率を上昇させた。降雪時と雪がない時では倒

壊率も違うとおっしゃっておりますし、火災も起こりや

すいという話をされています。私も少し史料を探してみ

ますと、「明和三戌年正月大地震留記」という史料に地

震の記録があります。大地震が夜にあり、みなおもてに

避難した。戸板や床畳を取り出し雪の上に敷いて、その

上で寝たが、眠れなかったとあります。

降雪期の地震災害では、雪の中をどう逃げるか。雪の

時の避難所をどうするかという問題が発生します。昭和

36年長岡地震も三六豪雪といわれる大雪の年に地震が

発生しました。マグニチュードでいうと 5.2 ですから、

それほど大きな地震ではないのですが、地震発生当時の

積雪は 2メートルと豪雪で、まさに雪と地震の複合災

害でした。長岡市立中央図書館文書資料室所蔵の災害の

アルバムがあります。雪の重みでつぶれた建物とはこう

いうもので（写真 8）、雪の時には、青森県の例もそう

でしたけれども、家屋がつぶれる例が多いのではないか

と思います。

長岡市では昭和 36年 9月には第二室戸台風による洪

水が発生し、死者 2人、全壊家屋が 714 戸という被害

がありました。雪の時に地震が起こって、その年には台

風もきた。こういう事例もあります。

写真 8　『新潟県中越地震・東日本大震災と災害史研究・資料保存　長岡市災害復興文庫を中心に』　2016 年 3月発行
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おわりに ― 資料ネットのとりくみを考える ―

私も資料ネットの活動に長く関わっておりますので、

自分がやっていることが何なのかということを考えるわ

けです。18世紀前半の災害史について論文を書いたり

しておりますので、災害史研究からこのことについて考

えてみたいと思います。太宰春台が何で歴史の研究をす

るのかという話をしようと思います。

太宰春台（1680 ～1747）の年譜をみてみますと、

享保 13 年（1728）に荻生徂徠が亡くなってから『経

済録』『聖学問答』、そして『倭漢帝王年表』という有名

な著作を発表しています。思想史の方の論文を読んでい

て、太宰について納得するものは松浦玲さんのこの文章

で（「近世中期における経験的合理主義の意味について」

『歴史評論』161 号、1964 年）、「経験的な現実とそこ

に作用する客観的な法則とを承認しようとする理論傾

向」というものが太宰春台に見られる、と。これは古医

法家の動向にも見られるし、富永仲基にも見られるとい

う話であります。

太宰春台が生きた時期の災害をみてみたのですけれど

も、荻生徂徠と太宰春台は 15歳違いで、世代が少し違

います。これは災害史から見るとかなり大きいものがあ

ります。この表1が太宰春台が生きた時代の災害ですが、

太宰春台の時代は 1703 年に相模トラフの元禄地震が起

き、1707 年に宝永地震が起き、1714 年に正徳台風が

起き、1742 年に寛保台風が起こっております。元禄・

宝永地震や正徳台風がおきたころ太宰は 20歳前半です。

彼が亡くなるまで、これらの災害を知っているというこ

とです。そういう観点で著作の『経済録』を見てみます

と、じつに災害のことが多く書かれています。弟子の加

賀大聖寺藩士の大
おお

幸
さか

清
きよ

方
かた

に出した手紙にも寛保の台風と

水害の話を書いています。自ら水害の体験をしたという

ことをはっきりと書いています。太宰の著書『三王外記』

にも元禄地震のことがしっかり書かれていています。私

は元禄地震のいろいろな史料をみているのですけれども、

今のところ元禄地震の被害数は、この太宰の『三王外記』

に記された被害数がいいのではないかと思っております。

災害によって社会がかわったと思っているわけではあ

りませんし、太宰がそう考えていると思っているわけで

はありません。太宰が生きた時代は経済の大きな転換期

で、そこに災害が絡んでくるという時に、太宰は災害の

問題も一緒に考えるようになる。『経済録』では、災害

と物価の話を考えています。幕府に出した『春台上書』

では、災害と絡めて政治批判を書いています。彼は自分

の今の位置は何なのかを考えるために、歴史を考えたの

だろうと思います。そうやって『倭漢帝王年表』を作っ

たのではないかと思います。太宰にとって「経験的な現

実のひとつに災害があった」と考えます。その経験的な

表1　18世紀の主な災害　地震・台風を中心として（M＝マグニチュード、「理科年表　平成 30年」）

元禄 7年 5月 27日 1694 秋田県能代等で地震 M7.0

元禄 16年 11月 23日 1703 元禄地震 M7.9 ～ 8.2 相模トラフの地震、1923 年関東地震より大
きい、相模・武蔵・上総・安房で震度が大きい

宝永元年 4月 24日 1704 秋田県能代等で地震 M7.0

宝永 4年 10月 4日 1707 宝永地震 M8.6、東海・東南海・南海地震、    
南海トラフ周辺の地震、大坂で 2万 1千人死亡

宝永 4年 11月 23日 1707 富士山噴火

宝永 7年 8月 4日 1710 会津南山（みなみやま）
南 山地震

宝永 7年閏 8月 11日 1710 伯耆美作地震 Mほぼ 6.5

正徳元年 2月 1日 1711 伯耆美作地震 Mほぼ 6 ¼

正徳 4年 3月 15日 1714 信濃小谷地震 Mほぼ 6 ¼　北部フォッサマグナ

正徳 4年 8月 8日 1714 正徳台風 （1714 年 9月 16日）

享保 3年 7月 26日 1718 信州伊那・三河地震 M7、中央構造線

享保 10年 7月 7日 1725 高遠・諏訪で地震被害 M6.0 ～ 6.5、中央構造線

寛保 2年 7月 27日～ 8月 1日 1742 寛保台風 （1742 年 8月 27日～ 30日）
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現実を考えるために太宰春台は歴史を見ようとしたので

はないかと思います。太宰春台はいろいろな経験をして

いきますが、彼は、理論を持っているけれども、理論に

こだわる人ではなくて、現実をどう次の時代に持ってい

くかということを考える。そういう人物であったと思い

ます。私も史料レスキューをやりながら自分が何をやっ

ているかということを考える時に、現実から出発する、

現実から考えてやってきたのですけれども、そういう時

代に、18 世紀前半と同じような災害が続く時代に、お

そらく南海トラフの地震が起きますので、そういう時代

に私たちは遭遇しているのだという思いを持っています。

現在、私たちはどういう時代を生きているのかというお

話ししたことで講演を終わらせていただきます。



19

事業報告

「歴史文化資料保全の大学・共同利用機関ネットワーク事業」 
が目指すもの

国立歴史民俗博物館特任准教授

天野　真志

1.　はじめに

2018 年度より、人間文化研

究機構では、「歴史文化資料保

全の大学・共同利用機関ネット

ワーク事業」（以下「歴史文化資料保全NW」）を推進し

ております。本日は、全国の資料ネット関係者が多くお

集まりでもありますので、本事業について紹介し、今後

の展望についてお示ししたいと思います。

まず、今回この交流集会の主催にも名を連ねておりま

す人間文化研究機構について説明したいと思います。人

間文化研究機構は、2004 年に設立された人間文化研究

に関わる大学共同利用機関です。特に学問的な伝統の枠

を越えて相互補完的に結びついていくこと、そして自然

環境をも視野に入れた人間文化の総合的な学問研究の展

望を目指しております。大学共同利用機関という名前か

らもお察しがつくかもしれませんが、この機構では、大

学など研究機関との連携・協力を促進し、幅広い研究者

との共同研究を推進することを目指しております。

この機構は、6つの機関によって構成されております。

関東には東京都立川市に国文学研究資料館と国立国語研

究所、千葉県佐倉市に国立歴史民俗博物館があります。

また関西には京都に国際日本文化研究センター、総合地

球環境学研究所、大阪の国立民族学博物館があります。

人間文化研究機構では、幅広く人間文化に関わる研究

活動を、共同研究を軸に進めていますが、その一つとして、

これから紹介する「歴史文化資料保全NW」があります。

この事業は、国立歴史民俗博物館を主導機関として、地

域社会の歴史文化継承を目的とした歴史文化資料の調査、

保存、活用を目指しております。もっとも、機構単独で

何かができるというわけでなく、全国の大学などとの連

携を進めるなかで取り組むべき課題でもあります。

その意味で本事業では、大学と地域社会の関係という

ことを重視しており、その中で各地の資料ネットの活動

と連携・協力していくことで、やがては新しい地域の歴

史文化像というものの創成を目指すものになっておりま

す。

2.　地域の歴史文化と大学の役割

ここでは、当事業の背景について紹介します。この事

業では、人間文化研究機構とともに、神戸大学、東北大

学が中心拠点として位置づけられております。この 3

拠点を軸として全国各地の大学などと連携を強化してい

くことが、この事業の主眼になっております。

この取り組みにおいて重要な存在として注目されるの

が、全国各地の資料ネット活動です。この研究集会であ

らためて申すまでもないことですが、1995年の阪神・

淡路大震災を端緒として、現在にいたるまで全国各地で

資料ネット活動が展開しております。この資料ネット活

動ですが、一つの傾向として、歴史研究者を中心とした

ボランティア活動という共通性が見いだせるかと思いま

す。ただし、必ずしも研究者に限定せず、行政担当者や

市民などとも協働し、立場や分野を超えたネットワーク

を形成していることは、資料ネット活動の重要な特徴です。

また、全国の資料ネットは、必ずしも統一的な意思を

形成しているわけでなく、それぞれの団体が地域の状況

に応じて独自の活動形態を深化させています。その一方

で、1995 年の神戸を起点として、2018 年 11 月現在で、
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これまでに 25の資料ネットが設立されてきましが、そ

のうち 17団体が国立大学を拠点として位置づけている

ことが分かります。これは資料ネットという活動のもう

一つの特徴かと思います。

これらの特徴を踏まえて考えてみますと、各地域にお

ける大学の役割というものは、今後の地域歴史文化継承

において重要な意味を持つものになるということに注目

し、人間文化研究機構では、大学共同利用機関として、

地域の歴史文化資料保全を展開する大学に対する連携・

協力のあり方を考えております。特に、資料ネット活動

での重要な取り組みとして、災害対策があります。ご承

知のとおり、1995 年には神戸大学を拠点として歴史資

料ネットワークが立ち上がり、その後各地で災害が発生

するたびに、資料ネット設立に向けて支援活動を展開し

ていきました。また、2011 年に発生した東日本大震災

以降、資料ネット活動が全国的な運動として広がりをみ

せるなか、津波によって資料が甚大な被害を受けてしま

いました。その過程で、資料を救い出すだけでなく、物

理的な保存・継承のあり方についても活動における大き

な課題として直面しました。とりわけ、地域そのものが

消滅の危機を迎えるなかで、モノを取り巻く様々な連携

も模索され、歴史や民俗、考古や保存科学など、分野を

横断した学際的な議論が真剣に求められました。

また、専門的な連携だけでなく、これまで各地の資料

ネットが重視してきた地域との関わりについても、災害

ボランティアとしての側面も注目されるようになり、よ

り積極的な市民活動の展開がみられてきました。

本事業で当機構だけでなく、神戸・東北両大学も中核

拠点として位置づけ、3つの拠点による事業展開を目指

す目的は、まさにこうした特徴を念頭に置き、ネットワー

ク構築と資料保存研究を中心的に担ってきたこれまでの

知見を踏まえた事業として広げていく目的でもあります。

2018 年、今年の 1月に東北大学、神戸大学、人間文

化研究機構で基本協定を締結し、3拠点を軸とした事業

の推進について確認いたしました。もっとも 3拠点だ

けで活動を推進するわけではありません。この 3拠点

を中心としつつも、全国の大学や資料ネット等の活動を

推進する団体などと密に連携を進めていき、全国的な資

図1　ネットワーク事業のイメージ
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料保全のネットワークを形成していくことを目指してい

きます。

3.　 歴史文化資料の保存・継承に向けた 

ネットワーク構築

次に、当事業の具体的な取り組みについていくつか紹

介していきます。この事業では大きく分けて 5つの柱

に基づいて展開しています。

まず一つ目が、資料保存研究です。ここまで、特に定

義をしないまま「歴史文化資料」という言葉を使用して

きました。歴史文化資料が具体的にどのようなモノを指

しているのか、明確な範囲を示すのは難しいのですが、

さしあたりは、時代や種類を問わず、地域社会の成り立

ち・経過を象徴するもの、としておきたいと思います。

これでもかなり幅の広い定義になりますが、現在各地で

展開している取り組みを見ておりますと、実に多様なモ

ノを残し伝える活動が広がっているようにうかがえます。

かつては必ずしも歴史研究の対象とされてこなかったモ

ノが、災害対応などの過程で様々なストーリーが付与さ

れ、いわゆる文化財という範疇を超えた歴史的・文化的

価値が見いだされ、保存に向けた活動が広がっているよ

うに思います。資料ネットに代表される現地での活動を

通して、地域の状況に応じた歴史や文化にまつわる価値

観が多様化しており、それに連動して地域歴史文化を物

語る資料の範疇もどんどん増大していく現象が起こって

いるのではないかと思っています。

こうした現象に対応するために、ネットワーク事業と

しては、資料保全研究を進めるにあたり、何を保存する

のかという課題を考えていく必要があります。その上で、

具体的にどのような形で保存し、継承・研究していくの

かを考えて行くことが求められ、そのためには、先ほど

矢田先生がお話されたような分野を超えた領域を目指し

ていかなければならないと思います。そのための人材育

成についてもこうした取り組みを通して目指さなければ

なりません。現在各地の資料ネット活動にご協力させて

いただき、そこでの特徴的な取り組みに学ぶとともに、

現場で課題となっている点を検証し、資料保存の進展に

向けた検討を進めていきます。

次に、データの記録化です。現在歴博では、「総合資

料学」という事業を進めており、その一環で各地のデー

タベースを連携させていくシステムを構築しております。

Khirin と名付けたこのデータベースと連携し、ネット

ワーク事業では、データを活用した資料情報の把握や

データのバックアップ体制の強化を進めていきます。多

様な情報を地域の研究を促進するためには、データをど

うやって効率的に使っていくことができるかが問われま

す。災害対策に加え、地域研究に際してもこうしたデー

タベースを活用することはこの事業の課題になると思い

ます。多くの資料のデータをここに入れるだけでは意味

はなくて、それをどうやって活用するのか。とりあえず

様々な地元の大学や行政の方々、様々なところとのコ

ミュニケーションの中でこういったところを検討してい

きたいと思っております。

こうした研究活動を地域の方々に発信しつつ、価値観

を共有するための取り組みも重要になってきます。ネッ

トワーク事業の中核的な目的は、地域資料保存における

大学の役割を捉え直し、大学機能の強化をはかるところ

図2　ネットワーク事業の目的
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にあります。そういう意味では、この活動を通して、全

国的な連携体制を強化し、調査現場での活動をうまく大

学の教育にフィードバックしていくこともこれから検討

していきたいと考えております。

最後に、一連の目的を踏まえたネットワーク構築の展

望について触れておきます。この事業の狙いは、全国の

資料ネット活動をネットワーク化していくことにありま

す。そのネットワークには、大きく分けて 2つのネッ

トワークというものがあると思っております。1つは国

立歴史民俗博物館を主導機関とした全国的なネットワー

クで、必ずしも災害対策に特化せず、地域の歴史文化継

承を想定した全国的な連携関係を目指しています。大学

の研究活動において課題となっているような部分を共有

し、この事業で連携するなかで強化していこうという構

想です。具体的な事例として、2018 年に人間文化研究

機構は鹿児島大学と包括協定を締結いたしました。これ

を記念して 9月に鹿児島大学との連携にむけた課題の

共有や課題可能性を検討するためにシンポジウムを開催

いたしました。

もう 1つは地域独自のネットワークです。これは東

北大学、神戸大学の役割が重要な意味を持っております。

ある一定の地域で課題となるような事物に対して、さら

に局地的な災害などに対して地域間で連携体制を構築す

ることで、臨機の対応を目指します。

その 1つの取り組みとして、2018 年 9月に歴史文化

資料保全西日本大学協議会を神戸大体大学院人文学研究

科と人間文化研究機構の主催にて開催いたしました。こ

れは西日本を中心とした大学の連携、そして相互支援体

制を目指した協議会になります。これは将来的には例え

ば南海トラフを想定し、大学を始めとした地域間連携の

可能性を協議しました。

大学間連携のあり方をどのように考えていくかを検討

するために、12月 9日に歴史文化大学フォーラムの開

催を予定しています。分野を超えた地域文化の継承と創

成に向けた取り組みをこれから進めていきたいというふ

うに考えております。

4.　おわりに

ネットワークという言葉が最近よく使われております。

何を対象としてどのような人や組織とつながって、何を

するのか。ネットワークの構築にはいろいろな形のアイ

デアがあると思います。こうした連携の姿を認識しても

らうためには、ネットワークをどうやって可視化するこ

とができるかということが一つの課題にはなると思いま

す。

ネットワーク事業では、大学との連携、ネットワーク

を可視化するために、協定を結ぶというスタイルと考え

ております。今年の 9月には、福島大学と歴博との間

で包括協定を締結させていただきました。大学と連携を

進めていくことで、いわゆる研究活動を強くバックアッ

プする、いわゆる共同研究の取り組みや、データ連携に

よって諸情報を共有していく試みなど、さらにそれらの

活用に向けた全く新しい研究を進めていくといった取り

組みをすすめていきたいと思っております。

もちろん、大学以外との連携・協力も考えております。

例えば歴史民俗系博物館の協議体である全国歴史民俗系

博物館協議会と協力して各地の歴史民俗系博物館との関

係を重視していきますし、先行してネットワーク事業を

すすめております国立文化財機構の文化遺産防災ネット

ワーク推進会議とも情報交換、連携を進めていくことが

重要になるであろうと思っております。我々としては、

地域の歴史文化の調査・研究・保存における大学の役割

を軸としてネットワークを構築し、一連の活動と密に連

関している全国の資料ネットにへの支援、協力というも

のを進めていきたいというふうに考えております。

図3　西日本協議会の様子
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はじめに　―災害発生から救出活動開始まで

本報告では、7月に発生した西日本豪雨における愛媛

資料ネットの活動に報告いたします。愛媛資料ネットは、

2001 年 3月に発生した芸予地震を契機に、地元の伊予

史談会と愛媛大学を中心に設立されました。芸予地震で

は今治市や松山市を中心に活動し、2004 年の台風でも

新居浜市の資料を救出してきました。

2018 年 7月に猛威を振るった西日本豪雨は、全国各

地で観測史上最大の降水量を記録し、甚大な被害をもた

らしました。愛媛県では 7月 6 ～8 日に河川氾濫・土

砂崩れが起き、被害は県内多数の地域に及びました。全

壊家屋は 600 棟を超え、27 名もの命が奪われました。

特に、南予と呼ばれる愛媛県南部の大洲市、宇和島市、

西予市における河川の氾濫の被害は大きく、多くの歴史

資料が被災しました。

この災害に対して愛媛県では、発生直後から愛媛資料

ネットの呼びかけにより、南予地域を中心とした資料救

出活動が開始されています。本報告では、主に大洲市に

ある神社の資料救出活動や宇和島市の立間公民館での救

出活動について、私の体験を交えて紹介します。

1.　大洲市内の資料保全

まず、大洲市の資料救出について紹介します。被災直

後、大洲市内の旧家から救助の依頼があり、古文書や書

籍を救出しました。救出した資料には、大洲藩の総鎮守

である大洲八幡神社に隣接する古学堂という私塾の書

画・典籍類があります。その私塾はシーボルトの弟子の

三瀬諸渕や函館五稜郭の設計者武田斐三郎などを輩出し

ました。幸いにも神社の古文書・古記録類は、今回の豪

雨がある前に大洲市博物館と愛媛大学の合同調査のため

運び出されており無事でした。一方で書籍や書画が、あ

ふれ出した肱川の水に浸かったため、資料はすぐに運び

出され、愛媛県歴史文化博物館で乾燥・殺菌作業が行わ

れました。資料の救出は県内では比較的早い時期に行わ

れましたが、それでも泥水に浸かった資料からは強烈な

においがしたことを覚えています。

2.　宇和島市吉田町の旧立間村文書の救出

次に、宇和島市吉田町での旧立間村文書の救出です。

この立間村は愛媛ミカン発祥の地として有名です。立間

村は江戸時代から昭和 30年まで合併しなかった珍しい

村で、江戸時代から昭和期に至る約 4,000 件の文書が

残っています。立間公民館はもともと村役場であった施

設で、敷地内に役場文書が保管されていました。ここに

立間川の水が流れ込み、役場文書も泥水に浸かるという

被害に遭います。公民館は愛媛の南部地域にありますが、

救出した資料は現在松山にある愛媛大学においてその大

半が冷凍されております。公民館にて被災した資料は、

協力いただけた佐多岬半島にある漁協に運び込まれて、

その後愛媛大学に運ばれました。

救出に向かった当時の吉田町では、土砂災害により町

の中に泥水が流れ込んでおり、道路や家が埋まっている

状態でした。住民の方々は家の中の泥をさらいながら使

えなくなった家財などを片付けている様子も見られまし

た。公民館に着くと、現地はまだ水道や電気も止まった

ままでした。周辺はがれきの山で公民館の中でも泥水が

報告 1

西日本豪雨と愛媛資料ネットの取組 

愛媛資料ネット

鈴木あかり
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流れたままでした。公民館の外側の壁を見ると、

181 cm あたりまで泥水がきていたことがわかります。

図 1は 1階の倉庫に保管されていた文書の被害後の様

子です。館内に入ってきた川の水に棚が倒されて文書の

大半は泥水につかった状態でした。

図 2は、実際の作業の様子です。泥の付着した資料

を給水車にわけていただいた水で洗い、それを箱詰めし

ている作業です。この立間公民館の作業では、県内の博

物館関係者をはじめとする学芸員や教員、学生などの資

料ネットメンバーや県外の専門家、高校生を含む地元の

ボランティア、60 名以上が集まりました。クーラーも

ない中での作業でしたが、多くの方々の参加のおかげで

予定通りの日程で箱詰めが完了しました。

豪雨があった 7月は気温も湿度も時期であり、この

ままでは水損資料の腐敗が進む心配がありました。その

ため、これらの資料を早急に乾燥・殺菌させ、組み立て

する作業が行われます。しかし、資料は新しい段ボール

に詰め替えた時点で、100 箱以上もあり、それらを全

て一気に乾燥させることは不可能でした。

そこで、この資料を早急に冷凍させ、現状維持させる

ことを決めます。愛媛資料ネットメンバーの紹介で伊方

町の三崎漁協から支援の申し出があり、漁協の冷凍庫へ

の緊急避難が可能となったのです。

緊急避難先となった三崎漁協では、普段から使用して

いる魚の冷凍庫の一角を空けてくださいました。図 3

の通り、被災地から遠くにありましたが、この漁協の支

援があったからこそ、被災直後の避難が可能になったと

言えます。

その後、愛媛大学の沿岸環境科学研究センターが生物

研究用冷凍室（es-BANK）を提供してくれることになり、

文書を箱ごと移送しました。es-BANK は、世界の海洋

生物の研究試料を保管している施設で、3階建てのビル

のうち 1、2階が全てマイナス 25 度の冷凍室となって

います（図 4）。冷凍室の中は、博物館の収蔵庫のよう

になっていて、生物試料が入った黄色いコンテナの隣に

立間村文書の段ボール箱を収納しました。

三崎の漁協から es-BANK へ文書を運ぶ際に行った段

ボール入れ替えの作業を、愛媛大学で行ったときにも、

愛媛資料ネットのメンバーだけでなく、高校生を含むボ

ランティアの方々や全国各地の専門家の方々の協力をい

ただきました。

文書は冷凍させることが目的ではないので、移送させ

た翌週から段ボールを数箱ずつ冷凍庫から搬出し、順次

乾燥・消毒作業を始めています。まず冷凍室から出すと、

泥を水で洗い流した文書は水分が凍って氷の塊のような

状態です。これを研究室にて自然解凍、乾燥させ、中が

開けられるようになると新聞紙をページにはさんでいく

作業を進めています。

資料のほとんどが解凍させるときれいなままの状態で

でてきます。これは公民館での救出作業を被災した 1

週目のうちにできたこと、さらに資料を避難させるため

冷凍室 es-BANK を大学が提供してくれたことが大きな

要因です。

この作業は教員や学生を中心として愛媛大学日本史研

究室の部屋で現在も継続中です。

これらの作業に大勢の学生が手伝うことで資料を救う

図1　旧立間村文書の被災状況 図 2　立間公民館での救出風景
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経験だけでなく、地域にどのような資料が残っているの

かを知ることができています。毎週水・木曜日を作業日

とし、多くのボランティアの方々にも参加にしていただ

いています。

この立間村役場文書は、現時点で冷凍した 106 箱中、

30 箱の文書の乾燥作業が完了しております。乾燥後は

目録をとってどのような文書が残っているのかを把握し、

脱酸素剤や防虫剤を入れた袋に詰め、それを箱にいれ無

菌の状態で現地にお返ししています。

文書の中には戦前におきた今回と同じような水害の記

録やみかんをはじめとする村の産業の変遷についてなど、

地域の貴重な記録が多数残っています。今回の豪雨によ

り愛媛のみかん産業を支えてきた立間地区のみかん畑が

大打撃を受け、復興には数十年かかると言われています。

文書を救うことで地域の歴史を守り、後世に伝え、地域

の復興に役立てたいと思っております。

他にも県内各所でさまざまな活動が行われました。大

洲市の博物館は学芸員と市民ボランティアによって、博

物館に持ち込まれた古文書やレコード等の洗浄作業が行

いました。

西予市では、小学校に保管されていた約 3,000 点の

公文書が水損しました。これは個人情報保護のため救出

が遅れましたが、全国資料保存利用機関連絡協議会の主

導で救出が開始されました。また宇和島市内において吉

田藩主伊達氏の菩提寺である大乗寺が床上浸水に見舞わ

れます。当時の文書や衣類が愛媛資料ネットの依頼によ

り、こうちミュージアムネットワークの方々によって救

われました。私も作業に参加しましたが、資料の大半は

高知大学に運ばれ、そこで資料の乾燥、修復作業が行わ

れました。行政公文書や大乗寺のように今回の豪雨は被

害が広すぎたため、当資料ネットの手が及ばなかった資

料もありました。しかしこのような県外からの協力が、

資料を一つでも多く救うことに差がでたと思います。

県外からの協力でもう一つご紹介したいのは、愛媛県

八幡市の教育委員会が市民の要望に応え、愛媛資料ネッ

トと協力して行った水損写真のレスキュー講習会です。

この講習会は宮崎歴史資料ネットワークの方に講師を務

めていただきました。県内で多くの民家が被災したこと

により、写真やアルバムが被災しましたが、それらを丁

寧に救う方法をあることを知ってもらうきっかけとなり

ました。被災から間もなく行われたこの講習会には、一

般の方々も多く参加しており、皆さん熱心に受講してい

る姿が印象的でした。

おわりに

西日本豪雨による救出活動は、これまで行ってきた愛

媛資料ネットの活動と大きく違う点は、3つあげられま

す。

まず 1つ目としては、被災した資料が救出に急を要

する水損資料であったことです。そのため資料の腐敗を

食い止めるために、冷凍パックや大量の段ボール、新聞

紙などの資材や冷凍室などの特殊な施設が必要となった

ことは、今後の支援を考える点で重要になります。

2つ目は、県内の博物館の方々が公的な仕事として資

図3　愛媛県の資料救出状況 図 4　愛媛大学 es-BANK
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料ネットの活動に参加できたことです。これまでの資料

ネットの活動では学芸員の皆さんは、歴史学会員として

参加していました。しかし今回の活動では学芸員さんた

ちは、公務として参加が可能になったため、館の施設や

公用車を借りることができました。

3つ目は国の機関や全国の博物館から人的な支援が

あったこと、そして物資が届いたことです。今回の災害

は県内全域で起こったため、活動が広域になりました。

資料ネットだけでは手が届かず、物資も不足していたた

め、このような支援は大変助かりました。

以上のように水損資料の対応を経験したことや、活動

に公的な支援が受けられたことは資料ネット活動の進展

と言えるのではないでしょうか。

最後に今回の豪雨に際して、皆様から多大なご支援を

賜りましたことをこの場を借りて、愛媛資料ネットから

厚く御礼申し上げます。ありがとうございました。
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報告 2

広域災害への対処をめぐって 
―西日本豪雨被災資料、救出・保全の現場から―
岡山史料ネット

上村　和史

1.　西日本豪雨と岡山史料ネット

2018 年 7月の西日本豪雨は、広く報道された倉敷市

真備町以外にも、岡山市、高梁市、総社市さらには矢掛

町などにも甚大な被害をもたらしました。したがって、

西日本各地で被害があったという点のみならず、岡山県

内の広範囲で被害があったという点からも広域災害だっ

たといえます。

岡山史料ネットとして西日本豪雨後、最初に行ったの

はツイッターによる情報発信でした。7月 6日の深夜か

ら県内各地の川が決壊するなどして浸水被害が発生し、

被害が徐々に明らかになった 7日の午後にツイッター

のアカウントを開設しました。

次に、関係者による打ち合わせを開催しました。岡山

史料ネットは 2005 年に結成された予防ネットです。こ

れまで年 1回程度、全国各地での活動報告を聞いたり、

ワークショップを開催したりしていました。打ち合わせ

は、これまでの活動に携わった人々を中心に行いました。

短い時には週 1回ペースで、今は落ち着いてきたので

月 1回ペースで集まっています。そこでは情報共有や

今後の対応についての相談をしました。

ただ、民間所在資料に関する情報が集まらないという

課題もありました。そのため、被災約 1週間後の 7月

14 日には、資料保全を呼びかけるチラシを置いてもら

うため、被災家屋の片づけボランティアの活動拠点と

なっているボランティアセンターへ向かいました。まず

向かったのが岡山市ボランティアセンターです。その日

の朝刊に被災資料の保全を呼びかける記事が載っていた

こともあって好意的にチラシを置いてもらうことができ

ました。

次に向かった倉敷市ボランティアセンターは壮絶な現

場でした。チラシを置く許可をもらおうと責任者を待っ

ている間、ボランティアセンターの設置されている体育

館に居たのですが、立っているだけでもじわじわと汗

が出るような環境でした。この日の最高気温は 36度で、

到着した 14 時から 15 時頃には片付け作業を終えたボ

ランティアがそこに戻ってきていました。ボランティア

の方々の様子をみると腰のあたりまで泥を付けて、さら

には顔を真っ赤にして、熱中症が疑われるような方も少

なくありません。まさに命がけで片付けが行われていた

ことが窺われました。そのような状況の中、一体私達は

どれほどの活動をできるだろうかと深く考えさせられま

した。

被災後 2週間頃から少しずつ巡回調査をしました。

これまで、自治体史などをもとに民間資料所在目録を作

成してきましたが、古いデータもあり、各教育委員会や

岡山県立記録資料館（記録資料館）の協力を得てデータ

を更新しました。ただ、実際に現地に行ってみると、す

でに廃棄されていた資料群も少なくありません。図 1

の場所にはある藩の家老文書がありましたが、どうやら

図1 : 土砂崩れの発生箇所
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廃棄されてしまったようです。

それでも、被災後 2週間頃から徐々に依頼が入るよ

うになり、7月 21 日に最初のレスキューを倉敷市真備

町の真備歴史民俗資料館（真備歴民）で行いました。水

損資料はかなり水分を含んだものも多く、特にカビ・腐

敗・においが気になりました（図 2）。

これ以外にも豪雨後、岡山史料ネットとしてレス

キューしたものは合計 6件、約 1,000 点になります。

そのほとんどは冷凍保管し、10月中旬から事務局のあ

る岡山大学を拠点に洗浄、乾燥作業を行っています。

他にも様々な組織によってレスキューが行われました。

例えば真備歴俗の隣にある真備図書館の公文書約 100

点は記録資料館によってレスキューされました。同館に

持ち帰られた水損公文書は、館職員やボランティアを中

心に乾燥処置が施されました。

浸水被害があった倉敷市真備支所の公文書は倉敷市

歴史資料整備室を中心にレスキューされました。レス

キューされた公文書の中には、岡山県文化財等救済ネッ

トワーク（県ネット、後述）の調整によって、県内の冷

凍会社に搬入されたものもあり、今後真空凍結乾燥が行

われる予定となっています。

また、絵画の修復を専門とする YeY という工房が、

個人から依頼を受けた写真やノート、子供の絵、さらに

は母子手帳といった、所蔵者にとっての大切なものを修

復しています。この活動は 9月下旬から岡山県立美術

館（県立美術館）において、館職員やボランティアの協

力のもとに行われ、10月下旬からは岡山市のノートル

ダム清心女子大学に場所を移し、大学の教職員や学生を

中心に行われています。

2.　活動の特徴

次に活動の特徴について述べます。1つ目は様々な機

関との連携です。以前から記録資料館と深い関係にあっ

たことは、今回大きな意味を持ちました。例えば、真備

歴民でレスキューした水損資料は、記録資料館の冷凍庫

を使わせていただき、状態悪化を防ぐことができました。

また同館が得た行政資料の被災情報もスムーズに共有す

ることができました。

県立美術館にも協力いただきました。岡山県では

2014 年に県ネットという組織ができていました（図 3）。

この組織は県文化財課を中心に、県博物館協議会（岡博

協）、県内各自治体の教育委員会、県内の各大学などに

よって構成される組織です。県立美術館には岡博協の事

務局が置かれていたこともあり、同館の学芸員には岡山

史料ネットの打ち合わせに毎回ご参加いただき、その議

事録を岡博協加盟館に送付していただきました。その結

果、県内博物館との情報共有をスムーズに行うことがで

きました。

県文化財課との連携も上手くいきました。例えば、公

務として参加した県文化財課職員と一緒にレスキューを

行い、レスキューした資料を県施設の冷凍庫で保管した

こともありました。以上のことから、県ネットの存在は

行政が動く根拠になったと評価できます。

2つ目は、ツイッターでの情報発信です。ツイッター

を通じて情報を拡散することができました。7月 8日の

最初の投稿は 30万人以上に閲覧されました。閲覧者は

必ずしも歴史に興味がある方ばかりではないようで、私

たちの活動が被災地支援の一環として理解されているこ

とが窺えます。そのため、私達の活動を発信することは

きっと未来の史料ネット活動にも意味があるだろうと考

え、活動の内容や意義を知ってもらえるような投稿をす

るようにもなりました。

3つ目は、ボランティアとの連携です。現在岡山大学

に保管されているM家文書は、浸水被害を受けた家屋

の片づけボランティアによってレスキューされたもので

す。レスキューした方によると、岡山市内での作業中、図2 : レスキューした水損資料
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古い手紙や日記を見つけ、どこかで見聞きしたことのあ

る岡山史料ネットの存在を思い出し、所蔵者の方と相談

の上連絡したとのことです。岡山大学に持ってきていた

だき、確認してみたところ、明治から戦前にかけての醸

造関係の資料や、日露戦争の戦地から送られてきた手

紙も含まれる資料群でした。今回、被災家屋の片づけ作

業は大変な猛暑の中行われました。大切なものですら分

別する余裕はなく、残しておきたい写真も破棄したとい

う声も耳にしました。このような状況で史料ネットがす

ぐに現地に入って活動できる余地はほとんどありません。

ただし、その間に歴史資料も廃棄されてしまいます。そ

のため、すぐに現地入りできる片付けボランティアとの

連携は今後も大きな意味を持ちます。

3.　さらなる災害に備えて

最後に、さらなる災害に備えて必要なことを考えます。

1つ目は、片付けボランティアとの連携です。片付け作

業による歴史資料の誤廃棄を防ぐには、いかに早く情報

を得るかということが大切です。資料所蔵者の方とすぐ

につながることができなくても、片付けボランティアの

方を通じてならつながりを持てる可能性が一気に高まり

ます。そのツールとしてツイッターの活用が効果的です。

さらにボランティアを取りまとめる社会福祉協議会との

つながりも大きな意味を持ちます。岡山史料ネットは災

害支援ネットワーク岡山という組織に参画しました。こ

の組織は、西日本豪雨の被災地支援をする行政・ボラン

ティア・NPO が連携し、迅速・適切な対応あたるため

の官と民による組織で、情報共有・役割分担にあたるこ

とで迅速、効率的な活動を目指すものです。今後もボラ

ンティアのネットワークに上手く入っていくことは大き

な意味を持つと考えます。

2つ目は行政との情報交換です。今回行政との情報交

換がうまくいけば廃棄を防げた資料群もありました。広

域災害時には、どこにどのような被害があったかという

ことを把握することすら困難です。しかし、地元の自治

体の職員であれば「あそこの古文書が被災しているので

は」と勘が働くこともあるでしょう。ただ、行政関係者

は直ちには動けません。そのため、早い段階で相談して

もらえるような人間関係を築いていくことも大切です。

また今回、県ネットの存在が公的な資料保全活動の根

拠となりましたが、これまであまり関わりのなかった自

治体関係者との情報交換・共有は上手くいきませんでし

た。さらに自治体間での情報共有が上手くいけば、廃棄

図3 : 県ネットと岡山史料ネットの関係
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を防げた資料群もありました。したがって、まずは自治

体間で情報を共有して、それを自治体と史料ネットとの

情報共有につなげるために、県ネットの存在を活かせな

いだろうか考えているところです。

そして 3つ目は個人のネットワークの維持拡大です。

行政が動けるようになる前から様々な情報を得ることが

できるような、行政に依存しない個人間のネットワーク

を平時から拡大していきたいと考えます。例えば今回、

考古・美術・自然地理の専門家の方からの情報が実際の

レスキューにつながりました。様々なネットワークの開

拓は今後さらに必要となってきます。そして郷土史家と

の連携も課題です。今回、所蔵する蔵いっぱいの資料が

廃棄されたということもありました。いざという時に相

談してもらえるような関係を築いていくことも課題と

なっています。

最後に中長期的な取り組みについて指摘しておきます。

これまでの史料ネット活動に関わってきた人や文化財行

政に関わってきた人だけで、広域災害に対処するのは不

可能ということを改めて認識しました。そのため、平常

時に一人でも多くの市民に歴史資料の価値について知っ

てもらい、災害時に歴史資料が廃棄されそうになってい

るのを見て、「これはまずい」と思ってもらえるような

人を増やすことが大切です。

岡山県内でも様々な取り組みが行われています。第 4

回研究交流集会でも報告がありましたが、県東部の和気

町では大國家文書という資料群の調査報告会が毎年旧大

國家住宅で行われています。報告会は実際に文書を提示

してそこから何がわかるのかということを丁寧に読み解

くような、地域の方々のニーズに応えるような報告会と

なっています。このような地道な活動をしていくことが

やはり重要だと再認識しています。
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1.　被災文書レスキューの概要

私のほうからは、広島県における「平成 30年 7月豪

雨」被災文書の保全活動について、県立文書館の活動を

中心に報告させていただきます。

まず、広島県における豪雨被災後の対処状況について

説明します。7月 6 日（金）から 7日（土）にかけて

豪雨被害が発生しました。私が勤めております広島県立

文書館の界隈では、広島市から屋外放送が流れまして、

数十年に一度の豪雨が来るということで、放送を聞いて

「今日は早めに帰ろう」と思っていたら、もう周辺の道

路が水浸しになりつつあったという状況でした。

実際の保全活動としましては、週が明けて 7月 9日

（月）に、県立文書館のほうで県内の史料所在調査をお

願いしている文書調査員 12名の方に連絡いたしまして、

周辺の被災状況、被災した可能性のある文書の調査を依

頼しました。

また、県立文書館は、広島大学文書館との間で「災害

等の発生に伴う史・資料保護に関する相互協力協定」を

締結しております。この協定に基づきまして、被災状況

の確認と今後の対処について連携の確認をしました。こ

の日は、国立公文書館からも被災文書支援の案内をいた

だいております。

また、当館が事務局を務めている広文協（広島県市町

公文書等保存活用連絡協議会）という組織があり、広島

県内の市町の公文書等を保存・活用するための連絡協議

会を運営しております。この協議会の会員あてに、10

日（火）に文書を発出し、文書等の被災に関する情報提

供を求めました。この日は、国立文化財機構文化財防災

ネットワークからも県教委文化財課のほうにレスキュー

協力の申し出をいただき、当館にも連絡が届きました。

また、当時は学校の被災がかなりニュースで報じられ

ておりまして、学校で被災した行政文書に係る処理につ

いて、県教委文化財課のほうから小中高の所管課を通じ

て各学校へ通知を行いました。

県立文書館として取り組んだレスキューについて、い

くつか紹介いたします。まず、安芸郡海田町教育委員会

からの連絡を受けてレスキューを行いました。これが、

私たちが行った最初のレスキューです。この写真（写真

①）を見ると、土砂が崩れて参道へ流れ込み、神社が被

災しております。本殿の屋根が少し見えておりますが、

本殿は助かったものの、境内の被害が深刻で、土砂で被

災して泥だらけになっていた文書を、とにかく出して乾

かすという作業を行いました。ちなみに、この神社は、

大正 12 年にも同じように土砂災害で被災しましたが、

当時は参道の正面に本殿が置かれていました。そして本

殿が流されたため、昭和戦前期に再建する時、本殿を脇

にずらして再建したそうです。今回は同じ所を土砂が流

れたので、本殿は助かったという話を後で知りました。

報告 3

広島県における「平成 30 年 7 月豪雨」 
被災文書の保全活動
広島県立文書館

西向　宏介

写真 ①　海田町の神社被災状況
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次に、福山市内の神社文書をレスキューしました。こ

ちらは、福山市内にある県立歴史博物館からの連絡を受

けてレスキューに行きました。この神社には、博物館が

展示資料を貸していたそうで、その資料を回収しに行っ

たら神社の文書が大量に被災していたということで、レ

スキューの要請が来ました。

個人宅の文書では、広島市安芸区瀬野に所在する旧家

で、古くから酒屋をされていたお宅が被災しました。こ

こは JR 山陽本線瀬野駅のすぐ近くですが、瀬野川とい

う川が流れており、その川が氾濫しました。このお宅は

1階部分が浸水したのですが、ここに古文書があるとい

うことを、当館の古文書解読同好会に所属していた方か

ら情報提供していただき、レスキューに行きました。こ

のお宅は、当館の史料所在情報では把握していなかった

家で、今回の被災で初めて判明した文書群です。

また、公文書では、広島市立深川小学校の文書が被災

しました。ここも三篠川という川があり、そこから分か

れて細い水路のような川が小学校のすぐ横を流れている

のですが、その川が氾濫して小学校が浸水しました。こ

の小学校の文書については、市の公文書ということで、

広島市公文書館からの情報を得て、当館職員と広島市公

文書館の職員が引き取りに行きました。このほか、三原

市の大草公民館などでも被災文書の救済を行いました。

先程申しましたが、県立文書館では、大学文書館と相

互協力協定を結んでおります。これは 2011 年 9 月に

締結したものですが、2011 年 3月の東日本大震災の発

生を受けて、広島県でも何らかの枠組みを作らなければ

いけないということで締結したものです。そこでは、必

要な人員の派遣や資材・物資の提供、一時的な資料の保

管・受け入れ、技術支援といったことについて、それぞ

れ可能な範囲で相互協力を行うことを確認しています。

深川小学校の文書（フラットファイル中心に 1,200 冊

余り）につきましては、この協定に基づいて、全て広島

大学へ搬入し、大学のほうで乾燥作業を行いました。

県立文書館が行った被災文書の保全作業そのものは、

恐らく各県で取り組まれていることと同様かと思います。

基本的には、吸水紙を挟み、縦置きして送風乾燥という

作業になります。可能な範囲で固着した頁を開き、新聞

紙キッチンペーパーサンド（新聞紙をキッチンペーパー

で巻いたもの）を挟んで縦置きにし、サーキュレーター

で送風乾燥するというやり方です（写真 ②）。

この作業では、移動式のスチール棚をたくさん用いま

したが、この棚は、被災対応のために用意したものでは

なく、もともとは、飽和状態になっている書庫で収蔵資

料の保管スペースを確保するために購入したものでした。

ところが一昨年、当館の行政文書庫でカビが大量発生す

る事態がおこり、資料を移動させるためにこのスチール

棚を使用しました。当初購入していた棚はサイズが大き

く、庫外へ出すことができませんでしたが、追加発注し

たものは、館内どこへでも運び出せるよう、書庫の扉や

エレベーターのサイズを考慮して、ひと回り小さいサイ

ズにしました。以後は、このサイズの移動棚を購入する

ようにしていますが、今回の豪雨災害では、この移動棚

をフルに活用しました。

カビが発生した被災文書については、エタノールでの

除菌などを行いました。現在はほぼ乾燥しており、固着

した資料の開被を行っています。また、このようなスケ

ジュール表（写真 ③）での進行管理も行いました。当

初は職員総出で作業を行っていましたが、その後はボラ

ンティアの方にも来ていただいて作業しています。作業

する方々に、今日の作業はこうですよ、これまでの作業

の経過はこうですよ、というようなことを知っていただ

くため、職員が考えて用意したものです。また、史料ネッ

トのニュースレターなども置いて、休憩時間に見ても

らったりしました。

これまで、様々な機関・団体・個人の方々からたくさ

んのご支援をいただきました。本当に感謝しております。

特に、鳥取県立公文書館では災害に備えて資材を備蓄さ

写真 ②　被災文書の送風乾燥
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れており、プラスチックコンテナを大量に貸与していた

だきました。もちろん、各地の史料ネットの方々にもご

支援をいただき、沢山の方に来ていただいて作業してい

ただきました。とても私たち職員だけでは対処しきれな

かったと思います。本当にありがたいご支援をいただき

ました。また、株式会社資料保存器材さんからは、モル

デナイベをたくさん提供していただき、使わせていただ

きました。これも、本当にありがたいご支援だったと思っ

ております。さらには、広島市内の倉庫会社から、匿名

を条件に冷凍庫を提供していただきました。被害のひど

いものについては冷凍保管する必要があるということで、

一部の被災文書の冷凍をお願いしました。

また、当館での作業だけでなく、いろんなところから

相談を受けました。呉市や東広島市・三原市あたりを中

心に、被災資料についての相談を受けました。実は、

ニュース等では倉敷市真備町の被害が盛んに報じられま

したが、真備町に次いで広範囲に浸水被害を受けたのは

三原市の本郷・船木地区でした。ここはあまりニュース

に取り上げられておらず、私たちもどういう状況なのか、

大変心配していましたが、三原市教育委員会の方から情

報をいただいて、三原市の本郷公民館へ支援に赴きまし

た。公民館では、現用文書が浸水被害を受けておりまし

たが、これについては現地で作業していただくようお願

いし、当館の職員が技術支援を行いました。

また、広島市公文書館からも情報提供をいただきまし

た。広島県内の自治体アーカイブズ機関としては、当館

と広島市公文書館の 2館がありますが、今後も双方の

連携を一層深めていく必要があると思っております。

2.　 広島歴史資料ネットワークの再組織と 

ボランティアの協力

また、このたびの災害を機に、広島歴史資料ネットワー

クが再組織されました。実は、芸予地震を機に「広島歴

史資料ネットワーク」（略称 : 広島史料ネット）が発足

したのですが、長らく休止状態になっておりました。し

かし、広島大学 75年史編纂室の石田雅春さんが中心に

なって事務局を運営していただくことになり、広島史料

ネットが再組織されることになりました。平成 31年 1

月 12 日に総会を開催し、本格的に動いていくことにな

ります。詳しくは『史料ネット News Letter』89 号に

石田さんが書かれていますので、ご参照ください。

広島県における被災文書保全活動について、当館を中

心とした活動の概略は、以上のとおりです。実際の被害

の規模からすれば、本当にわずかな活動だと思いますが、

ここまでやってきたということです。

3.　今後の被災文書対応に向けて

最後に、被災文書の対応に向けた今後の課題について

述べたいと思います。当館では、史料所在状況の把握に

力を入れてまいりました。しかし、レスキューする中で、

これまで把握できていなかった文書群が出てきており、

ある意味、危機感を感じております。今後も所在調査を

継続していく必要性を強く感じております。

また、広島史料ネットが復活しましたが、再び休止に

ならないためにも、関係者同士が円滑にうまく連携し合

いながら、様々な活動を模索する必要があると思います。

それから、東日本大震災の現場を見たいということで、

私たちも釜石の被災地へ行かせていただいたりしました

が、そういうレスキューのノウハウに関する研修を今後

も続けていきたいと思います。文書館としては、日常の

本来業務を抱えております。いざ災害が起きて、どうし

ていいかわからないという状況では、日常の本来業務に

も支障をきたすことになります。本来業務を維持するた

めにも、被災文書のレスキューについて、私たちもノウ

ハウをしっかりと身につけ、広めていきたいと思います。

以上です。どうもありがとうございました。写真 ③　保全作業のスケジュール表
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ポスターセッション点景

ポスターセッション
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ふくしま歴史資料保全ネットワーク 千葉歴史・自然資料救済ネット

中越メモリアル回廊 十日町市古文書整理ボランティア



歴史資料ネットワーク（略称：史料ネット）
〒657-8501  神戸市灘区六甲台町1-1
神戸大学大学院人文学研究科地域連携センター内

http://siryo-net.jp/
https://ja-jp.facebook.com/siryo.net
@siryo_net

歴史資料ネットワーク
被災地の歴史資料・文化財の保全、震災の経験の記録化と保存 !
幅広いネットワークづくりを通じて、歴史・文化を復興に活かす !
被災地から全国へ、歴史学と社会をめぐる普遍的な課題へ !

歴史資料ネットワーク（史料ネット）は、1995年の阪神・淡路大震災を機に設立されたボ
ランティア団体です。関西を拠点に、自然災害で被災した地域歴史資料の保全・活用を
続けてきました。2018年は地震や水害が相次ぎ、関西でも被害が発生しました。各地
の資料ネットと連携しながら、被災資料の保全活動を支援しています。

歴史資料ネットワークによる2018年の災害対応

・各資料ネットや地域史研究会等との日常的な関係の
積み重ねを基盤とした連携
・情報収集の困難、現地入りのタイミングの難しさ
・京阪神での広域的ネットワーク構築の課題
・今後本格化するクリーニング・整理作業の組み立て

課題と展望

頻発する災害への支援

2018年6月の大阪北部地震に対して史料ネットは、同20日か
ら緊急事務局体制に移行し、各地の資料所蔵機関や教育
委員会から情報を収集し、いくつかの被災地への巡回調査
を決定しましたが、西日本豪雨の発生により中止せざるをえ
なくなりました。

大阪北部地震

西日本豪雨に対しては、兵庫県内での情報収集を進めつつ、
甚大な被害に見舞われた広島・岡山・愛媛への支援にも取
り組んでいます。現地では早い段階から被災資料のレスキュー
が行われたことから、神戸の史料ネットは活動支援金の募集
を行い、現地資料ネットへ送金を行っています。

西日本豪雨

9月に入り台風21号が関西圏を直撃した結果、私たちが活動
している地域でも大きな被害が発生しました。神戸市内と大
阪市内で、強風による建物の損壊や、高潮による浸水被害
にともなう資料の被災に対して、地元の地域史研究会との
連携のもと、保全活動を行いました。

台風21号

■西日本豪雨被災資料保全活動支援募金
265万6,660円（2018年10月2日現在）
ご協力ありがとうございます

HIROSHIMA
2018.7.30 ＠広島県立文書館

EHIME
2018.8.6 ＠愛媛大学

OKAYAMA
2018.10.22 ＠岡山大学

KOBE
2018.9.25 ＠神戸市

被災建物・史料救援ネット 歴史資料保全ネット・わかやま

神戸歴史資料ネットワーク 歴史資料保全ネットワーク・徳島



愛媛資料ネット 熊本史料ネット

鹿児島歴史資料防災ネットワーク 広島歴史資料ネットワーク

号外 2018 年（平成30年）11 月 17 日　土曜日
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難
を
行
う
こ
と
に
し
た
。

　
救
出
作
業
日
に
は
、
県
内
外
か
ら
の
べ
６
０
名
以
上

が
集
ま
り
、
泥
の
洗
浄
、
冷
凍
パ
ッ
ク
封
入
、
段

ボ
ー
ル
箱
詰
め
を
行
い
、
冷
凍
庫
へ
の
移
送
を
行
っ
た
。

資
料
ネ
ッ
ト
だ
け
で
な
く
、
高
校
生
や
地
元
の
お
年
寄
り

な
ど
の
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
方
々
や
各
方
面
の

協
力
に
よ
っ
て
、
緊
急
避
難
は
成
功
し
た
。

　
乾
燥
・
殺
菌
・
修
復
な
ど
を
経
て
、
内
容
確
認
と

正
常
な
保
存
を
行
う
に
は
、
時
間
と
作
業
場
所
が

必
要
で
あ
る
た
め
、
協
力
者
に
迷
惑
を
か
け
続
け
る

こ
と
は
で
き
ず
、
新
た
な
冷
凍
庫
へ
の
移
送
が
必
須

で
あ
っ
た
。
愛
媛
大
学
で
は
、
芸
予
地
震
の
経
験
を

活
か
し
、
災
害
直
後
に
、
大
学
内
に
災
害
対
策
本
部

を
設
置
し
て
い
た
。
同
本
部
に
相
談
し
た
と
こ
ろ
、

南
極
な
ど
の
調
査
研
究
を
進
め
、
世
界
の
生
物
試
料

を
保
存
し
て
い
る
沿
岸
環
境
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー
が

マ
イ
ナ
ス
２
５
℃
の
冷
凍
室
（
ｅ
ｓ
ー
Ｂ
Ａ
Ｎ
Ｋ
）

を
提
供
し
て
く
れ
る
こ
と
に
な
り
、
８
月
６
日
、

三
崎
漁
協
か
ら
資
料
移
送
を
行
っ
た
。

現
在
は
、
愛
媛
大
学
日
本
史
研
究
室
で
、
毎
週
水
・

木
曜
日
に
、
学
生
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
方
が
修
復
・

調
査
作
業
を
継
続
し
て
い
る
。
他
に
も
、
伊
達
博
物
館

に
よ
る
宇
和
島
市
内
の
記
録
資
料
保
全
、
大
洲
市
立

博
物
館
に
よ
る
写
真
や
甲
冑
な
ど
の
保
全
が
行
わ
れ
、

資
料
ネ
ッ
ト
も
協
力
し
た
。

　
芸
予
地
震
の
時
と
違
う
の
は
、
猛
暑
の
浸
水
被
害

に
緊
急
救
出
を
行
う
た
め
、
特
殊
な
資
材
や
施
設
が

必
要
で
あ
っ
た
こ
と
、
緊
急
を
要
し
た
こ
と
で
、

対
応
を
模
索
し
な
が
ら
の
活
動
し
た
。
推
進
で
き
た

の
は
、
大
学
だ
け
で
な
く
、
愛
媛
県
歴
史
文
化
博
物
館
、

町
見
郷
土
館
な
ど
の
機
関
が
施
設
や
備
品
な
ど
を

公
的
に
支
援
し
て
く
れ
た
こ
と
が
大
き
い
。
県
外

か
ら
も
、
香
川
県
立
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
、
こ
う
ち

ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
新
潟
県
立
歴
史

博
物
館
、
仙
台
市
博
物
館
、
国
立
歴
史
民
俗
博
物
館
、

歴
史
資
料
ネ
ッ
ト
、
宮
崎
資
料
ネ
ッ
ト
な
ど
の
支
援

協
力
を
得
た
。
公
的
な
支
援
・
協
力
の
拡
大
も
、

芸
予
地
震
時
と
異
な
る
点
で
あ
る
。
一
方
、
前
回

よ
り
広
域
で
甚
大
な
被
害
全
て
に
対
応
す
る
こ
と
は

困
難
で
あ
っ
た
。
保
全
活
動
が
遅
れ
て
い
た
西
予

市
役
所
の
現
用
・
半
現
用
文
書
に
つ
い
て
も
、

全
史
料
協
の
協
力
を
得
て
、
保
全
が
始
ま
っ
た
。

愛
媛
県
教
育
委
員
会
文
化
財
保
護
課
で
は
、
全
国

で
も
珍
し
い
、
県
・
市
町
・
資
料
ネ
ッ
ト
・
建
築
士
会

で
連
携
す
る
文
化
財
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
被
災
３
週
間
前

に
構
想
し
た
と
こ
ろ
で
あ
っ
た
。
具
体
化
す
る
前
に

災
害
が
発
生
し
た
の
は
残
念
で
あ
っ
た
が
、
本
災
害

で
得
た
教
訓
を
活
か
し
た
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築

し
て
い
き
た
い
。
末
筆
な
が
ら
、
保
全
活
動
に
協
力

い
た
だ
い
た
皆
様
に
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　
　
　
　（
制
作
・
文
責
／
事
務
局
長
・
胡
　
光
）

◀▲立間村は、江戸時代
から昭和 30 年まで続いた
ため、江戸～昭和時代の
文書が地域の歴史を語る。
愛媛みかん発祥地として
栄え、愛媛の産業史に
とっても重要。
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．22018年度の鹿児島資料ネットの研究活動と課題

2013 9

2018 9

でも、地方は人的・物的資源が乏しい！

大隅諸島

トカラ列島

奄美群島

E130°

N30°

宮崎県

鹿児島県

0 100km

甑島列島

2016年度から44か年計画で基盤研究((B)「鹿児島県の歴史資料ネット
ワークの実践と展開」が採択され、鹿児島県本土を中心に、①歴史資料
の所在悉皆調査、②災害時における協力体制の確立、③デジタルカメラ
による歴史資料の撮影と保全活動、④歴史資料の研究活用と公開体制の
構築、⑤市民参加型の歴史資料防災・保全ワークショップの実践に積極
的に取り組んできた。

22017年には、人間文化研究機構と鹿児島歴史資料防災ネットワークが
交流を持ち、22018年66月に鹿児島大学と人間文化研究機構が協定を締結
するに至った。その協定締結記念シンポジウム「鹿児島の歴史再発見
新しい地域文化像を求めて 」を9月に開催した。

また、同年99月には、宮崎歴史資料
ネットワークとの共催で、大規模津波
災害発生を想定した文化財レスキュー
のための災害図上訓練 (DIG)ワーク
ショップを開催した。

(2018 9 9 )

2
(2018 9 10 )

集中豪雨や台風、火山噴火の被害を受け
ている鹿児島県と宮崎県では、広域的に
歴史資料をレスキュー・保全する相互支
援体制の構築が必要！

本研究は、今後は研究活動を南九州から奄美群島にまで広げ、
少人数で広範囲な地域の歴史資料保全の方法論を確立をめざす

．今後の研究計画・方法・体制

・鹿児島または宮崎で災害が発生した場合は、
一方が情報収集・発信を担当し、一方がレ
スキューを担当するという、広域的な相互
協力体制を構築
・データの管理・バックアップについては、
鹿児島大学リポジトリの活用と人間文化機
構から協力を得る

・地理情報システム(GIS)の活用による歴史資
料のデータ整理・地図化
・収集・保全した歴史資料の情報公開体制の
構築
・歴史資料防災・保全プログラムの開発

A B C

1

．歴史GISを構築・活用した歴史資料防災・保全活動プログラムの開発の準備

今回の研究発表

3 GIS

①歴史資料データの収集・蓄積・公開システムの開発
鹿児島資料ネットでは、約77年間で数多くの歴史資

料を保全してきたが、所在情報検索・閲覧システムに
関する研究が不十分であった。歴史資料の位置・基本
的情報の整理・分析と、防災・保全活動のツールとし
て様々な情報を地図化できる有用性が高い地理情報シ
ステム((GIS)を活用する。

災害文化(災害の記憶と復興)の形成を含め、
現在を生きる私たちが歴史文化を、次の世
代へつなげることは重要な責務

4

資料ネットの歴史資料保全・レスキュー活動は、新た
な段階を迎えている！

2

②ステップを踏まえた歴史資料保全活動プログラムの
開発 歴史資料保全の担い手育成のためのガイドブック作成とワー

クショップの実施
・地域の歴史文化(災害文化)の重要性
・歴史資料の所在確認・撮影・目録作成の方法
・歴史資料の修繕・保全の方法
・自治体、鹿児島歴史資料ネットなどとの連携の仕方

(歴史資料のデータ管理など)
・地域の歴史文化の再評価と未来への継承の検討

( )
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はじめに

本報告は、当館で長年にわたり文化財レスキューに取

り組んできた田邊幹が担当するはずだったのですが、残

念ながら早くから田邊に予定が入っていて参加できない

ということで、私、三国が代理で参加し、田邊との連名

にしてお話させていただきます。

当館における私の担当業務の 1つに「収集保管」業

務があります。「収集保管」業務にはいろいろありますが、

文化財レスキューも「収集保管」業務の 1つに位置付

けられており、博物館の業務の中に文化財レスキューが

入っているという形になります。とは言いましても、私

はまだ新潟県に来て 5年目に入ったところでありまし

て、中越大震災・中越沖地震を経験しておりません。東

日本大震災の時も私はまだ新潟県におりませんでしたの

で、皆さんの関心にちゃんと応えられるかどうか、なか

なか不安ではありますが、よろしくお願いいたします。

実は昨日まで佐倉の歴博で文化庁・歴博主催の歴史民

俗資料館等専門職員研修会に参加しておりました。その

研修会で今日ご講演いただきました天野先生が講師とし

て立っていたということもあって、いろいろと勉強させ

ていただきました。その研修には、北海道から鹿児島ま

での様々な学芸員が参加しており、1年に 5日間、2年

で 10日間の研修だったため、研修後の懇親会も含めて

顔と顔をつき合わせた付き合いをさせてもらったことは、

未来の広域支援につながるという意味でも有用ではない

かなと思っております。

1.　新潟県立歴史博物館の前提

まず、新潟県立歴史博物館（以下、新潟県博）の前提

についてお話させていただきます。平成 16 年の中越大

震災の際に新潟県博で検討がされ、新潟県博の設置趣旨

の中の「県民の歴史・文化の向上に資する」という部分

に今回の文化財レスキューが当てはまるのではないかと

いうことになりました。これがまず、当館がレスキュー

に参加するための 1つ目の根拠ということです。

その一方で、県立の博物館として地域貢献するという

義務があり、それを 2つ目の根拠にとして位置付けま

した。それらは実際には動きながら検討されたと思うの

ですが、文化財レスキューを業務に位置付けるために、

この 2つの根拠を見出したということになります。具

体的な位置づけとしては「収集保管」業務、「調査研究」

業務の延長上に位置付けたことになります。そして、中

越大震災の時、新潟県の中越大震災復興計画・地域防災

計画に文化財レスキューが明記されることになり、文化

財レスキューが当館の業務として明確に位置付けられる

ことになりました。

2.　広域支援

次に、新潟県博が携わった主な広域支援ということで、

2つの事例を紹介します。

1つ目が長野県北部地震。これは長野県栄村に文化財

レスキュー協力を行ったものです。その前提として、「地

域史料保存有志の会」代表と当館の学芸職員との個人的

な関係があったことが注目されます。その関係がきっか

報告 4

新潟県立歴史博物館の広域支援の取り組み 

新潟県立歴史博物館

三国　信一・田邊　幹
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けで文化財レスキューのノウハウ等の提供依頼がありま

した。それを受けて新潟県博内で当館の業務として活動

する根拠を検討し、① 栄村が県域を接していることか

らレスキュー対象の中に新潟県域に関連する資料が多い、

② 新潟県の歴史研究の上で隣県の資料が比較資料とな

る、この 2点の根拠により当館の文化財レスキュー事

業と位置付け、業務として参加することになりました。

実際のレスキューですが、大規模な資料移動に際しては

新潟資料ネットに協力を依頼してボランティアを確保し、

新潟県博としては主に工程の管理等をおこないました。

2つ目が東日本大震災、これは梱包資材などの提供を

行ったものです。平成 23年当時、中越大震災および中

越沖地震の時の梱包資材の残りが当館に保管されていま

した。これは今も一部残っています。さらに、全国の資

料ネットや全国歴史資料保存活用協議会などから提供さ

れた中性紙箱も当館にあり、当館と新潟資料ネットで購

入した梱包資材もありました。これらの資材のリストを

新潟市歴史博物館（以下、新潟市博）とともに、新潟資

料ネットのホームページに掲載することになりました。

リストには、例えば文書箱のサイズと数量が記載され

ています。リストの下方には輸送手段に関する情報が

チェック方式で示されています。その他、どのような車

で運ぶのかなどの項目を含めて書くようになっています。

書式は新潟市博で作成し、新潟県博でも同様のリストを

作成しました。このリストをもとに依頼を受けるという

形になっています（図 1）。

支援の主な内容は、梱包資材等の支援物資の輸送と発

送でした。当館の職員が輸送するなどの支援を実施しま

した。物資支援までの流れは以下のようになります。5

月の時点で新潟市博、新潟県博が支援体制の公開をしま

した。そして山形文化遺産防災ネットワークや茨城文化

財・歴史資料救済保全ネットワーク準備会（当時）から

打診がありました。それらをうけ、5月から 6月に実際

の物資の輸送もしくは発送を実施しました。

山形の場合は、5月 14 日に物資支援の打診があって、

当館・新潟市博で検討しています。その後、同 18日以

降このような工程で支援しました。なお、山形への輸送

は当館と新潟市博の各 1名で物資を輸送しました。支

援物資のリストを見ると、いわゆる巻きダンボール、エ

アーキャップ、ダンボール箱なども提供されています。

茨城の場合ですが、6月 3日に打診があって検討し、

4日に連絡調整の後、5日には各館から発送しています。

この時は文書箱や中性紙の封筒などを提供しました。

岩手県立博物館への物資支援では、テンバコなどの支

援物資を発送しました。ダンボール箱は新潟市博が発送

し、標本箱は当館が支援物資として発送しています。や

はり依頼があっても、当館だけでは対応ができないとい

うこともありますので、それぞれで対応できるものを分

担して送っています。このように、リストを軸に支援を

行いましたが、使いやすさの観点から物資の規格を揃え

るようにしていました。支援物資の活用については、例

えば下張り文書の調査などで、文書箱や封筒が利用され

ています。また、陸前高田市海と貝のミュージアムで標

本箱が活用されました。扇風機は、当館で提供できるも

のがなかったので、社団法人中越防災安全推進機構から

提供してもらい、仮収蔵施設内の空気の循環のために活

用されました。

図1　 文化財レスキューへの支援体制を示したリスト 
（北海道胆振東部地震時に公開）
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今年は西日本豪雨、北海道胆振東部地震があり、当館

では先程の書式のリストを新潟資料ネットのメーリング

リストとして公開いたしました。現在のところ、提供依

頼はなく、東日本大震災の後は、物資・人員の提供など

は行っていません（その後、令和元年 10月に長野市で

物資・人員の提供を行った）。

3.　課題 ― 足元の脆弱性 ―

最後に課題を述べたいと思います。足元の脆弱性とい

う課題です。東日本大震災の後は提供がないという現状

をお話しましたが、実はこの東日本大震災の後、課題を

まとめる機会がありました。そこでは、新潟資料ネット

を中核とした情報の集約と発信について検証し、より最

適な支援体制と情報発信手段を検討する必要性を提起し

ました。この提起は当館で文化財レスキューに関わった

職員がまとめたものですが、その後これを受けて改善で

きたとは言いがたく、改善できなかったために新たな依

頼が来なかったのではないか、という懸念もあります。

また、実際に当館も含めた関係機関では、人員・予算

が減少、業務が増大という問題を抱えており、実際に依

頼が来た場合の対応については不確定な状況です。それ

でも、今回のような広域支援を考えると、それぞれ体制

が弱くなっているとしても、やはり支援体制の拡大をめ

ざして協力をしていけば何とかできるのではないかと、

考えています。先程の扇風機の例など、多様な支援内容

に対応するためには、いろいろな種類の機関と協力する

必要があります。異分野の機関でも支援の呼びかけに応

じやすい環境をつくることが必要となってきますし、機

関同士の協約の締結も重要ということになってきますが、

栄村の例のように、職員同士の個人的な関係がきっかけ

でレスキューが動き出したという経緯もありますので、

遠隔地において顔見知りを作るということは重要なこと

ではないかと思います。例えば冒頭でお話した昨日まで

私が参加した研修には、愛媛県歴史文化博物館の甲斐未

希子さんがいらっしゃいました。甲斐さんは今年の西日

本豪雨に際して文化財レスキューに尽力した方で、現場

の様々な経験を聞かせてもらいました。そして、本集会

で甲斐さんの後輩にあたる鈴木あかりさん・上村和史さ

んが報告されることも教えてもらい、その偶然に驚いた

のですが、そうなると、せっかく甲斐さんの後輩の方々

が新潟県に来ていただくなら、手土産に長岡名物のお菓

子でも、と持参したりするわけです。こういう個人的な

顔が見える関係が、過度な負担にならない形で、災害自

体は大変なことなんですが、できるだけ楽しみながら活

動を継続していく一つのポイントになるのではないかと

いうことで、私の話は終わらせていただきます。ありが

とうございました。
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はじめに ― 新潟県中越地震から 14年 ―

平成 16 年（2004）10 月 23 日に発生した新潟県中

越地震（新潟県中越大震災）から今年で 14年目を迎え

ます。長岡市立中央図書館文書資料室（以下、文書資料

室）は、発生直後から歴史的資料の救済と震災関連資料

の収集を二本柱にした災害対応を行ってきました。保全

した歴史資料は、「長岡市災害復興文庫」（以下、文庫）

として順次公開しています。

文庫は、被災歴史資料、災害復興関連資料、歴史公文

書から構成されています。中越地震発生前後の平成 16

年新潟・福島豪雨（7・13 水害）、平成 18 年新潟県中

越沖地震への対応成果も加えながら、スタッフ一丸と

なって資料保存の取り組みを継続してきました。　

本報告では、文書資料室が取り組み開始当初から連携

する新潟歴史資料救済ネットワーク（以下、新潟資料ネッ

ト）を中心に、その連携のあゆみを振り返り、今後の活

動に向けた展望を述べます。

1.　長岡市山古志地域の被災歴史資料の保全

中越地震で甚大な被害を受けた古志郡山古志村は、平

成 17年 4月に長岡市と合併しました。その翌月、雪解

け後の 5月に新潟県中越地域被災文化財救済委員会が

主催し、旧山古志村民俗資料館と旧山古志中学校寄宿舎

に保管されていた民具・古文書等の被災歴史資料を長岡

市・新潟市・柏崎市の各施設へ搬出避難しました。新潟

資料ネットは搬出作業の実働を担いました。文書資料室

は、寄宿舎に保管されていた古文書等の山古志村史編集

資料の搬出作業を担当し、長岡市役所浦瀬町倉庫に保管

しました。

個人的な思いで大変恐縮ですが、私が 14年間災害対

応を続けている原点の一つがこの活動です。新潟大学の

学生の皆さんが、まだ道路も復旧していない過酷な条件

下で、埃にまみれながら、ひたむきに作業されている姿

は忘れられません。「これはやらなければ」と思ったこ

とを今でも覚えています。

この取り組み以降、文書資料室と新潟資料ネットは山

古志地域で被災歴史資料の保全活動を連携して行ってき

ました。搬出した被災歴史資料は、平成 22年度に山古

志地域の旧種苧原小学校（山古志公民館種苧原分館）に

返還しました。資料を所管する山古志支所は搬出当初か

ら、一時的に避難させるが地域の歴史を物語る資料とし

て、最終的には地域内で保管したいという意向を持って

いました。この意向に添い、新潟資料ネットの皆さんか

ら運搬作業にご協力いただき、平成 22年 9月に資料を

戻すことができました。

平成 23年度以降は、新潟資料ネットの皆さんと目録

作成やクリーニング作業をはじめとする資料の保全作業

に取り組んでいます。保存環境が万全とはいえない廃校

での保管ですので、保存箱には市販の防虫剤を入れてい

ます。この防虫剤の交換作業を一緒に行っています。作

業の合い間には、神社や石碑など山古志地域の歴史や文

化にふれたり、震災遺構やメモリアル施設を見学したり

する時間を設けています。

山古志地域での活動は、「新潟マジック」ともいわれ

る特有のゆるやかな連携によって成り立っています。新

潟資料ネットは、作業人員の確保はもちろん、防虫剤や

昼食の「山古志弁当」の購入費用を負担します。一方、

報告 5

長岡市立中央図書館文書資料室と 
新潟歴史資料救済ネットワーク 
―14 年間の連携を振り返って―
長岡市立中央図書館文書資料室

田中　洋史
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長岡市は新潟大学から現地までの交通として公用マイク

ロバスを用意し、高速道路料金を負担します。経費の分

担は一つの例ですが、それぞれのできるところを分担し

て、被災歴史資料の保全という大きな目標に向かって取

り組みを継続しています。

平成 28 年 6 月 12 日に開催した第 10 回山古志の歴

史を語る会は、「山古志の古文書とその魅力」と題して、

旧種苧原小学校を会場に、新潟資料ネットの新潟大学・

原直史教授からご講演いただき、古文書等を展示しまし

た。学生の皆さんや地域住民の方々に資料を閲覧してい

ただくことができました。

未整理資料が残っていることなど、課題は数多くあり

ますが、こうした活動を細く長く続けていくことで、お

らが村の学校に地域の文化遺産が戻っていることを知っ

ていただく機会をつくり、その積み上げのなかで、これ

らの資料群を未来に活かしていく方策を練っていければ

と考えています。

2.　東日本大震災避難所資料の保全

文書資料室は、東日本大震災の被災者向けの避難所の

掲示物・配布物・運営事務文書などを文庫の災害復興関

連資料として収集・保存しました。平成 23 年 3 月 11

日の地震発生以後、新潟県内には原発事故の影響で、福

島県内の被災者が大勢避難されてきました。長岡市も避

難所を開設し、3月から 6月までの間に約 1,000 人の

被災者を受け入れました。

文書資料室は中越地震の時と同様に、震災を振り返っ

たり検証したりする手がかりとなるように、東日本大震

災の避難所資料の収集を行うことにしました。中央図書

館長名で避難所資料の収集を行う旨の協力依頼文を作

成・配布し、職員が定期的に避難所をまわりました。そ

の結果、段ボール箱で約 50箱の資料が集まり、これら

の膨大な資料を整理する方法を考えなければならなくな

りました。そこで、一緒に資料整理を行ってきた新潟資

料ネットと長岡市資料整理ボランティアの皆さんに協力

をお願いしました。

新潟資料ネットとの避難所資料整理の活動は、平成

24 年度から 26 年度までの 3年間実施しました。作業

内容は資料目録の作成です。活動では 2つのことに気

をつけました。第 1は「活動のしおり」をつくること

です。作業のスケジュールや分担、諸注意を示して、

A3二つ折り 4ページの形式で作成しました。しおりを

作成したことにより、活動趣旨や進捗状況を共有できた

とともに、毎回の活動記録にもなりました。

第 2は、目録作成の方法を参加者同士が共有すると

いうことです。例えば、避難所資料のなかに FAX 文書

があれば、目録に送信日時を記入して時間情報の把握に

努めました。また、資料の状態を丹念に記録し、セロハ

ンテープやマグネットなどの痕跡がある場合は記入しま

した。セロハンテープ痕やマグネット痕は、この資料が

掲示物であったことを示しているからです。

整理した避難所資料は、長岡市がまとまって被災者を

受け入れた福島県南相馬市の市立中央図書館で展示した

▲被災歴史資料のクリーニング作業
（平成 26年 9月、旧種苧原小学校）

▲東日本大震災避難所資料の整理作業
（平成 27年 7月、長岡震災アーカイブセンターきおくみらい）
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り、その整理方法を国立国会図書館や神戸大学附属図書

館が主催する研修会で文書資料室の職員が紹介したりし

ました。今年度は、個人収集の中越地震に関する資料を

やまこし復興交流館で整理しました。東日本大震災の避

難所資料の整理から発展して、災害・復興に関する様々

な資料の整理も将来的には連携して行っていきたいと考

えています。

3.　連携の記録と経験の伝承

新潟資料ネットの事務局は、新潟大学（矢田俊文研究

室）に置かれています。そのため、新潟大学が主催する

シンポジウムやフォーラムでの報告や、発行する雑誌・

図録等の執筆・編集の機会を与えていただきました。

『災害と資料』（2007 ～2009 年）、『災害・復興と資料』

（2011 年～現在）で山古志地域の被災歴史資料や東日

本大震災の避難所資料の保全作業を紹介し、『震災避難

所の史料』（2013）、『新潟県中越地震・東日本大震災と

災害史研究・史料保存』（2016 年）などの図録で資料

紹介を行うことができました。

災害対応の経験を活字化することは、活動の情報発信

と自己点検の両面の意義があると考えています。現在、

「現代災害史研究と史料保存」をテーマにした 4冊目の

図録を編集中です。

おわりに　― ゆるやかな連携の継続 ―

文書資料室と新潟資料ネットは、平成 30年度もやま

こし復興交流館を会場に、平成 28年 4月に亡くなられ

た元山古志村史編集委員の滝沢繁氏の研究資料を整理し

ました。滝沢氏は中越地震以降、山古志地域の被災歴史

資料の保全活動に中心的な存在として関わってこられた

方です。研究資料には、文書資料室と新潟資料ネットが

連携して山古志地域で行ってきた活動に関する様々な資

料が含まれ、14年間の連携のあゆみを振り返る機会に

もなりました。今後も災害と復興を後世へ語り継ぐとい

う大きな目標に向けて、ゆるやかな連携を継続していき

たいと考えています。

▲第 10回　山古志の歴史を語る会
（平成 28年 6月、旧種苧原小学校）
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1.　福島県の原子力災害被災自治体の現在

本報告では、福島県原子力災害被災地域、具体的には

福島県富岡町、大熊町、双葉町の 3つの自治体、報告

の中では 3つまとめる時は 3町と呼びますが、そこで

の被災資料や災害資料の保全に関する取り組みをお話し

します。これらの 3町の取り組みには資料ネットの関

係者あるいは資料レスキューに携わっていた人達が様々

な形で関わっており、私もその一人です。そこで本日は

現状を駆け足でお話すると同時に、いわば参与観察の方

法を使って若干の現状分析なども行います。

話の内容の一部は、2018年 4月 30日に東京でフォー

ラム「福島の震災遺産と震災アーカイブズの構築」を行っ

たときの成果です。フォーラムの記録は 2019 年 3 月

に報告書としてまとめたので、詳しくはそちらに譲りた

いと思います。

まず前提知識として、東京電力福島第一原子力発電所

（1F）の事故に伴う避難指示区域の変遷をお話します。

3月 11日の夜 9時、1F から半径 3 km圏内に避難指示

が出されました。翌朝の 5時 44 分には半径 10 km 圏

内の避難指示が出て、3町の全町民の避難が始まります。

同日の夕方には避難指示が半径 20 km 圏内に広がりま

した。それから 40日経った 4月 22 日に警戒区域が設

定されて、帰宅困難となった 3町の方々が出現したわ

けです。

2012 年 4 月 1 日に半径 20 km 圏内の警戒区域の区

分を全部やり直し、自治体ごとに帰還困難区域、居住制

限区域、避難指示解除準備区域の三区分に再編すること

になりました。一番問題なのは帰還困難区域です。これ

は年間積算線量が 20 mSv を超える状態が 5年以上続く

ところは当分帰れないという判断です。その後の2つは、

徐々に帰れる、あるいはもうそろそろ帰ろうと判断で、

後で出てくる避難指示解除になっている部分は2つです。

大熊町は 2012 年の暮れ、富岡町は翌年 3月、双葉

町は翌年 5月にこの再編を行いました。2014 年に入る

と徐々に避難指示区域を解除する周辺自治体が出てきま

す。2016 年以降に一部解除となるのは、帰還困難区域

を除く部分です。3町のうち、富岡町は 2017 年、昨年

の 4月 1日に帰還困難区域を除く避難指示区域を解除

しまして、これは全体の 88%ですから、残りの 1割強

が帰還困難区域となります。大熊町は来年の 5月に帰

還困難区域以外の 38% を解除予定と発表されました。

つまり大熊町は町全体の 6割が帰還困難区域です。富

岡町はすでに町役場が現地に帰っています。大熊町も

2019 年 5月に町役場が別の場所に戻ります。双葉町は

2023 年度に帰還を計画と聞いております。

富岡駅は、2014 年の段階では被災した駅舎がまだ

残っていましたが、2018 年には新駅舎が建っています。

駅前には復興バスが運行するようになりました。近隣に

はショッピングセンターが開店して買い物客がたくさん

来ています。

福島県が取り組んでいる「東日本大震災・原子力災害

アーカイブ拠点施設」の構想というのがあります。これ

は、2014 年 6月に発表された国による構想ですが、福

島の浜通りの復興に関わって「福島・国際研究産業都市

（イノベーション・コースト）構想」というのがつくら

れました。この時にその中の一つの柱として「国際産学

連携拠点」というのを浜通りに整備する構想の中の 1

つです。「原子力災害の教訓・知見を継承、世界に発信

報告 6

原子力災害の被災自治体における資料レスキュー
から災害アーカイブズの構築へ 
― 福島県富岡町・大熊町・双葉町の取り組み ―
茨城史料ネット

白井　哲哉
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するための情報発信拠点」を整備することを目的とした

もので、「アーカイブ拠点」と呼ばれております。6月

23 日に報告が出て、翌 6月 24 日に直ちに「骨太の方

針 2014」に反映されました。つまり、この施設は完全

に国策として動いているということです。2015 年に福

島県へおりてきて、県が具体的に有識者会議を行います。

そして県側の基本構想をつくるということが動き出す。

その後、施設は双葉町の中に作ることが決まりました。

会議で「アーカイブ拠点」という言葉が使われたことで、

この後は福島県浜通り地区における資料の保管施設の名

称が「アーカイブ」という言葉で統一されていきました。

このことは覚えておいてください。

2.　 立入制限区域における被災資料・震災資料

の救出

各町の活動についてお話します。まず富岡町について、

2013 年の 3月に避難指示区域の再編が行われます。こ

れで富岡町は一部地域の立ち入りが自由になり、町民に

よる家財道具の片づけが始まります。そうすると家屋の

解体が増えてきます。2014 年の前半には町が本格的な

対応を始めますが、この頃に庁内で「富岡町歴史・文化

等保存プロジェクトチーム」（略称歴文 PT）が結成され、

解体家屋における歴史的資料の救出、搬出を開始しまし

た。その後、富岡町と福島大学との連携が始まります。

歴文 PTについて 1点だけ指摘しておきます。このプロ

ジェクトチームのトップは副町長で、幹部に関係各課の

課長の名前が並んでいることです。

富岡町は今、町のアーカイブ施設の整備へ着手してい

ます。そのきっかけは 2014 年 12 月、富岡町内で被災

した二人警官が乗っていたパトカーの保存だったろうと

思います。これは町民の方から残してくれという陳情が

あり、それを受けとめた富岡町が福島県立博物館の協力

を得て保存することにした。これが富岡町における震災

資料、震災遺産の保全の最初かと思います。その後

2015 年 6月、先ほど触れた県のアーカイブ拠点施設の

検討が始まった頃、富岡町は第二次復興計画でアーカイ

ブ施設を整備することを明記しました。その後は震災遺

産の保全宣言、町民会議の開催、そこにおけるアーカイ

ブ施設の建設決定と続いて、現在は施設整備の検討部会

が行われています。

検討部会における議論を少しだけ紹介します。ここで

は、被災資料よりは震災資料をある程度強く押して話は

進んでいくように見えますが、震災以前の地域の成り立

ちをきちんと記録しなくてはいけない点を重視していま

す。富岡町はこのままだと震災、原発災害の地域だけに

なってしまう。そうじゃないという主張があったわけで

す。その時に「複合災害」をどう理解するかという議論

がありました。「複合災害」と言うと、例えば地震であり、

津波であり、それから原子力災害ですけれども、それを

並列するのではなく、やはり主たる災害と副次的な災害

というのがあるのではないか、やはり富岡町の場合は原

子力災害を中心に据えるべきであろうということになり

ました。それから収集対象資料についての検討で公文書

が議題になりました。

建造物については、例えば集落だった地域が津波で被

災して現在は土蔵 1棟だけ残った、これを震災遺産と

して残す、町の繁華街に残っていた大正期の建造物を文

化財指定するなどの施策が進められています。

大熊町でもやはり文化庁の事業を一つのきっかけとし

てレスキューが始まっています。しかし今に続く動きが

始まるのは 2017 年初めからです。これの背景には、中

間貯蔵施設の用地取得がこの時期に急速に進みはじめた。

そのことで、区域内に存在している個人宅の文化財をど

うするかという問題が顕在化した事情があります。

2017 年 5月、浜通り地区で資料レスキューに関わっ

ている人たちと町が意見交換を行い、その後に検討委員

会が設置されて、来月に第 6回会議を行う予定です。

今のところ災害資料の収集は行われておりません。

委員会での議論を少しだけ紹介します。委員会の基本

理念は「大熊のDMAを残す」「大熊の新しい文化を紡ぐ」

「主張や思いを支える事実を提供する」の三つです。委

員会の体制は三課、文化財や被災資料を管轄する教育総

務課、震災資料を管轄する企画調整課、公文書を管理す

る総務課、この 3つが委員会の事務局を構成する三課で、

ここと外部有識者が連携しアーカイブズ検討委員会を築

く構成になっています。

大熊町における喫緊の課題は公文書の整理です。これ
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が委員会の裏ミッションであるというのは後でわかりま

した。2019 年の 5月に本庁舎機能が大熊町に戻ります。

その計画が具体化する中で、役場で 7年～ 8年間保管

されてきて廃棄していない、保存期間を満了した文書が

山のようにあって、それらの保存あるいは廃棄をどうす

るかという問題が浮上しました。当初、これらの何を捨

てたらいいかという話でしたけれども、とりあえず委員

会では拙速な選別、廃棄を止めて評価選別基準を作ろう

という話にしました。

3.　資料保存方策の検討へ

双葉町について、被災資料に対しては 2012 年 8 月

に文化庁の文化財レスキュー事業が始まる前から個別の

努力があったこと、それ以降は茨城史料ネットを中心と

して救出活動を行って、徐々に整理も始まったというこ

とをまず指摘します。今のところ歴史資料の保全量は決

して多くありません。それでも、例えば元禄 11年の検

地帳や寛文年間の宛行状などが確認されました。

双葉町における災害資料の保全量は 3町の中で最も

多い。町と茨城史料ネットとの連携関係を作ったことが

ひとつのきっかけでした。その後に町は筑波大学と協定

を結び、現在まで継続して災害資料の調査を行っていま

す。例えば、町役場の中に 3月 11日の夜から翌朝にか

けて東電とのやり取りを記録した 4枚の模造紙があり

ました。それから 22 時 45 分現在の町内の避難所に何

人いるかという一覧の掲示もありました。これらは複製

を作りました。3月 11 日の夜の炊き出し本部だったヘ

ルスケアー双葉には、翌 12日の朝食の配膳計画がホワ

イトボードに書いて残っていました。

そして全町民避難の際の拠点だった町役場埼玉支所及

び騎西高校避難所で保全した災害資料として、2年 3か

月の避難時期における町民と町役場との打ち合わせ会議

の記録が 2年 3か月分全部残っております。また、こ

の避難所に寄せられた支援品として、例えば、さいたま

市内の小学校から贈られた凧があります。これは 2枚

一組で、その内の 1枚がその後に国立台湾歴史博物館

の特別展で展示されました。

この間、町の復興推進課は原子力広報塔の撤去と保全

をめぐる問題に直面しました。国道六号線から町役場へ

の進入路の途中に原子力広告塔が建っていて、そこには

「原子力郷土の発展豊かな未来」という標語が掲げられ

ていました。これを取り壊そうとしたら強い反対があり

ました。現在、広告塔の部材は現地で町役場が管理し、

標語の文字パネルは福島県立博物館が保管しています。

双葉町における施設整備の検討はこれからです。町の

アーカイブ事業への取り組みは、2016 年の 3月にアー

カイブ事業検討の準備会が行われていて、その後に推進

連絡会議という名称で 5月に始まりました。この連絡

会議のメンバーは庁内の課長補佐級で構成され、外部の

人間は一切入っていません。2016 年の 3月とは原子力

広告塔の撤去をめぐる問題が起きた同じ月です。

最後にまとめたいと思います。3町は個別にいろんな

違いがあります。その違いの中から共通する課題を抜き

出してみましょう。まず町の庁内で、アーカイブ事業に

関わる関係課所は一か所ではなくて、全町体制もしくは

一部の中心的な箇所がまとまってこの事業を推進してい

ます。今のところはうまくいっているようです。今後、

どこかの場面でどこの課所がイニシアティブを執るのか

という問題はあるだろうと思います。

それから、公文書の評価、選別というのは喫緊の課題

です。例えば岩手県のある市では、2011 年から 12 年

の公文書は全量保存するという方針が出されたと聞き及

びました。震災に関する公文書を残すという仕事を具体

化する際、その「震災公文書」の評価・選別基準を明確

化しなければならないと思います。これは前代未聞の仕

事のような気がしています。

資料保存の面で最も困難な課題は、避難先であったり、

現地であったり、そこで救出・保全された資料の当面の

保管場所がかなり厳しい保管環境にあることです。どの

ような環境にある資料を、その現状でどの程度に環境を

作り出すか、大きな課題です。

これから本格化する施設整備に関する動きでは、福島

県文化財センター白河館「まほろん」で保管されている

救出資料が、施設整備により町に帰ってくる時期が射程

に入りつつあります。どういう施設を作るのか、帰還困

難区域と隣り合う場所から、誰に、何を発信するのかと

いうのが今後の検討課題でしょう。
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報告 7

東日本大震災後の自然災害被災地への支援 
― 個人的経験から
東北大学／NPO法人宮城歴史資料保全ネットワーク

佐藤　大介

はじめに

東北大学災害研、宮城歴史資料保全ネットワーク事務

局の佐藤大介です。

本日は、本集会の実行委員会からのご依頼により、

2003 年から宮城を拠点に被災した歴史資料の救済・保

全活動を行ってきた立場から、目下日本列島各地で続く

「天変地異」に対して実施した災害支援の状況について

御報告申し上げます。なお、私自身が把握している範囲、

私自身の経験したことが中心となりますことを、冒頭に

お断り申し上げます。

ところで私は、12 月 11 日にフランスのパリ市にあ

るユネスコ本部において、「世界の記録」部門の招待で、

同部門が主催する国際シンポジウムで発表する予定で

す1。「世界の記憶」は、世界的に重要な記録物への認識

を高め、保存やアクセスを促進することを目的とし、ユ

ネスコの事業として 1992 年に開始された取り組み2 で

す。このことは、今回も報告が続いています 1995 年以

来の阪神淡路大震災以来の資料レスキュー活動が、世界

の科学、教育、文化の振興を掲げるユネスコという場所

におきまして認められるだけの活動の状況になったとい

うことです。ここにいらっしゃる皆様のご尽力の結果、

四半世紀の結晶であると私は認識しています。

もう一つ、「心理社会的支援」と自己紹介に書きまし

たが、これは国連の事務総長の下、WHO・世界保健機

1　https://en.unesco.org/news/unesco-hosts-global-policy-
forum-disaster-risk-reduction-preserving-documentary-heritage
（最終閲覧　2019 年 10 月 10日）
2　http://www.mext.go.jp/unesco/006/1354664.htm（最終閲覧　
2019 年 10 月 10日）

関ほかの国際機関、また世界各地の紛争および災害に携

わる非政府組織などで構成される、危機下での人道問題

を扱う機関間常設委員会3 が 2005 年に定めた災害支援

のためのガイドラインです。被災者に寄り添って、自ら

立ち直っていくために支援が必要であるというようなガ

イドラインが提示されています。目下、臨床心理学者の

チームと、歴史資料レスキューについて研究しています。

どうやったら「寄り添って」支援するのか、という具体

的な事が問題になっています。今日発表がある資料レス

キュー、それらを所蔵者や地元の皆さんと行っていくこ

との意味について明らかにされつつあります4。

何を申し上げたいかというと、今日は学生の皆さんの

発表が中心ですが、自分の経験でいえば、学生が活動に

関わることは、労力からも時間の面からも、非常に大変

です。一方、皆さんの活動は、「歴史研究のため」とか、「モ

ノを守っていく」ということのみならず、「被災した人

の一番大事なもの」を守っているのだ、ということを、

ぜひ認識しておいていただきたいと思います。

1.　2015 年 9月関東・東北豪雨

最初は、2015 年 9月 9日から 11 日にかけて発生し

た関東・東北豪雨です。当該の災害に際して、当方から

は 9月 10日に、茨城大学の添田仁さんに電子メールに

て状況確認、支援の申し出を行っています。その後、当

3　https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jindo/jindoushien2_2y.
html（最終閲覧　2019 年 10 月 10日）
4　心理社会的支援と、その視角からの災害時の歴史資料レス
キューの分析については、上山眞知子「資料レスキューと心理社
会的支援」（荒武賢一朗・高橋陽一編『古文書がつなぐ人と地域―
これからの歴史資料保全活動―』東北大学出版会　2019 年）を
参照。
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時東北大・宮城資料ネットの天野真志さんが、常総市で

被災した個人所蔵の文書・美術品を、現地に出かけて搬

出しました。当該の資料は、東北大学災害科学国際研究

所にて冷凍保存、のち真空凍結乾燥処置を行いました。

その後は、茨城大学の教員・学生が東北大学に来訪し

ての集中作業を行う一方、乾燥処置を終えた資料のほと

んどを、茨城大学に戻しました。絵画など一部の資料は、

東北大学での処置を続けております。

本件については、東日本大震災への対応などで、豪雨

の以前に交流があった、宮城と茨城との連携によって対

応ができた例です。東北大学としては、東日本大震災後

に設立された災害科学国際研究所の、資料修復に関する

諸施設を本格的に稼働する機会になりました。この一連

の活動は、今後の広域連携の上でも、重要な先行事例と

なっていくと考えています。

2.　2016 年 4月熊本地震

次に、2016 年 4 月 14 日および 16 日に起こった熊

本地震への対応です。

（1）　被災地外からの歴史資料所在情報の提供

宮城からは、4月15日に、当時の平川新・宮城資料ネッ

ト理事長が、神戸大学を中心とする史料保全の科研費研

究グループに対応を要請する一報を発信しています。当

方からは、文化遺産防災ネットワーク推進本部事務局、

および有識者会議の知己の構成員、また被災地に比較的

近い鹿児島大などの大学に情報の照会を行いました。そ

の後の情報については、歴史資料ネットワークによる

メーリングリストに参加した熊本の関係者から直接得る

ことができました。

合わせて、宮城での経験を踏まえ、「文化財所在一次

リスト」の作成と提供を試みました。宮城では、2003

年以降、既刊の自治体史や報告書を基に、所蔵者および

所蔵資料の情報をまとめた「一次リスト」の作成を行っ

ていました。現地まで出向いての活動は、時間的にも経

費的にも難しいと考えた上での「思い付き」に近いこと

ではありました。

ただし、東北・宮城には、熊本県関係の自治体史の所

蔵は限られています。そこで思い出したのが、国文学研

究資料館の公式サイトで公開されている、資料所在に関

するデータベース5 です。自治体史類も集約されている

のでは、ということも考えました。これも「思いつき」

です。そこで、同館の西村慎太郎さんに協力をお願いし

て、当該データベースに収納されている元の情報につい

て提供を頂きました。

その後、熊本県が古文書の所在調査を実施しており、

『平成8・9年度熊本県古文書等所在確認調査概要報告書』

を、1999 年に刊行していることを知りました。国文学

研究資料館に所蔵されておりましたので、PDF 化して

もらい、国文研、宮城と、福島大学（ふくしま資料ネッ

ト）の阿部浩一さんと分担して、宮城で現地調査票の形

式に整え、震災後に発足した熊本資料ネットあてに提供

しました。その後、被災各地の文化財保護委員に提供さ

れた、ということをうかがっています。

当該の古文書所在調査の情報については、熊本県中央

図書館に原票が保管されているということです。ただ、

関係者自身も被災する状況の中では、外部からの情報支

援は、ある程度の役割を果たしたともいえるのかも知れ

ません。また、結果論ですが、この機会に紙媒体であっ

た情報の電子化を図ることになった、ともいえるでしょ

う。

（2）　誤廃棄防止チラシの作成・提供

宮城に限らず、災害後の資料レスキューで問題になる

のは、公費解体その他の復旧過程で資料が「誤廃棄」さ

れてしまう問題です。

この件ですが、実は私の所属する大学の教員や、関係

者と、災害ボランティアの拠点となる各地の社会福祉協

議会との連携が図れないか、ということを模索しており

ました。今回、東北大の教員を通じて、熊本での災害ボ

ランティア運営に関わっていた東京の関係者に、誤廃棄

チラシの配付を呼びかけました。しかし現地での文化財

救援体制が整わない段階で「見切り発車」したため、現

地での活動に混乱を招く結果となりました。この場を借

りてお詫び申し上げます。

自然災害の発生後、比較的早期に後片付けに入るボラ

5　国文学研究資料館公式サイト内「史料情報所在データベース」　
http://base1.nijl.ac.jp/～ siryou/sindbad/sindbad_top.htm（ 最 終
閲覧　2019 年 10 月 11日）
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ンティアに、史料保全の活動を認識してもらい、呼びか

けや専門家への連絡を行えれば、誤廃棄を防止できるか

も知れません。社会福祉協議会との連携可能性について

は確信を持っての事でしたが、その中で廃棄を一旦思い

とどまってもらった後で、「誰に連絡し」、またそれらを

「いつ」、「誰が」、「どこへ運ぶのか」という問題が解決

できませんでした。保管場所と、地域での史料保全組織

の構築。改めて重要な問題だと認識されます。

なお、熊本資料ネットの発足後は、同ネットに当該の

チラシを提供いたしました。これに対し、熊本市では公

費解体の申請窓口にて配付するよう取りはからうなど、

活用されたとうかがっております。

史料の所在情報が、被災地の外で利用できることの意

味の一方、「広域支援」は、その地域に根ざした活動を

実施できる体制があることが大前提である、ということ

を学ぶ機会ともなりました 6。

3.　2017 年 7月の豪雨

（1）　平成 29年 7月九州北部豪雨

2017 年の九州北部豪雨に際してですが、熊本地震と

同様、仙台からは遠く離れた地域での自然災害でした。

この際には、福岡県うきは市教育委員会への連絡、およ

び同市内の個人所蔵者、朝倉市の郷土史団体の方へ、御

見舞かたがたの連絡を行いました。

その前年の 3月に、九州国立博物館がうきは市の個

人宅を対象に、周辺の地域住民と連携して実施していた

史料保全活動を訪問し、講演を行うと共に、その際に所

蔵者や市民のかたがたと交流させていただいておりまし

た。

その地域で自然災害が起こったことは偶然ではありま

す。しかし、一度面識を持っておいたことで、関係者の

みならず、個人所蔵者に直接連絡を取ることも出来まし

た。連絡に際しての「心の壁」は、低くなるように感じ

られます。

なお、福岡県ではその後県が中心に災害対応が進んだ

6　 熊本地震における一連の活動については、2018 年 7月 11日
の参議院東日本大震災復興特別委員会における質疑でも取り上げ
られた。当該の議事録は以下を参照のこと。http://kokkai.ndl.
go.jp/SENTAKU/sangiin/196/0152/19607110152006.pdf

ため、そこへの関与は特にありませんでした。ただしこ

のときも西村慎太郎さんに、国文学研究資料館のデータ

ベースに収納されている朝倉市域の古文書所在情報の照

会を行いました。

（2）　7月 24日秋田県大仙市での水害

秋田県での水害に対しては、秋田大学と大仙市アーカ

イブへ、誤廃棄防止ちらしの提供を行いました。また、

9月には大仙市アーカイブおよび秋田県公文書館を訪問

し、主として民間所在資料の保全対策に関する聞き取り

を行いました。秋田大学や大仙市アーカイブへの連絡に

ついては、両機関の教員・職員が、東北大学の同窓生で

あり、以前から面識があったということで、連絡は取り

やすい状況でした。ここでは、大仙市アーカイブが、洪

水で被災した保育園の書類に対する応急処置を実施して

おります。

なお、2018 年 5月の豪雨に際しても、大仙市アーカ

イブおよび秋田県公文書館には状況確認の連絡を入れて

おります。

4.　2018 年の天変地異

（1）　大阪北部地震　7月 7日西日本豪雨

2018 年の西日本での地震、豪雨についてです。西日

本での対応については、神戸大・歴史資料ネットワーク、

および愛媛、岡山、島根に資料ネットがあり、早々に活

動を始めましたので、科研 Sグループのメーリングリス

トを通じて情報を共有するともに、東北大の乾燥機・冷

凍庫が利用できる旨の情報共有を行いました。

また、仙台市博物館普及室から、物資提供の申し入れ

がありました。普及室の前身である仙台市史編さん室は、

東日本大震災での被災対応を経験し、応急処置用の物資

を備蓄しているということで、被災地史料ネットの要望

の確認とともに、それらを岡山県、愛媛県の資料保存機

関を通じて提供する、という活動が実施されました。遠

く離れた被災地への支援を、支援する側、される側それ

ぞれの地域で、史料ネットと公的機関が連携することで

実現できた、と積極的に評価できるかもしれません。

（2）　9月 6日北海道胆振東部地震

同年 9月 6日に発生した、北海道胆振東部地震につ
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いてです。

実は、これに先立つ 8月 20日、歴史文化資料保全ネッ

トワーク事業に関係する打ち合わせのため、北海道大学

を訪問していました。その直後の地震でした。

この地震に際しては、北海道大学、および東北大学の

同窓生が勤務している北海道立文書館、また個人的に知

己の会った学芸員の方々へ個別に御見舞の連絡を行いま

した。大規模な停電が起こり、日常生活に支障を来す状

況が長期に及びましたので、私からは史料レスキュー

云々について直接要請することはいたしませんでした。

また、宮城史料ネット会員でもある、北海道小平町教

育委員会の長澤政之さんに仲介してもらう形で、北海道

博物館協議会に、支援可能性の打診と、誤廃棄防止ビラ

の提供を行っています。宮城資料ネットの会員が、宮城

県を越えて、全国に広がっていることの意味を理解する

ことになりました。

なお、10 月 26 日には、北海道厚真町を訪問しての

状況確認、および北海道立文書館、北海道大学を訪問し

て協議しています。北海道立文書館については、今後の

対応についての助言を依頼されるということもありまし

たが、同館が 1992 年から約 10年間、民間に残された

記録資料の所在調査を実施し、報告書を公刊していたこ

とを、その折りに初めて知ることとなりました。

この報告書は、実は私の研究室にも保管されていまし

た。しかし、地震が発生した段階ではそのことを失念し

ていました。専門家を自任しながら、とても恥ずかしい

ことです。強弁するならば、刊行物であろうと、電子的

な情報共有であろうと、それらを積極的に活用出来る人

間がいなければ、生かすことは出来ないという教訓は引

き出せるのかもしれません。

おわりに

本報告のまとめです。

1.　広域支援の一つとして、「宮城方式」での経験を

応用し、外部で閲覧できる史料所在情報を整理して、被

災地に提供するという活動を行いました。所在情報を得

られる資料が、各地で分有されることは意味があること

でしょう。秋田、北海道の例を出しましたが、東北六県

では岩手県を除く各県で、県史編さん時の古文書所在情

報が公刊されていることを、私自身はこの報告を準備す

る段階で認識しました。全国の類似の刊行物に基づき情

報を電子化し、国文学研究資料館の史料所在データベー

スのような形で共有することは、今後の災害対応に一定

の効果があるかもしれません 7。

2.　被災地への支援申し入れの連絡は、宮城での経験

を生かす側面の一方、報告者自身の個人的な人脈を活用

しました。自分で言うのもおこがましいことではありま

すが、「社会関係資本の活用」といえるのかもしれません。

一度面識を持てば、北九州の豪雨のように、史料保存の

関係者のみならず、遠く離れた地域の所蔵者とも直接連

絡が出来るのです。このことを「制度化」することは、

果たして可能なのでしょうか。

3.　宮城資料ネット会員の会員は、全国各地におり、

北海道地震に際しては非常時の連絡網ともなりました。

民間所在資料の保全は、その地域の行政以上に、史料ネッ

トのような自主的な組織によりになわれている、という

現状を踏まえれば、各地の組織が、その所在する地域の

外に開かれたものであることが重要だと思います。会員

を募る事もそうですが、各地で実施される平時の史料保

全活動を共有し、相互に参加し合うということを、意識

的に行う必要があるのかもしれません。

4.　「宮城史料ネットが、北海道その他の被災地（地域）

に出向いて救援活動を実施する」ということは、ほぼ出

来ませんでした。個人的には、公的施設ならともかく、

個人宅での対応は、具体的な活動に基づく組織・関係者

への信頼関係を積み上げないと、一つの地域内だけでも

難しいと思っています。とすれば、最後は、地域が主体

となった活動の有無が、消滅の危機にある史料の運命を

左右するのではないでしょうか。

7　 この点に関連して、これまでの災害に際して、史料保存機関
が個人情報の保護を理由に、史料ネットなど民間の史料救済支援
団体に対し、史料所蔵者に関する情報の共有を拒否する例がある
と聞く。団体の性格や、盗難などの問題から所蔵者を保護するこ
とはもちろん重要であり、所在情報の共有のあり方については慎
重な議論が求められることは言うまでもない。
　一方、いわゆる「個人情報保護法」においては、本人同意なき
情報の第三者への提供の禁止を原則としつつ、除外事項として「人
の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、
本人の同意を得ることが困難であるとき」（23条 1項 2号）が定
められている。これに基づけば、公的機関は、個人所蔵者の財産
としての側面を持つ、被災した文化財の保護のため、前向きな情
報開示が求められると考える。



第 2日　11 月 18 日（日）
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今日は、鹿児島歴史資料防災ネットワーク（準備会）

が鹿児島歴史資料防災ネットワークとして再始動したと

いう話をしたいと思います。特に、少ない人数で広範囲

な地域の歴史資料を保全するためにはどんなことができ

るのかということを中心にお話しようと思っています。

まず、私たちがこれまでどのような活動をしてきたの

か、その歩みを振り返ってみたいと思います。第 1回

全国史料ネット研究交流集会では、鹿児島歴史資料防災

ネットワークの準備会が発足したことについてお話しま

した。それは 2013 年 9 月に地域の歴史資料を自然災

害から未然に守るために何ができるのか、とりあえずは

準備会みたいな形で動き始めてみようということで、県

内各地の歴史資料の所在確認であったり、実際に現場に

資料調査に入ったりという活動を開始しました。

第 2回全国史料ネット研究交流集会では、鹿児島県

は南北 600 kmといわれる広範囲な地域を有し、島嶼地

域を多数抱えているという特徴もあることから、その島

嶼地域において災害がおきたときにどのような保全活動

ができるのかということを皆さんにお伝えしました。

そして 3回目の全国史料ネット研究交流集会では、

資料保全活動に関わってくれる人、あるいはその中核と

なりうる人材、資料保全活動のよき理解者をどのように

育んでいくのか、実際に市の教育委員会と連携して学校

教育の中にこういった活動をどのように入れ込んでいく

ことができるのかということの実践報告をしました。

昨年は、資料という問題だけではなくて、人びとが持っ

ている記憶をどうやって伝えていくのか。特に第二次世

界大戦の戦争の記憶、すなわち戦争体験をどうやって伝

えていくのか。戦後 70年が過ぎて、戦後 80年、90年、

100 年と経った時には、その記憶を伝えていくことが

確実に困難になる。そうであるならば、その間に、どの

ような取り組みができるのか。人びとの記憶を自分が責

任をもって相手に説明するという、記憶を継承するとい

う疑似体験をする教育プログラムを開発し、それを学校

教育の場で実践したという報告をしました。

今年 6月、人間文化研究機構と鹿児島大学の間で「歴

史文化資料保全の大学・共同利用機関ネットワーク事業」

に関する協定を締結し、9月に協定締結記念シンポジウ

ム「鹿児島の歴史再発見 ― 新しい地域文化像を求め

て ―」を開催いたしました。鹿児島県は、温暖な環境

であるということもあり、台風の常襲地帯ともいわれて

います。噴火や、地震、津波、台風といった自然災害が

起きれば、一瞬にして資料が失われる危機を前に何がで

きるかということを考えました。実はこのような話を鹿

児島県内でしたことがなかったので、大学と人間文化研

究機構との連携によって、地域の住民にもそういったこ

との重要性を理解してもらういい機会となりました。

このように、歴史資料を守っていこうという機運が少

しずつ高まってきたこともあって、このシンポジウムを

契機に「準備会」を外し、「鹿児島歴史資料防災ネットワー

ク」として再スタートを切ろうということになりました。

では、これまでの取り組みを振り返ったうえで、今後

どのような形で資料を保全していくことができるのかに

ついてお話していきたいと思います。

鹿児島に限らず、資料保全活動の担い手が少ないとい

うのはどの地域でも言われています。もちろん担い手を

増やす努力は進めていきますが、それを目標にやってい

くのは難しいことでもあります。現在、私は教育学部に

所属しているのですが、教育学部の定員が減少するなか

で社会科を希望する学生の数も減ってきています。さら

報告 8

鹿児島歴史資料防災ネットワーク、再始動 
― 少ない人数で広範囲な地域の歴史資料を 
保全するために
鹿児島歴史資料防災ネットワーク

佐藤　宏之
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に、その社会科のなかでも、歴史学を志望する学生も少

なくなっており、学生を中心とした（学生を期待した）

活動を継続していくことは難しくなってきています。担

い手を増やしていくことは大きな課題であるわけですが、

大学単体で進めていくことに限界も感じてきています。

このような状況で鹿児島資料ネットが考えたのは、近

隣のネットワーク、具体的には宮崎歴史資料ネットワー

クとの協働であり、ここに人間文化研究機構が加わるこ

とでどのような関係を築いていくことができるのかとい

うことです。相互に乗り入れながら少ない人数の部分を

カバーできないかということです。例えば、鹿児島で災

害が起こった時には、鹿児島資料ネットを主体として動

く一方で、情報収集・発信については宮崎資料ネットに

お願いする。逆に、宮崎で災害が起こった時には、鹿児

島資料ネットから情報収集・発信をするという役割分担

をしながら、相互に支援するような関係性を構築するこ

とを進めています。また、蓄積したデータのバックアッ

プについては、人間文化研究機構にお願いしたいと思っ

ています。活動の進展にともなってデータが蓄積されて

きていますが、それらをどこで管理するかは大きな課題

です。現状ですと、鹿児島資料ネットのデータは私の自

宅のハードディスクの中に入っており、管理体制として

は非常に脆弱です。それを管理していただけるとなれば、

私の心的ストレスがなくなりますので、データの共有、

活用にむけた協力体制を作りたいと願っています。それ

を基にして地域社会における歴史文化の継承と創成、教

育プログラム開発・人材育成、そして災害時の広域支援

体制による迅速なレスキュー活動に活用することを目指

したいと思います。

データの活用については、自然災害の緊急事態に備え、

早急に歴史資料保全対策を立て、それを実践することで

す。島嶼地域など多様な地理的環境に対応する歴史資料

防災、保全システムと広域連携による相互支援体制の構

築。そして住民不在の歴史資料保全から、住民が地域の

歴史文化を守る一環として行う歴史資料保全へ転換して

いくような仕組みを作っていきたいと考えています。そ

の上でもう一回、地域にフィードバックする。この仕組

みができると、私たちのような少ない人数でもなんとか

広域、広範囲な地域の歴史資料をレスキューすることが

できるのではないかと考えているところです。

もう一つ、歴史資料がもつ多様な位置情報に注目して

みたいと思っています。今は自治体史を調べ、もしくは

手当たり次第に資料ありませんか、と所在調査をしてい

ますが、そもそも歴史資料には位置情報があります。そ

の位置情報をまず地図上におとしていきます。そして、

その資料が有する時間的関係、具体的には「いつ、だれ

が作成したのか」「過去のどの時点の証言をしたか」と

いう関係を、その地図の上にのせていきます。さらにそ
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の上に、資料が有する空間的関係を加えていきます。こ

の空間的関係には、「存在空間」と「認識空間」がある

と考えています。ここでいう「存在空間」とは資料が存

在するということ、資料の保管場所や文書の授受などに

よって立ち現れる空間のことです。そして、「認識空間」

とは、文書が稟議に付されたり、関連文書が連鎖的に派

生的に作成されたりするような、文書が情報として価値

を増殖させていく過程で立ち現れる空間のことです。あ

るいは文書の授受に即した資料自体の動き、資料の運用

の範囲、資料のライフサイクルといったもの、または資

料が文書が流布されるなかで生まれてくる一定の範囲の

組織、人のネットワークであるとか、多種多様な情報を

極度に集約させる文書が作成されることで発生する文書

群（下書き、調査資料、提出後に作られる資料）が織り

なす空間関係を地図に組み込んでいきます。そうすると、

この資料が誰に出したものなのか、受け取った人は誰か

という情報が可視化されますので、整理された情報を踏

まえて資料調査に行くことができます。やみくもに探す

のではなく、資料の授受関係を文書の中から抽出した上

でそこに的を絞って狙い撃ちすれば、効果的な調査が進

められるわけです。それに私たちが集めている歴史災害

データをかぶせ、さらに現在使われている各種ハザード

マップをこの上に重ねていくと、複合的な情報に基づく

ひとつの大きな地図データが作られます。いわゆる歴史

GIS と呼ばれるものですが、これを活用し、資料自体が

持つデータ、位置情報を可視的に理解することができる

わけです。こうしたものを作ることによって、なるべく

移動範囲を少なくして、効率的に資料調査ができるので

はないかと考えています。

このように、① と ② を重ね合わせると新しい歴史資

料を発見することができます。歴史 GIS は資料を発見す

るためのツールになるでしょうし、①②③ とハザード

マップを重ね合わせると、地域スケールや一資料群の空

間スケールでの防災活動に情報提供できるだろうとも

思っています。過去の災害を視覚的に提示して地域防災

の説明ツールにもなり得ます。私たちが知っていること

を地図上に示して、一般市民の人たちが利用できるデー

タを発信することによって新たな歴史文化を育む基盤が

できるのではないかと思います。

そのうえで、持続可能な資料保全活動をするためにど

んなことができるのか。そのためにはトップダウン型か

らボトムアップ型への転換を目指す必要があります。

トップダウンというのは、私たち鹿児島資料ネットが主

体となって進める資料保全活動などを指すわけですが、

やはり私たちにも限界があるわけです。むしろ、それよ

りもボトムアップ型として、地域にいる多種多様な技能

をもつ人びとに集まってもらうことを目指したい。そう

いう人たちによって資料保全活動を進める形に転換して
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いく必要があると思っています。今度、甑島に行き、イ

ンタープリターというガイドを養成する講座で講師を務

める予定です。私には甑島の歴史について語ることがで

きないので、代わりに資料保全活動について語ろうと考

え、それを伝えたところ、古文書を持っているという方

が何人かいらっしゃり、当日はそれを持ってきてくれる

ようです。即席ではありますが、その場で実際に資料整

理をして見せ、地域の人たちに理解してもらうことを考

えています。そういうところにも足を踏み入れながら活

動の場を広げていくことが大切だと思っています。ガイ

ドの人たちのなかには、歴史文化が大事だと認識し、そ

れを観光で使えないか、あるいは全く別の視点をもって

いる人がいます。いろんな考えを持っている人たちが集

まって、そしてその人たちの互いの関わり方が異なるこ

とを理解し合うことから始めたい。みんながみんな、歴

史を大事だと思う人たちばかりじゃないかもしれない。

でも、そういう人たちと一緒にやることによって何か新

しいことが生まれるかもしれません。そのためには地域

の歴史文化を豊かにするという方向性で、なんとなくみ

んながその場に集まっているというくらいのまとまりで

いいような気がしています。みんなが集まって歴史文化

を守らなくてはならないんだと力むんじゃなくて、もう

少し力を抜いてゆるやかなまとまりとして、なんとなく

資料を守っていくことは大事だよねということを共有し

ていくほうが持続的な取り組みができるんじゃないかと

考えています。

そうすることで、人びとの新しい関係をつくり、それ

によって地域の新しい歴史像を切り拓いていく。そうい

う活動を今後も続けていきたいと思っているところです。

今日のお話は、鹿児島歴史資料防災ネットワークとし

て再始動した。その決意表明をしたということでおわり

にしたいと思います。

どうもありがとうございました。
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はじめに

今回は「隣接地域間での連携について考える」を表題

に、今年 7月に大きな被害をもたらした西日本豪雨で

の宮崎歴史資料ネットワークが行った活動と、一昨年前

から定期的に実施している鹿児島歴史資料防災ネット

ワークとの連携を主に話をします。

1.　西日本豪雨について

西日本豪雨によって、愛媛県南予地方にある大洲市の

肱川下流域で大規模な水害被害が発生し、逃げ遅れて亡

くなった方や家屋や財産を失った方が沢山いました。こ

れまでの大規模災害の経験からは、数ヶ月後には被災者

の心の課題が多く発生する可能性が考慮されました。愛

媛県から比較的近い距離にある我々宮崎歴史資料ネット

ワークには、愛媛資料ネットワークから写真資料救済を

目的とした人材派遣要請がありました。宮崎歴史資料

ネットワークからは 1名を派遣しましたが、西日本豪

雨後に被災地を逆進した台風 12号の影響によって大洲

市立博物館での開催が中止となり、1ヵ月半後に隣接す

る八幡浜市教育委員会の主催で旧黒岩中学校を会場にし

て、八幡浜・大洲両市の市民が参加してのワークショッ

プを実施しました。写真救済が心のケアの象徴的な取り

組みとして取り上げられた東日本大震災以降、フィルム

メーカー等による活動が広く行われ、写真洗浄を行う民

間団体が多く誕生しています。また近年、インターネッ

ト上にも様々な救済技術が公開されており、専門家では

ない市民でも写真洗浄に関する情報を収集することが容

易になってきている上に、独自の救済技術も工夫されて

います。しかし、被災した写真は画像情報の喪失が早い

ため、さらに多くの活動可能な人材を広く養成していく

必要があります。

また、B/W（黒白）写真やガラス乾板などの古い写

真は扱いが難しい上に、アーカイバル化が進んでいる昭

和 50年代後半以降のカラー写真と同じ様に扱われてし

まうケースが多いため、画像情報を失ってしまう危険性

があります。昭和20年代以前の黒白写真は、水に浸かっ

てしまうと専門家でも取り扱いが難しいのですが、その

情報を失うリスクを少しでも減らしていく必要がありま

す。

文化財を扱う専門家にとって、歴史資料や美術作品と

いった資料価値のある写真には保存や救済の必要性が高

い事は理解しやすい一方で、災害によって救済される写

真は個人情報にも関わるプライベートなものが多く取り

扱いにくい場合も多いですが、救済の必要性を再認識す

る必要があります。内閣府が発行した 2012 年の『被災

者のこころのケア　都道府県対応ガイドライン』による

と、被災者は災害後 3ヵ月から、家族や近親者、友人

など大切な人や家財を失った喪失感、今後への不安など

によって心のダメージが増大し、閉じこもりやアルコー

ル関連問題などが出現する傾向が出ており、また高齢者

にとっても認知症にもつながる恐れもあると考えられま

す。写真は残されている画像の情報量以上に人々の心に

深くアプローチするため、被災資料がプライベートに関

わるものであっても、心のケアを考慮して残していく必

要があり、特に一般の人々や写真に関わる技術を要する

職業の人々に、この理解を進めていくべきだと考えてい

ます。

報告 9

隣接地域間での連携について考える 

宮崎歴史資料ネットワーク

松山　真弓・山内　利秋
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地域性の強い文化財がその土地に住んできた人々のア

イデンティティと強くつながっている点は、特に東日本

大震災以降周知されています。画像情報である写真は、

被災者にとってはそれが文化財であるかどうかに関わら

ず、災害によって一度は失われかけた過去と現在の自分

との関係性を再統合し、自己と長年住んでいた土地との

関係性を再認識させる心理的効果があります。

近年の博物館などで求められ、担われつつある新たな

役割に、超高齢社会や人口減少、子供の貧困といった社

会的課題への関与が挙げられます。熊本地震の被災地の

博物館等では「心のケア」へのアプローチとしてワーク

ショップを行ったところがありました。

写真の救済はこうした「心の課題」に関与しているた

め、被災者自らが何らかの場面で作業に参加する事が必

要で、技術を持つ専門家はその手助けを行うべきと考え

ています。例えば被災者自身がクリーニングの作業や時

間をかけて写真の分類をしなおしたり、さらに電子化に

チャレンジしてみるなどの作業がそれにあたるでしょう。

実際に、宮崎県内で火災によって全焼したお宅から宮崎

歴史資料ネットワークが写真を救済し、被災者自身や被

災者に近い人達が作業を行いました。そして、その写真

が被災者家族の結婚式で使われたことで、救済した写真

が被災者の心の回復へ大きく関与していることを確認し

ました。

ところで西日本豪雨での愛媛資料ネットの活動を垣間

見ておりましたが、災害時の活動について理解した点を

こちらから挙げるとするならば、次の通りでしょう。

「1. 域内での可能なアクションは、被災地域内での状況

確認と、同一県域内での保全活動」。次に「2. 隣接する

地域間連携は情報交換が比較的密にでき、すぐに来られ

る資料ネットと連携し、とりあえずの器材、技術支援、

マンパワーとしての人員を確保」する。最後に、「3. 広

域での連携については、地方では賄いきれない技術・資

金の援助・地域資料ネット間のコーディネートを望む」

とし、まとめたいと思います。

2.　地域間連携を想定したシミュレーション

災害発生を考えた場合に、組織の規模や専門家が限ら

れている地方においては、特に隣接する地域間の連携・

協力が重要であることが分かってきました。

宮崎資料ネットは、現在、鹿児島歴史資料防災ネット

ワークと連携して定期的な活動を行っています。宮崎と

鹿児島では、合同でのワークショップなどを 2016 年 7

月から宮崎で 3回、鹿児島で 1回、また宮崎県の都城

市で資料確認調査などを行っています。

今年 2018 年 9 月には、両県資料ネット合同で大規

模な災害が発生した際の資料保全活動のためのトレーニ

ングを行いました。『文化財防災シミュレーションワー

クショップ』と題し、自衛隊や自治体などで災害時の図

上シミュレーションとして行われている「DIG : Disaster 

Image Games」という方法を使いました。このワーク

ショップを行うことで、参加者が大規模災害を想定して

文化財などの保全活動をシミュレーションし、様々な問

題点の確認・共有をすることを目的としています。そし

て地方の人材不足を連携によって担うことで、特に博物

館や文化財にかかわる専門家、歴史的建造物を扱うヘリ

テージマネージャー、歴史教育や博物館学を学ぶ学生、

文化財保全活動などに関わるボランティア、そしてこれ

らを含めた鹿児島や宮崎の資料ネットに関わるメンバー

など各方面の人材が連携して、災害時の資料保全活動を

可能にしていくことを目指しています。

今回は、南海トラフを震源とする震度 7の巨大地震

が発生し、宮崎県日向市の美々津地区にかなり大きな災

害を被ったと想定しました。この美々津地区は、日向灘

に面した重要伝統的建造物群保存地区で、高鍋藩の記録

等にも災害に関する記載があります。宮崎県は南海トラ

フ地震で大きな津波がくると予想されているため、この

シミュレーションでは、大規模地震による津波が宮崎県

沿岸部に発生し歴史地区である美々津地区が被害を受け、

資料保全の必要性が生じたもののマンパワーが不足して

いてそれを補うために、鹿児島県地域からレスキュー支

援に入ってくるというシナリオを設定しました。基本的

な流れとしては、大規模災害からの資料保全を時間の経

過に沿って、「自分達がそのとき何をすべきか」そして「そ

のときに対応した行動」をグループに分かれてディス

カッションしながら検討していきます。例えば、11 月

26 日 10 時 40 分の状況（仮定）では、「資料を実際に
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扱う際に、心がけることは何だろうか」という課題を各

グループでディスカッションしました。いざ人員の移動

や資料を取り扱う際に、通常とは異なった濡れている資

料の扱い方など災害時の状況を把握していない状況で現

地に入てしまうと、結局作業も何もできないのではない

かという〈気づき〉をタイムラインごとに沢山発見でき

たワークショップとなりました。

参加者の大半は実際に大規模災害の被害を受けたりそ

れに対応した経験がないため、今回は、熊本地震で実際

に資料のレスキュー活動を行った熊本県内の博物館学芸

員の方に来てもらい、実際の災害時にどういった対応を

行うべきかをアドバイザーとして要所で説明して頂きま

した。

グループでは、タイムライン毎に状況をディスカッ

ションし、各自の意見を付箋に書いてまとめるという作

業を 7～8分程度の短い時間で行いましたが、経験した

ことのない状況を理解するためにも、もう少し時間をか

けても良かったと思いました。グループ内で意見をまと

めたのちに、アドバイザーから回答例として熊本地震で

の実施状況を個別のケースに応じて説明して頂きました。

例えば「冬は日暮れが早く、時間との勝負」や「とっ

てのついた道具類が持ち運びに便利」といった状況は、

想像だけでは思いが廻らない部分でもあり、また作業時

に安全靴やマスク、ゴム手袋を着用して自分の身を守る

ことも後手になりやすいといった、ディスカッションで

は気づかないことを理解できました。

参加者全員（28 人）にアンケートを実施し、資料保

全活動の経験や関心の有無、理解できたこと・出来なかっ

たこと、参加意義などをまとめました。

参加者の半分が鹿児島と宮崎の 20代学生で、残りが

30代～60代の自治体の文化財担当や、自治体または指

定管理団体の博物館・図書館職員、ヘリテージマネー

ジャー、大学教員、一般ボランティアでした。参加者の

3分の 1は、「災害時か否かに限らず、博物館や民間が

所蔵する資料への直接的な保全活動に参加した経験」が

無く、また、5回以上の経験がある方も全体の 3分の 1、

多くは 10回以上、という方もいました。今後統計的な

分析作業を進めていきますが、現段階では大きく次のよ

うなことが分かりました。

「ワークショップをやって最も理解できたことを 1つ

選ぶ」という設問では、「資料保全活動の必要な準備と、

準備の何ができていて、何ができていないか」、「民間組

織、資料保全に関わる組織間や行政との連携の難しさと

重要性」を多くの人が選び「資料保全活動の作業の流れ」

が分かったという選択肢が続きました。

「ワークショップの内容について最も分かりにくく感

じたこと」では、「被害を想定する手段や情報収集にお

いて何が必要なのかが分からない」を半数以上の参加者

が選んでおり、今までに資料保全活動に携わった経験の

有無によっても左右される結果となりました（図 1）。

図1 : ワークショップの内容で最もわかりにくく感じた点
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アンケートの回答から、参加者が分かりにくいと思っ

たことを集約し、過去の事例などを参考に事前に手段・

方法等があるのであれば調べてまとめていく。すなわち、

今回参加者が難しいと感じ、分かりにくかった点を解決

できるような、情報の蓄積やマニュアル化も大事なので

はないかと考えます。資料保全ボランティアも毎回同じ

人が参加できるわけではなく、その時々の状況で参加者

の経験値も年代も人数も変わってきます。そういった状

況でも効率よく動けるように、経験者の情報の蓄積・共

有は、ボランティアへの参加や活動のしやすさに繋がっ

ていくと考えます。

また一方で、災害の種類や被災状況など、一つとして

同じ条件にはならない中で実際にレスキュー活動を行わ

なければならないことを考えると、今回のようなシミュ

レーションワークショップも回数を重ねていき、考える

訓練を続ける必要があると考えます。

さらに「このワークショップの意義について、最も感

じたことの中から 2つ選べ」という設問では「地域の

歴史・文化をまもるためには、様々な立場の人の協力が

必要である」・「災害においては、隣接する地域間での連

携をはかる事が極めて重要である」という選択肢が多く

選ばれ、隣接する地域間の連携・協力について参加者の

理解が深まったという結果となりました（図 2）。

現状では、両県の資料ネットで協力関係を築いており、

自治体だけではアプローチがしにくい隙間的な活動が重

要になります。資料ネットが活動をすることで、災害時

の準備が整っていない自治体が活動への理解を深めたり、

行動を変化させていくことにもつながっていくのではな

いかと期待します。

あと、人材が不足している点で、隣接地域間での連携

が大変重要であることを理解し、それが共通認識にも

なってきました。災害時にお互いの機能を補完するため

には、日常的な資料ネット間の活動を活発化させる必要

性があり、また、各県の博物館協議会とか建築士会・ヘ

リテージマネージャーなどとの連携が可能となれば、今

後、機能の異なった団体との相互補完関係も構築される

のではないかと考えます。

鹿児島と宮崎の隣接地域間連携について、このシミュ

レーションは 2018 年度内にはもう一度、鹿児島県出水

市で行います。今回とは逆で、鹿児島で災害が発生して、

鹿児島資料ネットだけでは対応できずに宮崎資料ネット

が支援に入るという想定です。鹿児島では、宮崎でのワー

クショップ参加者がもう一度参加することにもなります

ので、更なる参加者の理解と、課題となるべき点を確認

していきたいと考えます。

図2 : ワークショップの意義について
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はじめに

報告に先立ちまして、2018 年に各地で起きました

様々な災害で被災された皆様に心よりお見舞い申し上げ

ます。また、様々な形で支援に携わられている資料ネッ

ト関係者の方々、自治体関係者の方々に心から敬意を表

します。

神奈川資料ネットは 2011 年 7 月に設立した、いわ

ゆる予防ネットです。この間、資料レスキューを主導す

るような被災からは免れています。ですので、本研究集

会の趣旨にある、複合災害・広域災害に対処した経験は

お話できません。

一方、首都直下地震の可能性は常に指摘されています

し、神奈川県は箱根もありますので、火山の噴火も気に

なります。被災時には、複合災害・広域災害への対応が

必要になると思います。首都圏で、常に被災と紙一重で

あることを意識しながら活動していくにあたって、この

全国史料ネット研究交流集会や資料レスキュー等への参

加は、多くのことを学ぶ機会となっています。そのこと

をみずからの活動にどう活かしているのかを報告させて

いただき、複合災害・広域災害への予防的対処について

皆様と一緒に考えていければと思い、報告を構成しまし

た。

1.　他地域の経験に学ぶ

神奈川資料ネットの設立に際しては、先行している各

地の資料保全ネットワーク等のご教示なしには始められ

なかったと思います。2010 年の台風 9号の後、「プレ

神奈川ネット」として被災資料の確認調査を行なった際

は、歴史資料ネットワークから運営委員を派遣していた

だき、また、調査方法をご教示いただきました。実はこ

の時の報告文を『史料ネットNews Letter』に載せてい

ただいたことがきっかけで、当時神奈川地域史研究会の

代表委員であり、横浜国立大学の名誉教授でありました、

故 有光友學先生と知り合うことができました。その出

会いがなければ、神奈川地域史研究会と神奈川大学日本

常民文化研究所の有志により神奈川資料ネットの準備会

を立ち上げることはできませんでした。また、設立直後

は新潟歴史資料救済ネットワークなどに組織のあり方に

ついてお伺いし、運営方法を検討しました。

現在は運営委員 6名を中心として活動しています。

メーリングリストは活動を知っていただく場としてつ

くっておりまして、登録いただいている方を会員とはみ

なしておりません。活動の多くは運営委員ができること

を持ち寄るかたちで行なっています。

設立後は、他県の資料保全ネットワーク等の活動に参

加させていただく機会を得ました。同じく関東で設立し

た千葉資料救済ネットや茨城史料ネットとは、「緩やか

な連携」をさせていただくことにしていて、福島県いわ

き市勿来の資料レスキューや関東・東北豪雨で被災した

茨城県常総市の古文書レスキューや水損行政文書の復元

作業に参加させていただきました。また千葉資料救済

ネットと茨城史料ネットの方にご登壇いただき、関東の

資料ネットワークのあり方を共有する、神奈川資料ネッ

ト主催のシンポジウムも行なっております。

2017 年からは国立文化財機構文化財防災ネットワー

ク推進室主催で、東京国立博物館が事務を所管している

「地域の文化財防災体制の確立に向けた協議会」に参加

報告 10

他地域の経験に学び、みずからの地域で活かす 
― 神奈川資料ネットの活動から ―
神奈川地域資料保全ネットワーク

宇野　淳子



63

させていただいています。関東甲信越の博物館協会や史

料協、資料保全ネットワークなどが参加する会で、他県

の状況を知り、また県内の教育委員会や図書館協会、博

物館協会と同じ会議に参加することを通して自分たちの

活動を客観視するきっかけにもなりました。

2.　神奈川での資料保全活動をみつめなおす

これらの機会を通して、私たちは神奈川での資料保全

活動をみつめなおすことになりました。そのきっかけの

ひとつは全国史料ネット研究交流集会への参加です。全

国史料ネット研究交流集会に参加し、各地の事例から学

ぶことで、私たちは神奈川を含む大都市圏では、資料が

置かれている環境に特異性があることに思い至りました。

それは大規模自然災害や戦災に加え、大規模宅地開発等

による都市化によって地域の姿が一変しているという現

状です。「旧家」が地域の中で一定の存在感を持ってい

たり、資料が百年単位で保存されている蔵が現存したり

する地域ばかりではないことを前提とした資料保全活動

を行なっていくべきであると自覚しました。

また、地域の姿が一変しているからこそ、大都市圏で

は古文書のような資料が物語る地域の歩みの延長線上に、

自分たちの生活があるという認識を持ちづらいことも現

状です。

私自身は横浜市で生まれ育ち、横浜開港と関東大震災、

そして生まれ育ったまちが 1960 ～70 年代に大規模宅

地開発によりできた地でしたので、そのなりたちを郷土

教育で主に学びました。地域の旧来の姿に思いをはせる

ことができる痕跡に日々の中でふれた記憶は、字名が地

区名として残っている程度しか思い出すことができませ

ん。暮らしの中で蓄積されていき、いずれは地域の歴史

を物語ることになる資料に気づけないという感覚は、私

自身もとてもよくわかります。ですので、普段は資料で

あると認識されることがない身の回りのものの中にも、

地域の歩みを示し、人びとの生活をささえ、未来への礎

となる資料があることを知ってもらえる機会を作ること

が重要になります。

このような検討を基に、私たちは 3つの活動方針を

定め、活動を整理しました。それは、「地域資料を保全

することの意義に関する啓蒙普及」「資料保全のノウハ

ウに関する助言」「資料保全のノウハウを持ったマンパ

ワーの提供・紹介」です。現在は「地域資料を保全する

ことの意義に関する啓蒙普及」を中心に、「資料保全の

ための活動」と「県内外の諸機関との連携」の 2つを

軸に活動を行なっています。

神奈川県の人口は、今年（2018 年）の 10月 1日現在、

約 918 万人です。その数だけ「地域や人びとをささえ

る資料」として、保全していきたい資料はあるはずです。

人員や予算が潤沢であったとしても、その全てをカバー

することは極めて困難です。しかし、その必要性が伝わっ

ていれば、複合災害・広域災害に遭った際も残そうとし

ていただけるかもしれません。ワークショップは、その

ための取り組みです。また、神奈川県内で行なわれてき

た資料調査の成果に学ぶことをあわせて行なうことで、

多種多様な地域を都市化した文脈の中で把握することが

可能になると思います。

県内外の諸機関との連携は、会議等への参加とともに、

身の丈にあった広報・後方支援ができればと考えており

ます。平成 30 年 7月豪雨に際しては、小規模であり、

かつ遠隔地にある資料保全ネットワークとしてできるこ

とをさせていただこうと話し合い、被災地で行なわれて

いる資料保全活動に際してのボランティア募集について

紹介させていただきました。このような活動を細く長く

続けていければと思っております。

3.　みずからの地域で活かす 

　  ― 今年度の活動から ―

次に、これまでの活動をふりかえりながら、今年度の

活動を例として、みずからの地域でどう活かそうとして

いるのかについてお話させていただきます。

2012 年から 4回開催しているのが、資料保存ワーク

ショップです。2012 年は神奈川大学で、2013 年以降

は寒川町の寒川文書館との共催で開催しています。昨年

までの 3回は、水損資料の応急措置を体験していただ

くことと、襖の下張り文書の剥離の二本立てで行なって

いました。昨年度は、関東・東北豪雨で被災した、茨城

県常総市総務部総務課から写真などを提供していただき、
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水損行政文書の復元作業についてレクチャーを行ない、

その後に擬似被災文書を使って、実際に行なわれている

作業方法を体験していただきました。今年度、スタッフ

は資料ネットの予算でボランティア活動保険に加入しま

した。事故やケガが起こらない運営が基本ですが、襖の

中の古い釘でケガをするなどの可能性がゼロではないこ

とから加入しました。なお、私はこのボランティア保険

証を持って、今年の 9月 13 日から 17 日まで愛媛県西

予市で行なわれた水損行政文書のレスキュー活動に参加

しました。全史料協の個人会員としての参加ですが、神

奈川資料ネットの派遣支援ともいえるのかもしれません。

今年度のワークショップは 10月に下張り文書を剥が

し、12月9日にその内容を参加者と共に読むことで、「あ

あ、だからこういうものを残すことは大事なのだ」と、

住民の皆さんに気づいてもらえるように2回連続のワー

クショップにしました。襖は寒川町の個人のお宅からお

借りしています。10月は下張り文書の剥離と共に町史

編さんの際に同じお宅に調査に入ったことや、一次資料

が刊行物に掲載されても、実物資料を保存する意義があ

ることをレクチャーしました。また、擬似横帳を使用し

て貼り込まれている文書の形態を理解してもらうことも

行ないました。

寒川町の下張り文書の剥離は、ずっと同じお宅の資料

を使わせていただいています。2013 年には、『東京地

所家屋新報』という、1923（大正 12）年 6 月に発行

された不動産関係の業界紙の断簡を取り出しました。そ

の 3か月後には関東大震災が起きています。関東大震

災で被災する直前の湘南地域の一側面を知ることができ

ました。もちろん、生活に密着した文書もありますし、

近世文書も出てきています。このように、反故紙として

襖に張り込まれた文書には生活に寄り添う様々な内容が

書かれていることを体感していただき、平成 30年 7月

豪雨の後、今に至るまで被災した文書などを復元する活

動が続いている意義と、ワークショップで知っていただ

こうとしていることはつながっていることを理解してい

ただき、資料保全につなげていきたいと考えています。

それとともに、旧来の自治体史編さん事業の過程で進

められてきた資料調査の成果に学び、その蓄積を継承し

ていくことももちろん重要です。県・市町村が作成した

資料所在目録を基としたデータ入力作業は、神奈川資料

ネット設立直後に運営委員の分担で行なっていたのです

が、他の活動との兼ね合い等を考え、しばらく休止して

いました。しかし、ここ数年の大規模自然災害をかんが

みて 2018 年度から作業を再開しました。10月からは、

人間文化研究機構の「歴史文化資料保全の大学・共同利

用機関ネットワーク事業」の受託研究を代表の多和田が

行なわせていただくことになりましたので、その事業と

して入力作業を行なっています。

大規模自然災害時に自治体のサーバーがダウンしてし

まう可能性を想定し、ハザードマップを紙媒体で収集す

ることを始めています。また、量は多くないのですが、

水損資料の初期対応に使う道具等を購入しています。そ

れらをあわせて使用することで、地域資料の被災の確認

調査をできるようにしていきます。

おわりに

以上、お話してきましたように、神奈川資料ネットは

他地域の経験に学び、みずからの地域で活かす方法を考

えてきました。災害は明日起こるかもしれず、災害時に

機能するネットワークであり続けるためには歩みを止め

ないことが重要であると考え、活動を行なっています。

活動していく中で、災害発生前にすべき活動を、神奈

川という地域の現状に即して把握し、実践することが重

要であるとの考えに至ったのは、他県等の活動に学び、

首都圏の現状等を見つめなおしたことで活動のビジョン

を持てたことによります。

5回目の全国史料ネット研究交流集会に参加できたこ

と、また、それに至る様々な準備等に携わられた方々に

御礼申し上げ、今回の研究交流集会で得られた学びを次

の活動につなげていきたいと思います。

ご清聴ありがとうございました。
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阿部浩一 : 実行委員会の委員の一人であ
りますふくしま史料ネッ
トの阿部と申します。ど
うぞよろしくお願いいた
します。今回は特に広域
災害・複合災害というこ

とで、テーマが明確に設定される形で報告
がなされましたので、あらためて報告内容
を振りかえった上で、その中で皆さんから
意見をいただければと思います。

まず、主に議論されたのは広域災害と支
援のあり方ではないかと思います。今回の
西日本の水害の事例で、広域からの動きと
いうものが非常に多く見られましたし、鹿
児島と宮崎との資料ネットでも広域化の動
きが出始めているということでした。新潟
でも支援物資の話、それから宮城からは情
報提供という形での支援の在り方もありま
した。福島の話というのは茨城の白井さん
からの紹介ということもありますので、こ
れもある種の県外からの支援という点で、
広域支援といえるのかなと思います。

また、地域の中での多様な担い手との連
携ということで、博物館や文書館、美術館、
図書館といったさまざまな機関の主体性、
積極性が分かりましたし、それから外から
の直接的な支援、後方支援、これは物資の
問題もそうですし、佐藤大介さんの報告に
ありました、リストを作って後方から支援
していくというような在り方ですとか、い
ろいろな例をご紹介していただいたかと思
います。

予防ネットについては、鹿児島の佐藤さ
んからお話いただきましたけれども、人数
が少ないなりのやり方としてどういうよう
な支援の在り方があるのか、そういった論
点を出していただいたかと思います。また、
広範囲の層への働きかけということで、昨
日岡山から SNS の可能性ということでお
話がありましたが、これについてはこれま
での集会の中でも、例えば山形ネットの発
信したものを宮崎で受信して支援したと
か、岩手から SNS で発信したものを山形
が受け取り、ネット間同士での広域支援に
繋げていったというのはあったと思います
けれども、今回の場合には、例えば片付け

のボランティア、歴史に必ずしも関心のな
い方でも気づきのきっかけになるという新
しい情報伝達の在り方をどういうふうに
使っていくのかという可能性も指摘された
かなと思います。

ただ一方で、やはり SNS というのは広
範囲でやりとりされるものですので、たし
か前回の岡山集会の時にも、こういった所
在情報を広めてしまうことに危険性はない
のかといったお話があったかと思います。
このあたりは少し留意しておく必要がある
のかなと思います。

あと、今回の話の中では、これまでの集
会の中でもずっと議論されてきた行政の関
わりと連携という部分が見えにくかったか
なというのがあります。このあたりをご報
告いただいた方々も含めて、もし何か補足
ですとか、新しい動きがあるとか、あれば
ぜひご発言いただければと思います。

自然災害については、昨日の矢田さんの
ご講演の中で、地震も時期によっては積雪
の問題もかぶってくるということでの複合
災害という視点を出していただきました。
今回の西日本水害の場合を振り返ってみま
すと、今年の夏は猛暑、酷暑が最悪級といっ
てもいいのではないかと思いまして、ある
種の複合災害かなという気がします。そう
いった酷暑の中で関係者の皆さまは奮闘さ
れたと思うんですけれども、今回伺ってい
て印象的だったのは、そういう時期だから
こそカビの発生が緊急課題になるが、愛媛、
広島、それから岡山も冷凍保存を割とス
ムーズにやっていたという話を伺いまし
た。話をきいているとうまくいったような
ところがあるんですけれども、それは単な
る偶然でうまくいったのか、それとも必然
となるような平時からの準備があったの
か。このあたりの対応を是非知りたいと思
います。またどうしてもこういう報告です
と、こういうところが良かった、こういう
ところがうまくいったという話が中心に
なってくるんですけれども、やはりこれか
らの事を考えると、こういうところがうま
くいかなかった、こういうところをもう少
しうまくやればよかったとかいうようなと
ころもあると思いますので、いろいろな経

験を我々も共有して継承していけたらと思
います。

そういう意味でいきますと、前回の岡山
での最後のところで、今津さんが「そこそ
こだったら、できている報告がある、これ
はある意味豊かな経験の蓄積ではないか」
とおっしゃられたと思うんですけれども、
私も第 2 回集会の世話役をさせていただ
いて、そのときに「こういうことが課題だ」
といわれたことが、年々お話を聞いている
と出来るようになっている、これはやはり
これまでの集会の蓄積の成果ではないのか
と拝聴しました。

ただ、昨日の矢田さんの話の中で、複合
災害と言ってしまうと逆に見えにくくなる
というような話があったかと思います。そ
ういったところも意識しながら、この複合
災害の問題は、さらに実践を積み重ねなが
ら多角的な検証をしていく必要があるかな
と思いました。

全体としては、やはり昨日の矢田さんの
ご講演で、現場での実践、そして経験から
学ぶといったことをおっしゃっておられま
したけれども、こういった資料ネットでの
経験上の共有と継承といった話は、今日の
神奈川の話でもでておりましたし、それを
また神奈川が受け止めて大都市圏なりの自
分の地域の課題として捉えなおして、問題
化していくという意味では、集会というも
のの持っている重要性が改めて意識された
かと思います。私のやっている福島の場合
は、原発、原子力災害という事情があるの
で、ちょっと難しい特殊な事例のように受
けとめられるでしょうが、私は普遍的な課
題があるんじゃないかなと思っています。
ひとつには行政の役割で、福島県の富岡や
大熊、双葉で行政がどういうことをやって
いるのかというのは、広く共有しておく必
要があるのかなと思うんですね。それから
天野さんがご紹介されましたけれども、こ
ういった被災地、旧警戒区域の中から「大
字誌」という形で、自分たちで地域の歴史
を残そうとする動きが出てきている。こう
いうことからも、福島の取り組みというも
のが皆様にいろいろなことを伝えていける
のではないのかなというふうに考えている

意見交流（全体討論）
司会 : 阿部浩一（福島大学／ふくしま歴史資料保存ネットワーク）
　　　天野真志（国立歴史民俗博物館）
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わけです。
そして資料ネットの連携の有用性があら

ためて確認されました。天野さんからネッ
トワーク化を推進する事業をご紹介され
て、やはりその中でも話がでてきましたよ
うに、ネットワーク化自体が結構多様化し
ていて、歴博のような大学を中心とした
ネットワークもありますし、博物館のネッ
トワークもある。それから国立文化財機構
で文化財防災ネットワークをやっている。
それぞれの業界というか分野でネットワー
ク化ができているみたいですけれども、そ
れがどこまで有機的に連関していけるか。
今回、「史料」ではなく「資料」をつかっ
ているのが非常に印象的で、資料ネットの
活動が、歴史だけでない広い範囲の資料を
対象とするものになってきている一つの現
れと受け止めたんですね。そういう意味で
いきますと、多様化していく保全対象を前
に、ネットワーク自体はどう連関していけ
るのか、どれだけ長期的に連携ができるの
か、大きな課題ではないかと思いました。
それと同時に、歴史研究者の中の連携自体
も広がっているわけではありませんので、
それぞれの専門分野の中で資料保全の重要
性への理解をどう広げていくかも、やはり
改めて課題としなければならないと思いま
した。

これは大きな話ですけれども、来年から
文化財保護法が新しく動いていく。その中
で、地域の中での未指定の文化財の検証と
いう問題もでてくる。これはやはり資料
ネットがこれまでに取り組んできた問題と
密接にかかわっている。その中で、これま
で地域で歴史を支えてきた郷土史研究家の
人たちの問題も無視できないのではない
か。郷土史家たちの高齢化の問題等いろい
ろありますので、そのあたりも今後議論し
ていくべきじゃないのかなと思いました。

長いんですけれども、今回の集会での成
果を私なりに整理させていただきましたの
で、皆さまからいろいろとご意見・ご質問
をいただきたいと思います。

やはり今回は広域災害というのが議論の
中心になるかと思いますので、まずはその
あたりで事実確認ですとか、疑問ですとか、
何が具体的にご意見等あるかと思いますの
で、是非フロアの方から積極的にご発言い
ただきたいと思います。

どなたからでも結構ですので、積極的に
挙手いただければと思います。
吉原大志 : 神戸の歴史資料ネットワーク

の吉原と申します。西日本豪雨の被災地の

うち、岡山、広島、愛媛
については、全国の皆様
からカンパをしていただ
きまして、3 つの地域に
神戸から支援募金や物資

などを送るかたちで支援してきました。今
回の報告で特に印象深かったのは、先程、
阿部さんのまとめにもあったように、各地
域に冷凍庫がちゃんとあるというのが非常
に大きいと思います。また、先日岡山史料
ネットの作業に作業に参加しましたが、参
加者のなかには美術館の人がボランティア
で来られたりとか、いろんな方々が集って
いるのが非常に印象深かったです。これま
でであれば、歴史研究者が活動の中心で
あったのに対して、例えば岡山だと、いろ
んな博物館、美術館、など、さまざまな人
たちが集まっていることの背景には、日常
的にどのようなつながりがあったのでしょ
うか。

愛媛の場合でしたら、冷凍庫の確保をめ
ぐって、学内や学外においてどのような日
常的な関係があったのでしょうか。次に広
島について、広島県立文書館と広島大学文
書館との間に 2011 年に結ばれた「災害等
の発生に伴う史・資料保護に関する相互協
力協定書」や、中国・四国地方の 11 県市
の間で 2013 年に作成された「中国・四国
地方における被災文化財等の保護に向けた
相互支援計画」がありますが、これらを結
んだ後、日常的にはどういう関係があった
のでしょうか。それぞれの地域ごとにお答
えをいただければと思います。
阿部 : ありがとうございます。それでは

西日本水害に関して、3 県についてそれぞ
れにありましたので、それぞれどなたでも、
報告者でも、あるいはネットの関係者の方
でもよろしいので、ご説明をいただければ
と思います。では順番に岡山。
今津勝紀 : 岡山の今津でございます。冷

凍庫はですね、岡山の場
合、予防ネットで十何年
間ずっとしてきて、細々
というような感じでつな
がってきたというのがあ

るので、関連するいろんな人達がいたこと
と、3・11 で文化庁が未指定文化財を残
そうということで声をかけてくださって、
岡山県もボランティアベースの資料ネット
とは別に、市町村の担当者、建築士会、博
物館協会、そして大学、資料ネットが入っ
た岡山県文化財等救済ネットワークができ
ました。かなり広い範囲の人たちがそこに

属することになったのですが、実際には市
区町村のレベルではほとんど動けなかった
ところもあったり、というのが実際で、そ
こは課題として残った。博物館協議会も、
協議会そのものはそれなりに機能して、そ
の中核になっていた美術館がよく頑張って
くれましたが、それ以外のところで思うよ
うにいかなかった部分もないわけではあり
ません。

冷凍庫のほうは、県ネット、県の文化財
課が中心になって、県ともお話して、奈良
の冷蔵会社のほうにも話がいって、そこか
ら岡山県の冷蔵会社の協会のほうに話がい
きまして、そこに倉敷市の公文書が入ると
いう経過になりました。これは県ネットが
機能したということになります。

私達のところではドタバタで、うちの学
内の冷凍庫は急遽科研を使って家庭用の小
さなものを買ったにすぎません。いつまで
たっても会計が処理してくれない、発注業
務もしてくれない。自分でかった方が早
かったという感じです。

あとは県の古代吉備文化財センターの冷
蔵庫、県立記録資料館の冷凍庫がありまし
たので、そちらも使わせていただきました。
岡山県の予防ネット的なネットワークでつ
ながっていたところを総動員してなんと
か、冷蔵、冷凍しているということです。
胡光 : 愛媛資料ネットの胡です。学外の

冷凍庫を使用できた背景
をまず説明します。被災
して 3 日目に宇和島市
内で 100 箱以上の文書
が水にぬれているという

情報があって、できれば数日のうちに早く
救出したいということで、資料ネットのメ
ンバーで各方面に連絡をとりました。芸予
地震の時と違うのは、各職場の公的な立場
を活用して動いた点です。我々大学、それ
から県や市町の博物館・資料館、県庁の文
化財課にも連絡をとりながら、緊急の手配
を進めました。東北大学の佐藤さんからも
冷凍庫をあけていると連絡をいただいてい
たのですが、100 箱以上のものを県外に
持ちだすのは難しいという判断で、県内で
探しました。その中で日常的に町民との交
流が深い伊方町の博物館が漁協の協力をと
りつけてくれて、県や町の公用車で、そこ
に運び込んだというのがまず第一段階で
す。佐田岬という遠方にあり、魚と一緒に
ずっと置いて迷惑をかけ続けることはでき
ないということで、次の場所を探しました。
愛媛大学には、沿岸環境科学研究センター
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という、世界の沿岸環境を調査して、世界
の試料を保存している研究施設がありま
す。南極越冬隊のニュースや、愛媛大学
ミュージアムでのアザラシの展示を見て、
センターの存在は知っていましたが、交流
はありませんでした。そこで、被災直後に
大学内に設置された災害対策本部に相談し
ました。災害が起きると県庁に災害対策本
部が設置されますが、愛媛大学でも 2001
年の芸予地震の時から、学内に災害対策本
部を置いて各学部の専門性を活かした地域
支援を行っています。今回も学長をトップ
として、各学部教員から志願者を募り、組
織化され、自ら被災地へ行ったり、地域か
らの要望に応じてそこへ赴いたりしまし
た。私たちも、資金的な援助も受けながら
文化財班というグループで活動しました。
対策本部に冷凍庫の相談をしたところ、大
学全体で地域支援をするという方針のも
と、沿岸センターがすぐ協力を表明してく
れました。センターは3階建てのビルで、1・
2 階全てが es-BANK という冷凍室になっ
ていて、その空きスペースに 600 箱収納
可能ということでした。そこで、準備を整
えて、被災 1 ヶ月後に伊方の漁協から大
学の研究センターへ冷凍文書を移動させ
て、今日に至っています。資料ネットだけ
でなく、博物館・資料館の協力、市民の方
の協力、大学の協力、各々の連携がなけれ
ば、この保全活動はうまくいってません。
現在、解凍修復を進めていますが、極めて
良好な状態で文書が保全されていて、真夏
に被災 1 週間で迅速に救出冷凍できたこ
との意義は大きいと思います。
西向宏介 : 先程ご質問いただいた、県立

文書館と大学文書館との
協定についてですが、協
定を結んだ後で日常的な
活動があったかといいま
すと、実はほとんどな

かったわけです。それでこの協定自体はど
うして結んだのかというと、報告の中でも
申し上げたんですが、広島史料ネットを
作ったけど活動が休止状態になっていたと
いうことがありまして、県立文書館として
は、やはり何らかの連携といいますか、枠
組みを作っておかなければいけないという
ことで、現実的に可能な方法として、まず
大学文書館との間で協定を結びました。た
だ、4 年前の土砂災害の時にも若干連絡を
取り合ったりはしんですが、実際の活動は、
むしろ神戸の史料ネットの方々に応援に来
ていただいて作業をしたということで、協

定に基づいて何か作業したということはな
かったんです。それから年数が経ち、果た
して、実際に災害が起きた時に、協定に基
づいた活動がきちんとできるのか、少し心
配だなといった話を館内でしていたら、そ
の 2 日後くらいにこの豪雨災害が起きま
した。幸いにも、その時は館長同士で協定
に基づいてやりましょうというやり取りが
あって、それぞれちゃんと窓口を決めて、
県のほうは私、大学のほうは 75 年史編纂
室の石田雅春さんが窓口になってやり取り
を進めていくという形で活動したわけで
す。それは本当に良かったと思っておりま
す。

まずはそういう確認といいますか、協定
を結んでいたとしてもまず確認をして、そ
れから動くことが重要かと思います。今回
いろんなところからお声がけをいただいた
んですが、「支援します」というお話があ
れば、こちらも選択肢として念頭に入れて、
いざという時にはお願いしようというふう
に考えられるので、まず初動の時のやりと
りが非常に大事かなというふうに思いまし
た。

それから冷凍庫の話がありましたが、広
島の場合は、実は 1999 年にも豪雨があり
まして、その時に市内の冷凍倉庫会社の社
長さんが「冷凍保管をやりますよ」という
ことを申し出られていたことがあったんで
すね。その時は、私も会社へ挨拶をしに行っ
て、「もし必要な時はよろしくお願いしま
す」と言ったことがあったんです。ただ、
それから随分と年数が経っていてですね、
社長さんはもう忘れているかもしれないと
思いつつ、ダメもとでその会社の社長さん
に電話をしてみましたら、「覚えています
よ。もしかしたらそういう話が来るかもし
れないと思っていました」と言っていただ
き、匿名を条件に「是非お使いください」
ということで、とても快く受けていただき
ました。

大学文書館との協定の中で、県立文書館
が一つ期待していたのは、大学文書館も冷
凍庫を持っていて、その冷凍庫を万一の時
に使わせていただきたいと思っていたんで
す｡ しかし、当然のことながら、大学文書
館の都合もありますし、被災した文書なら
何でもここで保管してもらえるというわけ
ではないので、今回の豪雨災害を踏まえて、
県立文書館のほうでも自前で冷凍庫を確保
しようという話になりました。これについ
ては、すでに次年度の予算で冷凍庫を購入
することになっています。

県立文書館としても、こうした被災文書
対応の経験をもとに、少しずつ、災害に備
えた体制づくりというものを進めていきた
いと思っております。
阿部 : ありがとうございます。資料ネッ

トの場合、熱意で動くということがありま
すけれども、いろんな話を聞いていると、
大きな組織を動かしていくためには小さな
手順をきちんと進めていくことが必要です
し、そういう意味でいえば、我々の活動も
広く認知してもらうという平時からの備え
というのが大事だなと思いながらお話をう
かがわせていただきました。
長谷川順一 : ポスターセッションで、被

災建物・史料救援ネット
という名前で参加させて
いただきました長谷川と
申します。

なかなか聞けない西日
本豪雨の実態が見えてくる、大変貴重なお
話をいただき、報告者の皆さん方ありがと
うございます。

実は上村さんのお話に、我々の活動に非
常に近い部分があったというか、共感した
部分があります。それは何かと言いますと、
やはり災害において様々なものが、同時多
発で一気に失われていくかどうかという危
機的な状況の中、その救援の受け皿として
注目したいのが社会福祉協議会ですね。　
行政区ごとに設けられている社会福祉協議
会、ここはボランティアを募集するという
ことで、災害後真っ先に立ち上がり、災害
対策本部と並ぶ大きなポジション役割を果
たしていて、ここにはボラセンが立ち上が
れば、毎日何百・何千人という人が救援活
動の拠点として集まるんですね。

来る人は何をするかというと、災害に
遭ったものをみんなビニール袋に片付ける
とか、道端に出すという作業をしていく。
そういったところにチラシを配って行かれ
たという点に真っ先に敬意を表したい。続
いて避難所にいらっしゃる皆さんに、「こ
ういうものが眠っていませんか ?」という
連絡をされた。これはまさに史料救援であ
り、物資・機材救援と同じくらい重要なこ
とかなと思います。

我々は、熊本、長野の震災以来専門家が
集まっての任意の支援活動をしております
が、熊本に我々の知見を届けにいくという
ことで、被災者ばかりでなく、同時にそこ
で支援していらっしゃる現地の専門家の方
とも交流があります。その中で震災後半年
が経った頃ですが、益城町である方と出
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会ったんです。益城町教育委員会の文化財
担当の方はお 1 人でして、ご多聞にもれ
ず全く動けないという状況の中にありまし
た。

そんな中で、被災者の方がある人を紹介
したいと、我々を引き合わせてくださった
のが、文化財保護委員の方だったのです。
お話をしているうちに、「何とかしたいと
思っているんじゃけん」という焦燥感が一
気に噴き出た。しかも益城町では文化財保
護員の方が 8 名おられ、そういった方が
災害経験もない中で孤軍奮闘の状況でこれ
までずっと来られた。まさに災害発生から
半年が過ぎようとしていた時でした。

そこで直ちに保護委員の皆さんにお集ま
りいただき、「チラシを配って今からでも
呼びかけたらいいと思うのですが、皆さん
ご協力いただけないですか ?」と働きかけ
たところ、早速大きな成果が得られたので
す。

本当に益城町は、空爆同然のような建物
が崩れた映像がでるばかりで、歴史的な建
物に関しては、ほとんどメディアの中でも
取り上げられることがなかったんですけれ
ども、そういう建物が各所に点在していた
んですね。

そこで早速各小学校区ごとに文化財保護
委員の方が張り付くかたちで分担を決め、
呼びかけのチラシには地区ごとの担当の名
前と電話番号を刷り込んだ。　地区を良く
知る交番のおまわりさんという言葉が適当
かどうかわかりませんが、「顔の見える相
談員」として地域の中に溶け込んで、実に
いい支援活動と情報収集を行ってくれまし
た。

文化財レスキューには、熊本永青文庫の
稲葉先生が取り組んでおられましたけれど
も、こちらのほうにも訪問した経緯もあっ
て、その後地元の文化財保護委員と大学が
うまく連携もしてくれました。

行政と被災文化財、そしてその所有者を
どうつなぐかということが今回のテーマに
もなった中で、その働きの中心となる教育
委員会にも実は文化財担当は一人、二人し
か置かれていない。専門職を複数持ってい
るような自治体は相当大きな都市でないと
ないという状況です。そんな中で、実は災
害非常時において、市町村の教育委員会や、
文化財部門の職員の動きが取れなくなって
いても、日ごろ目立たない非常勤の文化財
保護委員が、この時とばかりに機動的に動
いてくれた。これが益城町の大きなチャレ
ンジと成果だったのです。文化財保護委員

というのは各市町村単位でそれなりにいる
ということで、そういう方とのつながりと
機動力に着目し、被災後の対応を模索する
ということもあり得るかなと思ったので、
報告と提案をさせていただきました。
阿部 : ありがとうございます。いまの発

言に対して上村さん、もし何かあれば。
上村和史 : 岡山の上村です。ボランティ

アセンターでスムーズにチラシを置いても
らうことができた要因の 1 つには、当日、
地元紙の山陽新聞に資料保全を呼びかける
記事が掲載されたこともあるように思いま
す。ちなみに掲載面は、被災者支援の欄で
した。このことにもきっと意義があったよ
うに思います。山陽新聞の記者の方も、岡
山での史料ネットのイベントに昔から取材
に来ていただいたので、そういう繋がりが、
ここで生きたのでは、と考えています。
板垣貴志 : 山陰資料ネットの板垣です。

西日本豪雨の広域支援の
話だったので、一言。

実は島根県も被災地が
あるんですよ。といいま
すのは、江の川は中国山

脈を越えて日本海側に河口がありますの
で、広島県の北部であれほどの雨が降ると
江の川も下流域はあふれるんですね。そう
いう関係で山陰資料ネットは今まで 3 回
ほど実は動いています。1 回目は江の川流
域の巡回調査、2 回目は実際にレスキュー
をしています。この時は歴博の天野さんに
も来ていただいて、江の川の中流域で 1
軒の家の資料をレスキューしました。3 回
目には、広島の支援を実施しました。広島
県立文書館に山陰から駆け付けてクリーニ
ング作業を実際にしております。今度の
12 月には、また広島のほうに広域支援に
いく予定になっています。

このような活動を広げるためには、ポイ
ントが 2 つあると思っているのでちょっ
としゃべらせてもらいます。1 つは学生と
か院生といった若い人にいかに活動の場に
参加してもらえるかという、コーディネー
トして場をつくっていくことが大事だと
思っています。広島の西向さんから依頼が
あって、島根大学と島根県立大学の歴史学
の研究室に声をかけたら、あっという間に
定員の 6 名が集まりました。そして 7 名
以降はお断りしているというような状況
だったので、結構関心を持っている学生も
多いんですね。こういった広域支援に際し
て。コーディネートするほうは大変なんで
すけどね。意識的にそういう場を作ってい

く必要がある。
それから 2 つめは地域とのつながり方

なんですが、資料ネットの活動は、具体的
には資料をレスキューして保全することを
やっていますが、より抽象的には資料を大
切にする社会をいかに作っていくかという
ことを考え取り組んでいる団体だと思って
います。そう考えた時に、単に歴史が好き
だという人を喜ばせるだけの活動になって
しまってはだめで、先程司会の天野さんが、
団体名が歴史の「史」から資料の「資」に
変わっていっているといっていたことにも
関連していると思いますが、やはり地域づ
くりというか、町づくり、この地域をどう
にかしていきたいという人たちといかに歴
史学が連携していって、いい実践事例をつ
くっていくかが重要だと思います。だから
歴史にはあまり関心がないけれど、地域の
町づくりには関心があるといった人と、良
質の実践を蓄積していく必要があるんで
す。若い学生、院生が参加する場をコーディ
ネートすること、地域とのつながり方の質、
これが人間文化研究機構の佐藤さんがおっ
しゃったように、資料ネット活動が、大学
の歴史学の研究、教育というようなものを
大きく変える活動になるポイントではない
でしょうか。長くなりましたが以上です。
天野真志 : ありがとうございます。板垣

さんや長谷川さんからもお話いただいたよ
うに、さまざまな組織や人とのつながり方
というのは非常に重要であるかと思いま
す。そういう意味では、阿部さんのコメン
トにもありましたように、行政とのかかわ
りであるとか、組織や分野を超えた連携と
いう点では、ここ新潟の取り組みというの
は特徴的なネットワークであるのではない
のかなと思います。特に新潟大学と行政、
博物館とのつながり方というのは、新潟県
博が積極的に資材を提供していったり、今
回の長岡の取り組みなんかでも大学との関
わりというのが大きな意味をもっておりま
すけれども、新潟らしさというものの背景
がどこにあるのかということ、そういった
ところをもし新潟のどなたかお話できる方
いらっしゃいましたら、コメントいただけ
ますでしょうか。
矢田俊文 : 私はあまり関係ない。だいた

い県博が仕切って、それ
についていくというよう
な感じで、資料ネットが
主体的にやるというわけ
ではなくて、新潟の資料

ネットの場合は各機関のゆるやかなネット
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ワークですので、昨日も県博さんが業務と
してやっていたとおっしゃっていたよう
に、業務としてやっていって、資料ネット
の事務局がある大学のほうは、研究と地域
貢献という目的で連携をする。そして長岡
のほうはどういうふうにお考えになってい
るのかわからないんですけれども、資料を
保全されたのは文書資料室なので、それを
活用させていただきたいという観点でレス
キューをしているという関係です。私のほ
うにふられてもあまり意味はないので、田
中さんに聞いてみれば。
天野 : 田中さん、資料室の立場から今回

の新潟の取り組みについ
て、昨日のお話にも出て
まいりましたけれども、
もしその補足的に、そう
いうところに特徴性があ

れば何か一言いただければと思います。
田中洋史 : 今ほどの矢田先生のお話、そ

して、昨日からの皆様の
報告の中にも「ゆるやか
な」とか「ゆるやかに」
という言葉が何回か出て
きていました。この「ゆ

るやか」という言葉が新潟の取り組みの特
徴ではないかと思っています。新潟大学、
新潟県立歴史博物館、それから長岡市の一
機関である当文書資料室が災害対応を行う
場合、それぞれできることと、できないこ
とがあります。それらを持ち寄って役割分
担する。例えば、資料保全の作業者として
参加していただく学生の皆さんとのつなが
りは、なかなか県や市の自治体が直接持つ
ことは難しい。その部分は、新潟歴史資料
救済ネットワークが担う。それから県立歴
史博物館の持っている県全体の状況を把握
する情報網や専門的な保管施設は、市レベ
ルでは持ち合わせていない。しかし、基礎
自治体である市町村は、地域住民との距離
が近い。長岡市の場合でいえば、被災歴史
資料を所管する山古志支所は所蔵者・職員
も作業に参加してくれます。文書資料室と
市民協働で活動を続ける長岡市資料整理ボ
ランティアの皆さんが、新潟資料ネットと
合同で作業を行う機会も設けています。長
岡市のボランティアは、ポスターセッショ
ンで報告されていました十日町市古文書整
理ボランティアと交流を図っていますの
で、その経験も伝わっていく。大学、県、
市による、災害へのそれぞれの取り組みを
寄せ集めてみると、「新潟方式」、「新潟マ
ジック」といわれるような「ゆるやかな連

携」ができあがっているということになる
のかもしれません。2 日間の研究交流集会
を聞いていると、各地域でも同様なことが
行われているように感じました。それらを
発信していただく場とし、この研究交流集
会は非常に貴重な 2 日間であると思いま
した。
天野 : ゆるやかなつながりというのは、

今日のご報告にもありましたが、宮崎や鹿
児島の関係も象徴的なものかと思います。
宮崎・鹿児島双方が出来るところと出来な
いところをお互いが把握しあって、その範
囲のなかでどこまで広げられるか。出来な
い所をどうやって他につなげることができ
るのかといったところなどですね。

ここ最近の資料ネット活動の特徴だと思
うのは、今までこういった報告の場に立つ
方が、大学教員だけでなく大学生が増えて
てきたという点です。ポスター発表でもそ
うでしたが、学生教育の場としてこういっ
たところを積極的に活用してきてくれるよ
うになっているということ、学生としても
新しい経験の場として、資料ネットという
存在が非常に大きな意義をもっているので
はないかなというふうに思いました。
多仁 : 敦賀の多仁です。今日の議論の中

で出てこなかった課題が
あると思っています。2
つほどあると思います。
1 つは高等学校のカリ
キュラムがかわるわけで

すから、歴史資料との関わり合いというの
は、地域の歴史を見るうえで、高等学校と
の連携というのは深めていく必要があると
思います。それともう 1 つ、地域の中で
郷土史を支えた存在として公民館という存
在があると思います。そういった論点が全
くでなかったので、これからの課題として
いただければありがたいです。
天野 : ありがとうございます。ご指摘の

とおり課題はむしろ多くて、先程多仁さん
がおっしゃったことも含め、地域社会や歴
史文化を取り巻く課題がいろんな活動を通
して見えてきます。近年では資料ネット活
動が各地で広がり始め、今回も 2 日間で
いろんな活動のなかで大きな課題が出てき
たんじゃないかなと思います。課題という
とすごくネガティブに聞こえるんですけれ
ども、課題の認識は、一面では次の活動に
向けた展望でもあります。そういう意味で
は、この活動をこれからの新しいテーマと
して考えていくこと。今回の鹿児島の話が
象徴的でしたけれども、マンパワー不足も

含め足りないものだらけの状況を前提とし
て周辺との協力を始めなければならない。
一見ネガティブになりそうなところをか
えってそれを逆手にとって新しい展開へと
進めていけるという、これからのステップ
になっていくんじゃないかなというふうに
考えております。

本当はもっと様々な議論をする必要があ
るのですが、時間が迫ってまいりました。
最後に少しまとめ

阿部さんの話にもありましたように、広
域災害に対応する広域連携の可能性につい
て、また、これからは一つの災害に対応す
るだけではなくて、様々な複合災害といわ
れるものに対応が迫られるようになってき
ます。岡山や愛媛で進められる行政ネット
と資料ネットとの連携は、多面的な状況に
対応するための実践的な連携事例として注
目されるでしょうし、鹿児島・宮崎が取り
組んでいるシミュレーションなども実践的
な予防対策という点で展開が期待されま
す。では、こうした多様な経験や構想をど
のように蓄積していくのかということが重
要になってくると思います。過去の失敗を
我々はどのようにして克服していくか、経
験をどうやって普遍化していくか。

広域災害に対しては、相互連携のこれか
らの在り方が活動の中で進んでいくと思い
ますし、担い手の問題というのはいろんな
地域で課題にはなりますけれども、今回の
ご報告でも実に豊富な担い手が主体的な活
動を展開していたように思います。こうし
た取り組み全体を踏まえて、日本社会にお
ける資料保存のあり方として改めて検討し
ていくことが求められるのではないかと考
えております。まとめにならない話で非常
に恐縮ですけれども、これからも様々な大
学や行政、博物館、地元の皆さんとの関わ
りを、こうした機会をとおして今後も大事
にしながら進めていきたいと思います。非
常に拙くて申し訳ないんですけれども、意
見交流をここで終わりにしたいと思いま
す。どうもありがとうございました。
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私ども国立文化財機構は、2014 年度から文化庁の補助

金事業として文化財防災ネットワーク推進事業を実施して

おります。これは、東日本大震災が発生した際に、文化庁

の呼びかけによる被災文化財等救援委員会が結成され、そ

の 2年間の活動が終了するときに開催されたシンポジウム

において、予想される東京直下、南海トラフといった大規

模震災の時にこのような集まりを機能させるために、ゆるやかな連携体制を作って

おきましょうということが話し合われ、それを承けて開始されたものです。

この推進事業の一環として、私どもは 2015 年 2月に神戸史料ネットの 20周年

を記念する全国史料ネット研究交流集会を開催させていただきました。これを第 1

回として、以後 4回目までを国立文化財機構が主催として関わらせていただくと

いう形をとってまいりました。今日も最後に挨拶をさせていただくということです

が、今回は主催を人間文化研究機構が担当されまして、私どもは共催ということに

なっております。

今回もこのようにたくさんの内容について、いろいろな活動について情報を得る

ことができました。そして今年は、去年、今年と豪雨災害、地震災害が頻発し、そ

れらに対する史料ネットの皆さんの協力体制の在り方に関しての報告と議論の場で

もありました。

災害の内容が、これまでとは違ったものとなり、本当に大変なことではあります

けれども、皆様方のご努力に心から敬意を表するものであります。

私はこの最後の挨拶を何回もやらせていただいていていますが、何かあったら私

どもの防災ネットワークのほうにご連絡くださいということを去年も一昨年も申し

上げています。しかし実際は、最初のはじまりが「ゆるやかなネットワークを作り

ましょう」ということだったので、本当にゆるやかなネットワークにしかなってい

ない、というようなところがあります。現在、文化遺産防災ネットワーク推進会議

は全部で 24の団体によって構成されていて、人間文化研究機構にも、史料ネット

からは神戸史料ネット、宮城資料ネットにもご参加いただいているのですが、それ

閉会挨拶

独立行政法人国立文化財機構　文化財防災ネットワーク推進室長

岡田　健
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によっていざどこかで災害が起きた時にいつでも緊急にチームを編成して出かけて

行く、というものとはなっていません。個々の団体は、それぞれに独自の連絡網を

持ってはいるが、いざ災害が起きた時にどのように連携をしていくのかがわかりに

くいのではないか、という声が推進会議の中からもあがっていました。去年の九州

北部の豪雨災害でも、被災したところの被害状況を見に行った某団体のメンバーが、

その被災した施設の人に防災ネットワークに連絡すると助けが来ると言いながら

帰ってきてしまった、というようなことがありました。

防災ネットワークに対する皆様方の見方はそういうふうなのだなあと実感させら

れたケースではありますが、私たちは個々の団体としては救出活動に参加しにくい

というところがありまして、去年、今年と豪雨災害、大規模災害、地震災害などが

続いていたにもかかわらず、私たちがすぐに出動したということが実は一度もあり

ません。そういうことで言うと、各地の史料ネットの方々の毎回の活動というもの

を、まことに逞しいなあと思い、いつも感心しながら見させていただいているとい

うことが続いております。

こういう状況に対して、推進会議としての災害発生時の活動のためのガイドライ

ンを作ろうということが提案されまして、今年度になりそのガイドラインの策定作

業を開始したところです。

これについて皆様の前にお示しするにはもう少し時間がかかりますけれども、災

害の規模をいくつかのレベルにわけて、その対応と連携のあり方を考えようとして

います。規模が一番大きな場合には、被災文化財救援委員会というようなものが組

織されます。神戸・阪神淡路大震災、東日本大震災ではそれが組織されました。次

に、そういった救援委員会は組織されないけれども、県内に対策本部を設置して文

化財レスキューを実施していたのが熊本の例でした。しかし、それ以外のレベルに

なりますと、都道府県としては特に対策本部を設置しないで県内の方々の努力と連

携によって対応に当たるという場合があり、実際にはそのようなケースがほとんど

です。しかしそういう場合でも、今回の西日本大豪雨などでは人間文化研究機構の

各機関でありますとか、国立文化財機構の奈良文化財研究所ですとか、あるいは全

国歴史資料保存利用機関連絡協議会ですとか、そういったところの専門家が個別に

出かけていって相談をしたりとか支援をしたりすることがありました。このように

各団体が個別に活動をする場合がありますし、災害の規模と内容によっては全くそ

ういうものを必要としないというレベルのものもあります。このようなさまざまな

レベルの状況に対して、私たちは災害が発生する度にこれはどういうレベルであっ

て、具体的にどんな災害が起こっていて、文化財についてはどういう支援の体制が
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必要かということを考えていくということを、いよいよ本当に体制として作ろう

と考えているのです。

これを実現していくことによってようやく皆様方にも文化財防災ネットワーク

というものが見えてくると考えておりますし、そこで災害発生時の具体的な救援

の体制としても活動ができるものと思っております。来年度にはそういったもの

をお示しする予定となっております。

今回この 2日間の大会に参加させていただきました。昨日の懇親会の席で岡山

の今津先生が、大声でしゃべっていらしたのですけれども、正確に再現できるか

わかりませんが、次の世代の人達にというメッセージであったと思いますが、救

援のための方法を構築するといったことではなくて、地域にある文化的な資料、

資源というものがそこに存在してきた意義、あるいは今存在することの意味、そ

してこれから存在していくことの意味ということを考えて、これを保全していく

活動とはどういうことなのか、ということを考える。私の理解ではそういう学と

しての領域を確立していこうではないかというようなことをおっしゃったと思い

ます。私自身も文化財防災というのは、そういうところで考えていく必要がある

と思います。そこは学術的なところでどうする、何か高尚な事を言っているとい

うようなことではなくて、やはりいままでのいろいろな経験がもっと体系化され

て、もっと理論化されたものになっていくことが必要なのだろうと思います。

このようなことをよく感じさせていただくことができたのが、今回の 2日間で

あったろうと思っております。

私どもも、これからも皆様方の活動により一層、積極的に関わらせていただいて、

そして情報も頂戴し、一緒に作業させていただく形に進めてまいりたいと思います。

今後ともどうぞよろしくお願い致します。ありがとうございました。
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まずは何よりも一番大事な事だと考えているので、皆様

と共有したいことなのですが、それは、水害時の歴史資料

保存はとても難しいことなんです。阪神・淡路大震災で歴

史資料ネットワークができた時は、直下型地震でしたから、

そこでは例えば建物が壊れても、まだ史料保存のための時

間的余裕があったわけです。しかしながら水害、特に夏場

の水害の場合は、今回の発表にもありましたが、地元の方々はすぐその日から家の

掃除に入り、さらに泥だしのボランティアの方も入られることが一般化しています。

歴史資料ネットワークの初期の活動の中でも水害対応をしなければと考えながら実

行に移せなかったことが何度もありました。今回、この夏の史料保全活動が、時間

的制限があり、史料自体にカビが生え、腐敗が進行する中で、各地でこれだけ多く

の活動ができたことが、何よりも大きなことでなかったかと考えます。その背景に

は、災害の規模がより大きくなっており、そのために生活の復旧に向けた動きが十

分できておらず、そのために史料が破棄されず、多くのものが残されたということ

もあると思いますが、それ以上に、各地の史料ネットに集まった方々がそれぞれの

地域で多くの人達と結びついて、主力となって活動していることが、今回の水害の

場合に、保全活動が出来た基盤になっていると強く感じました。なによりも、各地

で保全活動が出来たことそのものが、私が言うのも変かもしれませんが、すごいこ

となんだということを共有できればと思います。逆にいうと、このような活動が、

いつでもどこでもできるわけではないのであって、水害の時に動けなかったからと

いって落ち込むことはないだろうというふうにも思っております。

実はですね、今回の一連の対応の中で、西日本水害のでは、例えば大阪府で 2

万戸以上の損壊が起こりました。歴史資料ネットワークが動けたのはそのうち 2

件だけです。京都でも大きな被害がでていますけれども、組織的には動けていない

んですね。このことについて歴史資料ネットワークの中で、活動が行えた 2件の

事例を受けても、じゃあどうしたらいいのかという話し合いをしています。大阪の

6月の地震もそうですけれども、大都市部での活動をどう進めていったらいいのか

閉会挨拶

歴史資料ネットワーク代表

奥村　弘



74

というのは、まだまだ未開拓で、その対応はこれからの課題ではないのかなと考え

ております。そういう意味では神奈川県のネットワークがどういう形でやられたの

か。千葉でどうできるかということも共通の大きな課題であると考えています。そ

ういう点について今後、各地のネットの実践の中で深めていければいいなと考えて

いるところです。

もう一つ今回一番大きなことは博物館、もともとよく新潟マジックと呼んでいる

んですけれども、新潟県の中での博物館が積極的に、新潟県外に向かって、活動支

援を進められていることの重要性です。これは全国的に大きな力添えになっていま

して、熊本地震の時も、新潟の動きをうけて、熊本の博物館でも新たな動きが生ま

れました。都府県や市の博物館が公務として、災害時の史料保存に携わることが出

来るようになりつつあることは重要です。阪神・淡路の際には、公務ではなく、博

物館や文書館の方々も私人としてボランティアで活動していました。それが段々パ

ブリックな形での中で認められるようになってきていることは重要です。その背景

には災害時に多くの人達が、広域でパブリックな形で助け合うことができるように

なってきたことがあり、これは 21世紀の日本社会の新しい特色ではないかと私自

身は考えています。そのような動きを先進的に新潟の場合は進められていることは

各地の資料ネットの活動に大きな力添えとなるものであり、今回の研究交流集会で

そのことが具体的に確認されたことは極めて大きな成果であったと考えます。

この間、10年間にわたり、各地で史料保全を進めるとともに、各地の資料ネッ

トの活動そのものを研究として分析し、地域の歴史文化を支えるための新たな実践

的な研究手法の構築をめざして、私達は科学研究費基盤研究 Sで全国的に研究を進

めてきました。その成果は，各地の史料ネットの保全活動の前進に寄与できたと考

えております。今度、新たに人間文化研究機構が、「歴史文化資料保全の大学・共

同利用機関ネットワーク事業」を展開されることになり、具体的な場で支援をして

いただけるようになりました。これは非常に大きなことで、鹿児島大学での資料ネッ

トの立ち上げ、今回の西日本の豪雨でもいろんな形での支援をしていただきました。

私たちの動きを全国的に進めていく中で、この人間文化研究機構ではじめられた各

地の大学等を中心とした新たな動きについても、大きな役割を果たせるのではない

かと考えています。

いろんな新しい動きができてきましたけれども、初心に帰ると、私達の活動は出

来るところからやるというのが基本なので、皆さんあまり根を詰めすぎて無理をせ

ずにやっていただければということをいつも最後に申し上げています。今日の議論

でも出ていましたけれども、何よりもまずはゆるやかに連携していくことが大事だ
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と思います。そこに立ち返って今後もまた全国の皆様とお会いできる場をつくっ

ていければなあと思っております。

6回目をどうするかという話は、今回の研究交流集会は、新潟でやると決めてい

たんですが、次回はまだ確定しておりませんけれど、やはり具体的な保全手法とか、

災害時の活動スタイルであるとか、そのイメージを掴み豊かにしていく上では毎

年，持続的にやっていくのに意味はあるのかなと考えています。毎年やるにはし

んどいかなという思いもあるんですが、この点は今回、共催にはいっていただい

ている人間文化研究機構とも相談をさせていただきながら進めていければと思っ

ております。

来年、阪神・淡路大震災から 25年になります。私自身としては、その点も少し

考えながら次回を考えることができればと思っております。また、そういう点で

は近いうちに皆様とお会いして次の形で進められたらなと思っております。また、

今回も研究交流集会の議論をまとめて報告集等の形でお返ししていきたいと思い

ますので、今後、報告集の作成に関してもご協力のほどよろしくお願いいたします。

またお会いしましょう。どうもご苦労様です。

以上、私の挨拶にかえさせていただきます。
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講演者・報告者紹介

第1日　11月 17 日   
矢田　俊文（やたとしふみ）　新潟大学人文学部教授（新潟大学災害・復興科学研究所兼任）　1954 年鳥取県倉吉市生

まれ。専門は地震史料学。2004年11月から2018年9月9日まで新潟歴史資料救済ネットワーク事務局長。主著は、『近

世の巨大地震』（吉川弘文館、2018 年）。ほかに、長岡市立中央図書館文書資料室との共編『震災避難所の史料　新潟

県中越地震・東日本大震災』（長岡市立中央図書館文書資料室、2014 年）等

天野　真志（あまの　まさし）　人間文化研究機構総合人間文化研究推進センター・研究員 /国立歴史民俗博物館・特

任准教授　1981 年島根県浜田市生まれ。専門は日本近世・近代史、資料保存。主著『記憶が歴史資料になるとき』（蕃

山房、2016 年）。歴史文化資料の保存・継承するための社会的・技術的な課題を検討しています。

鈴木　あかり（すずき　あかり）　愛媛資料ネット／愛媛大学大学院（現在、高知城歴史博物館学芸員）　1995 年、北

海道生まれ。日本近世史専攻。愛媛資料ネットの活動に携わりながら、色々な事を学ばせていただいております。西日

本豪雨に際して、皆さまから多大なご支援を賜りましたことを、愛媛資料ネット一同、心より御礼申し上げます。

上村和史（うえむらかずふみ）　岡山史料ネット事務局長 /岡山県立玉島商業高校非常勤講師　1991 年、岡山県生まれ。

日本近世史専攻。2011 年より愛媛大学日本史研究室の学生として愛媛資料ネットの活動に参加。2014 年からは岡山

大学日本史研究室の院生として岡山史料ネットの活動に参加。現在は教員として生徒とともに地域の歴史を学んでいま

す。

西向　宏介（にしむかい　こうすけ）　広島県立文書館主任研究員　1965 年兵庫県姫路市生まれ。1995 年広島大学大

学院文学研究科退学。同年 8 月より広島県立文書館研究員。2014 年より現職。

三国　信一（みくに　しんいち）　新潟県立歴史博物館主任研究員　1976 年生まれ。大阪府出身。専攻は日本民俗学。

当館の事務分掌において資料収集保管を担当しており、文化財レスキューもその業務の一部に位置付けられている。

田中　洋史（たなか　ひろし）　長岡市立中央図書館文書資料室室長　1972 年、新潟県長岡市出身。新潟大学教育学部・

同大学院教育学研究科にて日本中世史を専攻。高等学校の非常勤講師、長岡市立中央図書館・同文書資料室の嘱託員を

経て、2009 年 4月に歴史的文書（郷土史）専門職員として長岡市採用。2015 年 4月より現職。郷土の歴史資料の保存・

活用に関する業務に取り組む。

白井　哲哉（しらい　てつや）　茨城史料ネット／筑波大学図書館情報メディア系教授　1962 年横浜市生。明治大学・

同大学院で故木村礎教授に師事して日本近世史を専攻。埼玉県教育委員会で学芸員として勤務ののち、2009 年に日本

アーカイブズ学の教員として筑波大学へ移る。2011 年の東日本大震災で茨城史料ネットの結成に参画。主に茨城県南

部及び福島県浜通り地域で活動。

佐藤　大介（さとう　だいすけ）　NPO法人宮城歴史資料保全ネットワーク事務局長 /東北大学災害科学国際研究所准

教授　
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第 2日　11 月 18 日   
佐藤　宏之（さとう　ひろゆき）　鹿児島大学学術研究院准教授／鹿児島歴史資料防災ネットワーク　1975 年、新潟

県十日町市（旧松代町）生まれ。専門は近世日本史。2013 年 9月に立ち上げた「鹿児島歴史資料防災ネットワーク（準

備会）」も、本年 9月に「鹿児島歴史資料防災ネットワーク」として再スタートを切りました。引き続き、よろしくお

願いいたします。

松山　真弓（まつやま　まゆみ）　みやざきアートセンター　学芸課長　多くの方に日常的に文化・芸術に親しんでい

ただけるよう、さまざまなジャンルの展覧会やイベントを担当してます。2015 年から宮崎歴史資料ネットワークの活

動に参加。まずは何でも首を突っ込んで、できる時にできることをモットーに、細く長くの活動をしていきたいです。

山内　利秋（やまうち　としあき）　九州保健福祉大学　准教授　学芸員養成課程を担当。「災害と社会」をキーワードに、

地域社会で活躍できる人材の育成を行っています。様々な面で条件の厳しい地方においては、「いかに資料をまもるか」

がコミュニティの存続と地続きである事を強く実感しています。多くの方々と連携しながら、地に足のついた保存活用

を目指していきます。

宇野淳子（うの　じゅんこ）　神奈川地域資料保全ネットワーク事務局長　2018 年に各地で発生した災害で被災され

た皆様に、心よりお見舞い申し上げます。　横浜市出身。関東大震災を郷土教育で学び、「災害時は助け合うこと」を

授業で教わりました。それが信念となって資料レスキュー等に参加しています。現在、横浜国立大学にて県・市町村が

作成した資料所在目録を基としたデータ入力を行っています。

ポスター発表者

村山　歩（むらやま　あゆみ）　新潟県十日町市教育委員会文化スポーツ部文化財課文化財保護係長　兼　十日町市博

物館主査　1971 年生まれ。2015 年から十日町市博物館に勤務し、古文書整理ボランティアの皆さんとともに活動し

ています。2017 年からは現職で文化財の保存・活用業務を担当しています。

長谷川順一（はせがわ　じゅんいち）　被災建物・史料救援ネット共同代表、住まい空間研究所主宰 1961 年新潟市生

まれ。　1983 年中央大学法学部卒。　2004 年新潟県中越地震により被災後、調査確認されることなく、大量に廃棄

されてゆく歴史的建造物、未指定・非登録の文化財のありさまに疑問を持つ。　2007 年能登半島地震後「建物修復支

援ネットワーク」を結成し、被災地支援活動を開始。　2016 年長野県神城断層地震被災地では、建造物と史料双方の

専門家で被災情報を共有しながら、60棟余りの建物調査とそこに所蔵されていた史料救出を行った。　著書に「地震

被災建物修復の道しるべ」（2009 年）。

渡邉　歩（わたなべ　あゆみ）　福島大学大学院地域政策科学研究科　福島大学大学院で近世史を研究しています。3

年生の頃から富岡町の資料整理に携わっており、今年 4月には現地でのフィールドワークにも参加いたしました。富

岡町での活動は、文化財保存の重要性についてかんがえるきっかけとなりました。将来も文化財に関わり続けることが

できればと考えています。宜しくお願いいたします。
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蘇理　剛志（そり たけし）　歴史資料保全ネット・わかやま／和歌山県教育庁生涯学習局文化遺産課主査　1976 年、

兵庫県生まれ。民俗学を専攻。1995 年、阪神淡路大震災で神戸市東灘区の自宅が全壊。佛教大学大学院、総合研究大

学院大学（国立歴史民俗博物館）在学中は、「震災 ･まちのアーカイブ」（神戸市）に参加。2007 年より現職。民俗文

化財の保護行政に携わる。歴史資料保全ネット・わかやま世話人。

仲田　侑加（なかた　ゆか）　歴史資料ネットワーク運営委員／総合研究大学院大学文化科学研究科博士後期課程　大

阪府枚方市出身。2017 年より、歴史資料ネットワーク運営委員。日本近世史専攻。普段は、基盤機関の国際日本文化

研究センター（京都市）にいます。

小関　悠一郎（こせき　ゆういちろう）　千葉歴史・自然資料救済ネットワーク共同代表／千葉大学教育学部准教授　

1977 年生まれ。専門は日本近世史。学振特別研究員で東北大にいた際、宮城資料ネットの活動から多くのことを学び

ました。皆様と成果・課題を共有しながら、地域資料保存のネットワークを広げていきたいと思っています。

大関　真由美（おおぜき　まゆみ）　千葉市立郷土博物館市史編さん担当非常勤嘱託職員　1976年生まれ。日本近世史。

正直レスキュー現場などの経験はほぼありません（すみません…）が、長く地域の文化財に関わっている以上、他人事

ではないと常に感じています。少しでも多く勉強させていただき、いざというときに役に立てる「人材」となれればと

思います。よろしくお願いします。

今村　直樹（いまむら なおき）　熊本被災史料レスキューネットワーク事務局次長／熊本大学永青文庫研究センター准

教授　1979 年生まれ。日本近世史・近代史。『日本近世の領国地域社会』（共編、吉川弘文館、2015 年）、「廃藩置県

後の細川家当主所用甲冑と旧家臣」（『永青文庫研究』創刊号、2018 年）。熊本地震後の被災資料レスキュー活動の成

果と課題を、全国の皆さんと共有していきたいと思っています。
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